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１ 1110Ba1 健康推進課 運動習慣普及事業

生活習慣病予防のため
のエクササイズガイド
2006の普及を図る

市民を対象とし、健康運動指導士及び保健師が運
動の実技指導を実施した。また、マックテレビにお
いてメタボリックシンドローム予防運動等を放映し
た。

¥536,000 A 現状維持

実際に身体を動かしたり、マックテレビにてメタボリック
シンドローム予防運動等の放映を行ったりしたことは、
運動のきっかけづくりとして有意義であった。よって今後
も前述の取り組みを継続していく。そのほか、運動がそ
の場限りとならないよう、また運動習慣が日常生活に定
着できるよう継続的にフォローしていく。

２ 1110Ca1 健康推進課
妊婦集団歯科健康診査事
業

歯科医師による妊婦の集
団歯科健診を実施

平成２０年度から毎月１回妊婦歯科健診を実施。受
診者は約15.9％でやや増加した。
受診者の77.2％が要指導・要治療のため、健診後
も乳幼児相談に際に歯科受診の有無を確認し、受
診勧奨を行った。
妊婦の口腔衛生状態を見直し、また乳幼児の歯の

¥673,000 A 現状維持

妊婦の口腔衛生の状況を良好に保つことは、安全な妊
娠の経過、出産につながること、また、出産後は乳幼児
のむし歯予防等の口腔衛生の向上につながるため、必
要性・有効性は高く今後も継続して実施する。妊婦の口腔衛生状態を見直し、また乳幼児の歯の

健康づくりにつなげていく意味でも貴重な機会であ
る。

要性・有効性は高く今後も継続して実施する。

３ 1110Da1 健康推進課 防煙・禁煙の推進事業

学校における喫煙防止教
室、職場における禁煙教
室等の実施

がん検診・特定健診受診者のうち喫煙者で禁煙の
意思がある者124名に対し保健指導を実施。その
他、生活習慣病予防、歯周病予防として、健康相談
者に対し個別指導を実施。また、妊婦及びその配
偶者に対し禁煙指導を実施した。

¥349,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））
全ての年代における健康被害防止のため、引き続き必
要と考える。

４ 1110Db1 健康推進課
アルコールの健康障害に
関する講演事業

医師等による市民を対象
とした講演会を実施

検診受診者のうち、多量飲酒者に対し保健師が適
正飲酒に関する保健指導を実施。また、母子手帳
交付時に妊婦に対し禁酒指導を実施した。

¥29,000 B 現状維持
講演事業にとどまらず、健康維持のための適正飲酒に
ついて、引き続き保健指導を実施していく。

５ 1110Dc1 健康推進課
薬物乱用防止に関する講
演事業

薬剤師、警察官等による
市民を対象とした講演会
等を実施

市内各団体での取り組み状況の調査、市の施設へ
啓発ポスター掲示。

¥0 B 現状維持
講演事業としては要望の有無等により検討しつつ、関
係機関と連携しながら、状況に応じて機会を設けたり、
保健指導を実施していくことが必要と考える。

６ 1110Ea1 国保年金課
特定健康診断等事業費
(特定健康診査・特定保健
事業)

各保険者による生活習慣
改善を目的とした特定健
診、特定保健指導を実施

特定健康診査受診者　１，３３４名 ¥14,088,000 C 現状維持
生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために健診
を実施することは、将来的には医療費の抑制につなが
り、健全な国保事業運営が図られる。

21年度同様、市民がん検診は、特定健診や歯科健
診等と同日実施とし、土日も含め２１日間実施。さら
に、社保の被扶養者の特定健診を同日実施するな
ど体制の工夫を図った。又、一部の対象者の個別
通知や、町内会及び保健協力員の協力のもと、検

７ 1110Eb1 健康推進課
胃・肺・大腸がん検診、子
宮がん・乳がん検診

市民を対象とした各種が
ん検診を実施するととも
に、受診率向上を図る。

診のＰＲ用チラシ毎戸配布や個別勧奨、又農協や
商工会への掲示等の工夫を図った。その結果、肺
がんは受診率増加につながった。その他、女性特
有のがん検診推進事業として、子宮がん頚部検
診、乳がん検診の特定対象者に対し、検診手帳と
無料クーポン券を個別に配布し、集団検診の他、
医療機関で通年で受診可能としたことにより、新し
い受診者の増加につながった。さらには再編交付
金活用による40・50歳の胃・大腸・肺がん検診無料
化により、受診率が増加し効果がみられた。（胃・大
腸・乳がんについては受診率が減少）

¥57,407,000 A 現状維持
事業の必要性、有効性、効率性が共に高く、引き続き事
業の体制等を検討しつつ継続実施していく。
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８ 1120Aa1 健康推進課 思春期会議の開催 思春期セミナーの開催
市内４中学校で思春期に関するセミナーを実施し、
また性に関するパンフレットを配布した。

¥272,000 A 現状維持

　最近の児童生徒の性意識・性行動などの実態から、
命の大切さや正しい性の知識を身につける必要があ
り、専門の医師からの講話で学習を深めることができる
と考える。現在も、学校からの希望や、生徒のアンケー
ト結果をもとに、講師が対象に合わせた講話をしてお
り、生徒から「わからなかったことがわかった」などの感
想が多く聞かれている。

９ 1120Bb1 健康推進課
母子の健康づくりのための
家庭力向上事業

父子手帳交付等、夫によ
る母子健康づくり支援を
進める

母子健康手帳交付時に父子手帳を配布し、妊娠・
出産・育児における夫による母子健康づくりの支援
を図った。

¥449,000 A 現状維持

核家族化等により、妊娠や育児が母親の心身負担にな
ることがあるため、夫による母子健康づくり支援が必要
であり、夫婦での育児力の向上を図る機会となっている
ため継続して実施する。

進める を図った。
ため継続して実施する。

１０ 1126Ba1 健康推進課 妊婦委託健康診査事業
妊婦健診の公費負担部
分の拡大を図る

母子手帳交付時に妊婦と面接を行い、ハイリスク
妊婦へ早期支援を開始することで、妊娠期間を安
心して過ごしてもらえるように支援を行っている。
妊婦健康診査受診票の利用については、全14回分
を公費負担で行っており、全体平均で80％以上の
利用率である。また、所見がある妊婦の場合には、
受診病院と連携し、支援を行っている。

¥41,371,000 A 現状維持

妊娠初期での妊婦との面接の場において妊婦健診の
重要性・必要性を伝えること、また、妊婦健診の公費負
担を継続することで、妊婦の経済的負担軽減に伴い健
診の受診率向上が図られ、安全で安心な妊娠・出産へ
つながると考えられる。

１１ 1129Ca1 健康推進課 乳児訪問指導事業
新生児生後４ヶ月までの

生後４ヵ月までに、保健師・看護師が訪問し支援を
行っている。産婦さんの育児不安の軽減や、児の

¥3,568,000 A 現状維持

生後、早期に保健師や看護師が訪問を行うことで、児
の発育発達の確認や、母の産後の心身の状態確認や
育児不安の解消につながり、出産後の母子の健康管理１１ 1129Ca1 健康推進課 乳児訪問指導事業

新生児生後４ヶ月までの
全家庭訪問指導を実施

行っている。産婦さんの育児不安の軽減や、児の
発育状況の確認目的としている。平成22年度は92%
の産婦・新生児へ訪問を行った。

¥3,568,000 A 現状維持 育児不安の解消につながり、出産後の母子の健康管理
に高い効果があると考えられるため、事業を継続する
必要がある。

１２ 1130Aa1 健康推進課 こころの相談窓口事業
相談窓口の周知及び相
談機能の強化を図る

・「こころの相談窓口一覧表（三沢市版）」を作成し、
毎戸配布した。婦人がん検診の待ち時間を利用
し、相談窓口一覧表を配布し、
　利用方法、こころの病気や障害に対する健康教
育を実施した。
・市職員を対象に、傾聴のついての研修を行い、相
談を受けた際の関係機関との連携の必要性、ゲー
トキーパーとしての役割につい
　て研修会を行った。
・産婦訪問において、「産後うつスクリーニング」を

¥3,323,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

多様なストレス等で自己管理ができなくなり、問題行動
や自傷他害に及ぶ行為を未然に防ぐための相談窓口
である。専門機関等への紹介を行う初期の相談を行政
機関が担っているものであり、問題を抱えた市民にとっ
ては必要性が高い事業である。
精神保健相談員による電話や面接による相談日を開設
し、市民がより利用しやすい相談窓口を周知し利用を勧・産婦訪問において、「産後うつスクリーニング」を

全員に実施し、ハイリスク産婦については訪問・相
談等で継続的支援を実施。
・一般健康相談（来所・電話等）を開設し、こころの
相談にも対応。

し、市民がより利用しやすい相談窓口を周知し利用を勧
めていく。
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１３ 1130Ab1 健康推進課
こころの健康まちづくり事
業

市民を対象としたこころの
健康教育を実施したり、
趣味、サークル活動を支
援

・県の事業と併催で、一般市民を対象にイベントを
開催し、三沢市の自殺の現状及び自死遺族に対す
る見守り、かかわり方等につい
　て話し合い、地域での自殺予防について普及啓
発を行った。
・広報文字放送による自殺予防週間のPR、自殺予
防に関する知識の普及啓発を行った。
・市民のこころの健康づくり、地域でも見守り等自殺
予防に役立てるため、検診受診時に、自殺予防に
ついて健康教育を実施した。

¥93,000 B
見直し（予算を

伴わない）

こころの健康に問題を抱えながらも、地域で生活してい
けるように団体等に働きかけ、今後も心の健康づくりに
関する普及啓発を継続しながら、地域での見守りや必
要に応じ保健師等の専門家へ?げることができるよう住
民意識の向上を図る必要がある。

・個人情報保護法及び遺族の申出により、自殺者 自殺者の遺族の精神的負担は大きいが個人のプライ

１４ 1130Ac1 健康推進課 自死遺族サポート事業
自殺者の遺族への訪問、
相談等を実施し、遺族の
精神的ケアを図る

・個人情報保護法及び遺族の申出により、自殺者
及び自死遺族の詳細な情報を得ることが困難な状
況にあるが、個々の状況に応じ
　遺族に対する訪問を実施し、少しづつではあるが
遺族に対する支援ができている。

¥8,000 B
見直し（予算を

伴わない）

自殺者の遺族の精神的負担は大きいが個人のプライ
バシーに関する部分が多く、実際には自死遺族のサ
ポート件数は少ない。保健師の家庭訪問や相談、こころ
の相談窓口事業等により個々の状況に合わせたサ
ポートを継続的に実施する必要がある。

１５ 1210Aa1 管理課
三沢市立三沢病院建設事
業費

地域の中核病院として質
の高い医療サービスを提
供するため、三沢市立三
沢病院の移転新築を行
う。

新病院の外構工事等を実施した。
現病院（旧病院）の解体工事に着手した。

¥950,167,000 A 事業完了
平成２３年度の旧病院の解体工事の完了をもって、三
沢市立三沢病院新築移転事業が完了するため。

１６ 1210Ab1 管理課 医療機器購入費

地域の中核病院として質
の高い医療サービスを提
供するため、三沢市立三
沢病院の医療機器の整

内視鏡画像ファイリングシステム外を整備した。 ¥530,251,000 A 現状維持
今後も地域の中核病院として質の高い医療サービスを
提供するため極力、交付金を充当しながら、医療機器
の整備・更新を進める。沢病院の医療機器の整

備・充実を図る。
の整備・更新を進める。

１７ 1220Aa1 管理課 医師招聘推進事業
医師招聘のための待遇
改善と関係機関への働き
かけ

１）大学医学部他、関係機関に対する派遣要請を
行い、放射線科医師などの招聘をした
２）新病院の移転・開設に伴い、医師募集記事を更
新しホームページに掲載した
３）医師用新築賃貸住宅5棟を提供した
４）民設民営24時間保育所の開設に向け、関係者・
関係機関との協議、情報収集、連絡調整を行った

¥979,000 A 現状維持
地域住民から「愛され信頼される病院」をめざすには高
度医療の知識・技術の習得は重要課題であり、今後も
継続する必要がある。

１８ 1220Ab1 管理課 研修事業 各種研修会への参加

１）「がん薬物療法専門医」「放射線治療のがん治
療認定医」、「がん化学療法認定看護師」などの医
療従事者の資格要件にもなっている学会への参
加、研修への参加・発表により知識技術を高めると

¥18,660,000 A 現状維持
地域住民から「愛され信頼される病院」をめざすには高
度医療の知識・技術の習得は重要課題であり、今後も
継続する必要がある。

共に自己啓発に努めた
２）研究図書の購入により、研究に寄与した

継続する必要がある。

１９ 1230Aa1
医療情報シ
ステム課

地域医療連携室の設置
医療連携による紹介患者
業務及び在宅ケアの推進

平成２２年度実績として他医療機関からの紹介患
者 2818件、他医療機関への紹介患者　1944件

¥7,769,000 A 現状維持

　紹介患者は、「紹介状」を持参しない場合でも受付（完
全予約制ではない為）するが、統計的(紹介率）には影
響がない。現在、内科を中心にかかりつけ医への紹介
を推進しているが、紹介先の病床数・診療時間・時間外
診療・休日診療等の理由により紹介するのが困難な場
合もある。
　しかし、国の方針に沿って、今後も更なるかかりつけ
医への紹介へ努めなければならない。
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２０ 1230Ac1
医療情報シ
ステム課

セカンドオピニオン外来の
実施

がん診療に関する相談事
業他医療相談事業の実
施

主治医以外に、がんの専門家である院長の治療方
針等についての意見を伝えることによって、患者は
治療法の選択肢が増え、納得した治療を受けるこ
とができた。平成２２年度実績として、セカンドオピ
ニオン受け入れ件数8件

¥31,000 A 現状維持

　セカンドオピニオン外来は、がんの専門医である院長
が一人で担当し、原則午後からの完全予約制で行って
いるため、一人に要する時間等を考慮すると、患者の増
加は見込めないのが現状。

２１ 1310Aa1 介護福祉課 地域福祉計画策定事業 地域福祉計画策定事業
地域福祉計画策定にあたり、市民アンケート調査を
実施し報告書を作成した。

¥4,662,000 A 事業完了
平成24年2月までに、三沢市地域福祉計画策定の予
定。

２２ 1310Ca2 生活福祉課 福祉バス購入事業 福祉バス購入事業 財政運営計画提出 ¥0 A 事業完了 23年度中に、購入事業は完了する予定。

２３ 1311Bc1 介護福祉課
社会福祉総務費(ほのぼ
のコミュニティ21推進事業
委託料)

社会福祉協議会のボラン
ティア活動促進に係る支
援

委託事業として実施した結果、3,651回の訪問を実
施

¥6,141,000 C 現状維持
高齢化社会の中で、高齢者を地域で支える活動であ
り、事業は必要である。県補助金がされていくものの、
県の提唱事業であることから現状維持。

２４ 1311Cb1 生活福祉課
社会福祉総務費（民生委
員活動報償費）

民生委員・児童委員によ
る、高齢者等の地域の
人々が自立して暮らすた
めの様々な支援に係る活
動

民生委員90名、古間木、中央、岡三沢、東部の4地
区協議会及び三沢市民生委員児童委員協議会を
設置。民生委員は、日常の相談業務のほか、地域
ごとに協議会をつくっており、定期的な会合や研修
会を実施している。福祉関係の行事や行政にも積
極的に協力。東日本大震災の際には要援護者の
安否確認等にあたった。

¥5,444,000 A 現状維持

この事務事業自体は必要性が高い事業であり、県交付
金による事業でもあるので現状維持とする。
ただし、当該施策の推進のために、この事業が貢献す
るか、他にふさわしい事業がないか検討を要する。

安否確認等にあたった。

２５ 1320Aa1 家庭福祉課 保育所費（一般職給料外）

保護者の就労形態や疾
病等の事情により、一時
緊急的に保育が必要に
なった児童を保育

一時預かり保育の需要に対応し、三沢市立中央保
育所が、一時・特定保育事業を実施。市内で実施し
ている保育所は中央保育所のみであるため、休
日、祝・祭日を除いて、毎日利用された。

¥9,796,000 A 現状維持

専業主婦家庭等の育児疲れの解消や、急病等の緊急
時、短時間勤務等の多様な就労形態への対応など、一
時的な保育に対する多様な需要に対応できるサービス
の充実を図る(国補助）。

２６ 1320Be1 家庭福祉課 子育て広場開設事業
地域において子育て親子
の交流等を促進する、子
育て拠点の設置を推進

昨年度より「子育てサロン」と称して、働く婦人の家
の託児室を利用し、親子で一緒に遊べる場、交流
や情報交換ができる場として、常設の子育て広場
を開設、利用の促進を図った。
　開設時間は、月曜日から金曜日（祝祭日除く）ま
での9時から16時まで

¥153,000 B 現状維持
子育て親子の交流を図る拠点を設置し、子育て支援に
関するネットワークづくりや育児に関する相談体制を推
進する。

保育所に入所している第 保育者の負担する保育料のうち、第３子以降の３歳
子育てにかかる経費負担を軽減し、経済的支援の充実

２７ 1320Ca1 家庭福祉課 保育料軽減事業
保育所に入所している第
３子以降の３歳未満児の
保育料を軽減

保育者の負担する保育料のうち、第３子以降の３歳
未満児に対して、県と市が軽減事業を実施した。負
担割合は、県1/2、市1/2である。

¥5,325,000 A 現状維持
子育てにかかる経費負担を軽減し、経済的支援の充実
に努める（県補助）。

２８ 1320Ea1 家庭福祉課 児童扶養手当費

父または母と生計を同じく
していない18歳までの児
童の父または母、あるい
は養育者に支給

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図るた
めに、国の制度に基づき児童扶養手当を支給し
た。法改正により、今年度8月より、父子家庭に対し
ても児童扶養手当を支給した。

¥274,764,000 A 現状維持 ひとり親家庭に対する経済的支援（国制度）。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２９ 1320Eb1 健康推進課 5歳児発達相談

1歳6カ月児健診、2歳児
歯科健診、3歳児健診に
加え、就学前の児への支
援の場として、5歳児発達
相談と事後指導教室を行
なうことにより、発達障害
等を早期発見し、就学に
向けての子供の発達を支
援する。

平成２１年度までの２ヵ年は県のモデル事業として
実施していたが、平成２２年度から市の事業とし
て、児童心理専門の小児科医師や心理士、保健師
等が従事し、5歳児発達相談を年に６回、事後指導
教室は年に１０回実施した。

¥1,650,000 A 現状維持

　専門医との面接により、発達障害児を早期に発見し、
早期に継続した支援を行うことでその後の発達を促し、
教育機関による支援に円滑に移行することができてい
る。毎年、保護者からの相談申し込みが多数あり、就学
に向けて継続して支援していることから、ニーズの高い
事業であると考える。

３０ 1320Eb2 家庭福祉課
障害児手当及び障害児補

２０歳未満で障害の重い
児童に障害児福祉手当を
支給、また障害児の身体

障害児福祉手当・・・身体に重度の障がいがあり、
日常生活で常時特別の介護を必要とする方に支
給。（２０歳未満対象。月額１４，３８０円） ¥4,969,000 A 現状維持

障害を持つ子どもやその家庭を支援し、社会参加と自
３０ 1320Eb2 家庭福祉課

障害児手当及び障害児補
装具支給

支給、また障害児の身体
機能を獲得又は補完する
ための用具を交付･修理
する。

給。（２０歳未満対象。月額１４，３８０円）
障害児補装具給付・・・１８歳未満の方の障がいの
ある部位を補うための装具を提供。

¥4,969,000 A 現状維持
障害を持つ子どもやその家庭を支援し、社会参加と自
立を促進する（国制度）。

３１ 1321Cx1 家庭福祉課
地産地消でわんぱく家族
米支給費

少子化対策として、18歳
以下の子どもが3人以上
いる世帯に対し、地元産
米の引換券を支給する。

地元産米と引き換えのチケットを支給し、子どもを
多く持つ子育て家庭を支援するとともに地元産米の
消費拡大を促進し、児童の福祉の増進を図った。

¥8,943,000 A 現状維持

地元産米の消費拡大により、地域の活性化を図るとと
もに、子どもを多く持つ子育て家庭の家計を直接的に支
援し、安心して子どもを産み・育てられる環境づくりを推
進する。

３２ 1321Da1 家庭福祉課
児童福祉総務費（要保護
児童対策協議会委員謝
礼）

関係機関の連携を図り、
児童虐待防止に向けた
取り組みを推進

平成１７年度に三沢市要保護児童対策協議会を設
置、協議会は代表者会議・実務者会議・個別ケー
ス検討会議の３層から成る。関係機関と連携し、要
保護児童等の状況把握、支援の方針や役割分担
等、問題解決のための活動を行った。

¥93,000 A 現状維持
ひとり親家庭の増加や障害児への対応等、それぞれの
家庭事情に応じた支援体制が必要なため、情報を共有
化する必要がある。

３３ 1322Ab1 家庭福祉課
児童福祉費（延長保育促
進事業費補助金）

保護者の就労形態や残
業等の事情により、早朝
や夕刻の保育が必要な
児童に対し通常保育を超
えて保育

公立１か所、民間９か所の保育所で、１１時間の開
所時間の前後の時間において、さらに３０分以上の
延長保育を実施した。

¥51,755,000 A 現状維持
核家族化の急速な進展や、就労形態の多様化に対応
するため、多様な保育事業の実施を促進し、住民が利
用しやすいサービスの提供を図る（国補助）。

３４ 1322Ac1 家庭福祉課
児童福祉費（障害児保育
事業委託料）

保育に欠ける中程度の心
身障害児を入所させ、健
常者とともに集団保育

障害児の保育について、知識・経験を有する保育
士の配置や障害児の特性に応じた環境を整え、受
入体制の整備に努めた。

¥10,020,000 A 現状維持
保育に欠ける障害児に対する保育事業の実施を促進
し、保護者が必要とするサービスの提供を図る。

３５ 1322Ad1 家庭福祉課
児童福祉費（保育所地域
活動事業委託料）

保育所を地域の拠点とし
て、世代間交流や異年齢
児交流、育児講座等を実
施

老人福祉施設・介護保健施設等への訪問、異年齢
児童との地域的行事・ハイキング等の共同活動な
どの交流を行った。地域の資源を活用した事業は､
需用が高いため、今年度は保育所地域活動を推進

¥903,000 A 現状維持
小さな子供連れ親子が集える交流の場を図り、関係機
関・団体と連携しながら、楽しく子育てができる環境づく
りを推進（国補助）。

施
し、事業の拡充をした。

３６ 1322Ba1 家庭福祉課
児童福祉費（地域子育て
支援センター事業委託料）

子育て家庭の育児に関す
る相談や情報提供を総合
的に実施

地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育
て全般に関する専門的な支援を行う拠点として機
能するとともに、既存のネットワークや子育て支援
活動を行う団体と連携しながら地域に出向いた地
域支援を展開した。

¥7,929,000 A 現状維持
地域の子育て支援活動の拠点として、関係機関との連
携を強化しながら、すべての子育て家庭に対する育児
支援の充実を図る（県補助）。

３７ 1322Bb1 家庭福祉課
児童福祉費（子育て支援
短期利用事業委託料）

保護者の疾病等により、
家庭における養育が困難
な児童を乳児院で保護

保護者が児童を養育することが一時的に困難に
なった場合に、緊急一時的に宿泊を伴い児童を保
護するため、ひまわり乳児院へ委託しているが、今
年度の利用はなかった。

¥31,000 A 現状維持
専業主婦家庭等の急病等の緊急時、短時間勤務等の
多様な就労形態への対応など、一時的な保育に対する
多様な需要に対応できるサービスの充実を図る。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３８ 1325Bd1 家庭福祉課 家庭児童相談室設置費
子どもに関する様々な問
題や悩みの相談を受け、
問題解決に向けた援助

家庭における適正な児童養育のため、相談員2名
を配置して相談指導業務の充実に努めた。また、
関係機関との連携を密にして要保護児童の早期発
見や適切な保護を図った。

¥5,089,000 A 現状維持
子育てに関するさまざまな情報について、気軽に相談
できる体制づくりに努める。

３９ 1326Cb1 市民課 児童手当費
小学校６年生までの児童
の保護者に児童手当を支
給

平成２１年度で事業完了 ¥0 A 事業完了
平成２１年度をもって児童手当制度が終了し、平成２２
年度より子ども手当制度が始まったため

４０ 1326Cb2 市民課 子ども手当費
中学校３年生までの児童
の保護者に子ども手当を

子どもを養育している保護者に子ども手当を支給
することにより、家庭における生活の安定に寄与
し、次代の社会を担う子どもの健全な育成及び

¥585,642,000 A
見直し（縮小（予

平成２３年９月以降の子ども手当について現段階で国
において制度設計ができていないことにより、今後につ４０ 1326Cb2 市民課 子ども手当費 の保護者に子ども手当を

支給

し、次代の社会を担う子どもの健全な育成及び
資質の向上に資することを目標とした。
※平成２３年４月末現在　子ども手当費支給額
653,445,000円　（延児童数50,265人）

¥585,642,000 A
見直し（縮小（予

算を伴う））
において制度設計ができていないことにより、今後につ
いては未定の状態である。

４１ 1328Bc1 家庭福祉課
ファミリー・サポート・セン
ター運営費

育児の援助を必要とする
人と援助を行いたい人を
組織化し、会員相互の援
助活動を支援

アドバイザーを配し､会員の募集や会員登録の業
務、相互援助活動の調整業務、講習会及び情報交
換の場を提供する交流会などを実施した。

¥52,925,000 A 現状維持
育児の援助を必要としている人と、育児の援助を行いた
い人を組織化し、相互援助活動を活性化させる（国補
助）。

４２ 1329Cc1 国保年金課 乳幼児医療費給付費

３歳児までの乳幼児及び
４歳から就学前までの児
童に係る医療費の一部負
担金相当額を助成

０歳児から小学校就学前までの乳幼児の外来及び
入院に係る医療費（個人負担分）の給付。
ただし、４歳から小学校就学前までの幼児の入院
に係る医療費の給付については、１日５００円の受
給者負担有り。

¥55,284,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

現在実施している乳幼児を対象とした医療費助成につ
いて、対象者の範囲を、中学校卒業までの児童生徒ま
で拡大する計画である。なお、事業実施に当たっては、
現在の事業を拡大して実施するか、新たな事業として
実施するか検討中である。

４３ 1330Bb1 家庭福祉課 日常生活の援助

　障害者の身体機能を獲
得又は補完するための用
具を交付･修理及び車い
す等の貸出し、手話通訳
者の派遣等を行なう。

障がい者（児）日常生活用具件数（実績）・・延べ６５
８件、手話通訳者２名設置

¥16,945,000 A 現状維持
障害を持つ児童や者およびその家庭を支援し、社会参
加と自立を促進する（国制度）。

４４ 1330Ca1 教育総務課 三沢市就学指導委員会

①子供たちの立場に立っ
てより望ましい学習内容
や学習の場を考える②保
護者の方々が就学先を
考えるための参考資料の
提供③就学の相談等
児童の発達の状況を的
確に把握し検討する。

4月・第1回就学指導委員会・幼稚園保育園説明会
5月・学校説明会・保護者説明会　　6月・第2回就学
指導委員会　　7月・知能検査　　8月・専門部会・医
学検査　　9月・専門部会2～3・第3回就学指導委員
会・校長説明会　　10月・保護者説明会　　10月・最
終判断　　1月・会議　　2月・届出書提出

¥1,850,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　就学指導委員の謝礼について、医師への医学検査実
施による謝礼は継続し、三沢市立小中学校教職員への
謝礼は廃止する。なお、他機関（児童相談所、養護学
校）教職員へは、交通費として費用弁償の支払いとす
る。

４５ 1330Ca2 生涯学習課 家庭教育学級運営事業費

障がいを持つ子どもの保
護者と賛同者に対し、障
がいや障がいにまつわる
ことを学ぶ機会を提供す
る。

障害児（者）の家族と賛同者で構成された学級生を
対象として、学習会を５回開催し、参加者が８０名
あった。学習会内容は、たんぽぽ家庭教育学級運
営委員によって検討され、学習会の準備、実施に
ついても協力を得た。また、障害児（者）の家族や
賛同者が自由に集える場である「サロンdeたんぽ
ぽ」を月１～２回総合社会福祉センターに開設し、
延べ７８名が参加した。他に障害にまつわる有益な
情報を発信する「たんぽぽだより」を毎月発行した。

¥799,000 B 現状維持

障害者の家族を対象に、学習の機会を提供する事業と
して、内容は有効性がある。専門知識に欠けるところ
は、福祉関係機関等と密に連携を取りながら、補ってゆ
くこととする。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

４６ 1330Cb1 家庭福祉課 障害者自立支援

　一般企業等へ就労を希
望する障害者に、就労に
必要な知識及び能力の
向上のために必要な訓練
を行う就労移行支援や自
立訓練等を行う施設への
助成します。

自立訓練給付費　　　・・地域で生活できるよう、身
の回りの訓練が受けられる施設に対する負担金。
就労移行支援給付費・・一般企業等の就労を希望
する方に訓練を行う施設に対する負担金。
就労継続支援費　　　・・一般企業等での就労が困
難な方に働く場を提供するとともに、知識や能力向
上のために必要な訓練を行う施設に対する負担金

¥52,531,000 A 現状維持
障害者自立支援法に基づき就労支援サービスの提供
体制を確保する（国制度）。

４７ 1330Cc1 家庭福祉課 障害者自立支援
　身体障害者福祉会や各
障害者支援施設への補

　三沢市身体障害者福祉会や各障害者支援施設
¥15,504,000 A 現状維持

活動資金の助成し、団体の自主的な活動を支援し、ス
ポーツ大会や各種研修会等４７ 1330Cc1 家庭福祉課 障害者自立支援 障害者支援施設への補

助
への補助を実施。

¥15,504,000 A 現状維持 ポーツ大会や各種研修会等
さまざまな交流活動や社会参加活動への参加を促進。

４８ 1334Aa1 家庭福祉課 自立支援給付費

障がいの種類を越えた共
通のサービスを提供し、
障がいのある人が地域で
安心して暮らせるよう支
援する。

障害者自立支援法に基づく事業(サービス)を実施
　　事業内容　　自立支援給付　 ・・・自立訓練・居
宅介護、生活介護、児童ディサービス、短期入所、
共同生活介護等
　

¥445,819,000 A 現状維持
障害のある人が地域で安心した暮らしを営むことができ
るよう、在宅生活を支える各種サービスの充実が必要
（国制度）。

４９ 1335Ab1 家庭福祉課 地域生活支援事業費

障がい者（児）が有する能
力及び適正に応じ、自立
した日常生活を営むこと

知的障害者職親制度・・・企業が市に登録し、知的
障がい者を預かり、その社会への自立に必要な訓
練指導を行う制度。
地域活動支援センター機能強化事業・・・知的障が
い者が通所しながら創作的活動や生産活動を行い ¥10,431,000 A 現状維持

就労に必要な知識、能力の向上を図るための取組みを
推進する（国制度）。

４９ 1335Ab1 家庭福祉課 地域生活支援事業費
した日常生活を営むこと
ができるよう支援する。

い者が通所しながら創作的活動や生産活動を行い
地域生活を支援している団体への強化事業。
日中一時支援・・・障害者に活動の場を提供し、社
会適応するため日常的な訓練等を行う事業への支
援。

¥10,431,000 A 現状維持
推進する（国制度）。

５０ 1340Aa1 介護福祉課
地域介護予防活動支援事
業

介護予防に関するボラン
ティア等の育成・研修、地
域組織活動の育成・支援

家族介護者教室　１８回　延べ２５１人参加
家族介護者講演会　１回　１４３人参加
地域介護予防活動支援事業(リーダー育成）２回　９
４名参加
介護予防教室補助事業　補助金交付団体　17地区
（介護家族リフレッシュ事業は22年度から社会福祉
協議会が独自で実施）

¥2,140,000 B 現状維持

高齢化がすすみ、介護が必要な高齢者が増加している
中で、介護に関する知識や技術について学ぶ機会や高
齢者自身が介護予防について関心を持ち取り組みして
いくことができるよう、介護予防事業を推進することが重
要である。

特定高齢者把握事業において、把握・決定された
特定高齢者で介護予防に取組む者に対し、介護予 介護が必要な状態に陥らないよう、介護予防の意識を

５１ 1340Ba1 介護福祉課
介護予防ケアマネジメント
事業

介護予防事業におけるケ
アプランの適切な策定・
評価

特定高齢者で介護予防に取組む者に対し、介護予
防のケアﾌﾟﾗﾝを作成し、要介護状態にならないよう
支援した。（22年8月より、特定高齢者の名称が二
次予防事業となり、候補者の選定方法が簡略化さ
れた。）
2２年度ケアﾌﾟﾗﾝ作成件数；３６件

¥16,273,000 B 現状維持

介護が必要な状態に陥らないよう、介護予防の意識を
高め事業を推進していくことは重要である。虚弱な状態
にある二次予防事業対象者の把握に努め、介護予防
の動機づけや介護予防事業へ参加を促し、効果的に事
業が実施できるよう体制を整える必要がある。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

５２ 1340Bb1 介護福祉課
地域密着型介護保険施設
整備事業

介護保険事業計画に基
づく施設整備

【国庫補助金】
　「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金事
業」を活用し
①小規模特別養護老人ホーム　（１施設：２０床）
②認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ　（２施設：９床、１８床）
③小規模多機能型居宅介護施設　（１施設：２５人）
を整備した。

¥622,000 B 現状維持 引き続き介護保険事業計画に沿って事業を推進する。

特定高齢者と決定され介護予防に取り組む意向の
あった者に対し下記の教室実施した。

５３ 1340Bc1 介護福祉課 介護予防特定高齢者事業

生活機能評価による特定
高齢者の把握、通所形式
での「運動器の機能向
上」「口腔機能向上」「栄
養改善」教室の実施

あった者に対し下記の教室実施した。
・運動器の機能向上プログラム　直営　６回・延７０
人，　委託　１１回・延８６人
・口腔機能の向上プログラム４回・延３０人
21年度教室修了者に対しクラブ化させ継続支援を
実施（・脳いきいき回想法教室　９回　延５３人，・か
らだぴんぴん倶楽部　２２回　延１３２人）

¥8,492,000 B 現状維持

高齢期からの生活機能の低下を早期に把握し、介護が
必要な状態にならないよう、早期に介護予防をしていく
ことが重要である。通所型介護予防プログラム内容の
充実やプログラム修了後も継続して取り組みできるよう
な体制づくりが必要である。

５４ 1340Bc2 介護福祉課 介護予防一般高齢者事業
介護予防教室の実施、介
護予防に関する知識の普
及

介護予防教室；
・在宅介護支援センター委託分＝１１地区　１２６
回・延１,７６６人参加
・自主活動分＝1７地区　２7７回・延３,６１３人参加
・介護福祉課　(いきいきディセンター実施分）=１８
回・延４５９人
介護予防講演会；２８６人参加
＊自主活動地区には補助金を交付し活動を支援し

¥7,741,000 A 現状維持

多くの高齢者がより身近なところで、元気なうちから介
護予防に取り組みすることができるよう支援することで、
知識の普及啓発だけでなく、地域ぐるみで介護予防に
取り組むことにつながり、今後も継続実施することが必
要である。

＊自主活動地区には補助金を交付し活動を支援し
定着化、活性化を図った。

５５ 1340Bd1 介護福祉課
包括的・継続的ケアマネジ
メント支援事業

包括的・継続的なサービ
スが提供されるよう地域
の多様な社会資源の活
用、ケアマネジメント体制
の構築支援

・保健・医療・福祉のサービスを対象者に包括的・
継続的・効率的に提供できるよう地域ケア会議（月
1回）、ケアマネジメント会議（月1回）を定期開催し
た。
・高齢者や介護者が身近なところで相談等ができる
よう地域包括支援センターの業務の一部を市内の
4ヶ所の在宅介護支援センターに委託し、高齢者が
自立した生活を送れるよう支援した。

¥11,286,000 A 現状維持

高齢化に伴う介護保険給付費の増加傾向は今後も続く
と想定され、地域の介護支援専門員等を支援し、多職
種・多機関と連携をとりながら、マネジメント力を高める
ような支援体制として事業を継続することが必要であ
る。

５６ 1340Ca1 介護福祉課 介護予防支援事業
要支援者に対する適切な
支援計画の作成・評価

介護認定において、要支援１・２の判定を受けた者
に対し、地域包括支援センター直営または居宅介
護支援事業所への委託により介護予防支援計画
書を作成、評価した。

¥33,046,000 B 現状維持

介護保険法に定められた業務であり、要支援と認定さ
れても、対象者の生活機能が維持・改善されるよう適切
なケアプランを作成し支援することは、自立支援や介護支援計画の作成・評価 書を作成、評価した。

平成２２年度支援計画作成件数：2,499件（直営作
成数：1,275件、委託作成数：1,224件）

なケアプランを作成し支援することは、自立支援や介護
予防につながり重要である。

５７ 1340Db1 介護福祉課 介護予防普及啓発事業
介護予防に関する基本的
知識の普及、パンフレット
等の作成・配布

・認知症サポーター養成講座を14回開催し246名の
サポーターを養成した。
・介護予防教室や講演会で認知症予防の知識の普
及啓発を行った。

¥420,000 A 現状維持

高齢者人口の増加に合わせ認知症高齢者の増加も予
測されている。認知症になっても住み慣れた地域で自
分らしい生活を送るためには、認知症を正しく理解し認
知症の人や家族を地域で支えていくことができるよう認
知症ケアを推進することが重要である。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

５８ 1340Dc1 介護福祉課
総合相談事業費（総合相
談支援・権利擁護事業）

高齢者の総合相談窓口
の開設、訪問による実態
把握、虐待防止活動

地域に住む高齢者の様々な相談に対応し、適切な
機関や制度、サービスと連携し継続的に支援した。

¥8,152,000 B 現状維持

　高齢者が住みなれた地域で安心して自分らしい生活
ができるよう、権利擁護の視点に基づき、相談活動を継
続し、地域における適切なサービス、制度の活用など関
係機関と連携し支援していくことが必要である。

５９ 1341Cb1 介護福祉課
老人福祉費（軽度生活援
助事業委託料）

虚弱な一人暮らし高齢者
に対し除雪等軽微な日常
生活の援助をする

継続実施（利用希望者は多かったが、降雪が少なく
利用が少なかった。）

¥596,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

事業の性質上、実施主体のシルバー人材センターの受
注能力等により実績は変動するが、必要性が高いので
拡大方向で検討したい。

６０ 1341Cb3 介護福祉課 老人福祉費（長寿祝金）
長寿の高齢者に対し祝い
金を支給する

７０歳及び７７歳以上の方に１万円、７１歳から７６
歳の方に５千を支給した

¥53,248,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

全国的に高齢化が進む中、当市の財政状況に合わせ
た見直しは必要と考えられる。一方で、財源を現在の社
会福祉に充当するなど、方策を検討する。

６１ 1341Cb5 介護福祉課
老人福祉費（高齢者いきい
きパス券購入費補助金）

70歳以上の高齢者1ヶ月
3000円のバス代助成し、
社会参加促進を促進する

実施主体を三沢市社会福祉協議会に変更して実
施

¥1,794,000 A 現状維持
交通弱者である高齢者への対策としての事業であるこ
とから、当面は現状維持とする。

６２ 1341Cb8 介護福祉課
老人福祉費（在宅寝たきり
老人等扶助費）

在宅で介護度４・５の者に
対し紙おむつを無料で支
給する

在宅の要介護４・５等の寝たきり者に対し、介護用
品（紙おむつや衛生材料等）のメニューから月5,000
円分を選択してもらい、2か月分を委託業者が申請
者宅に配達する。

¥9,619,000 A 現状維持
介護に必要な用品の一部を現物支給することは、介護
家族の経済的負担の軽減を図ることに繋がり重要であ
る。

６３ 1341Da1 介護福祉課
老人福祉費（老人クラブ補

会員の教養向上、健康増
進、地域との交流促進を

各老人クラブの奉仕活動、生きがい活動等の費用
¥2,026,000 A 現状維持

老人クラブの社会貢献、生きがい活動、健康増進の活
６３ 1341Da1 介護福祉課

老人福祉費（老人クラブ補
助金）

進、地域との交流促進を
目的とし補助金交付

各老人クラブの奉仕活動、生きがい活動等の費用
を助成する。４０クラブに助成

¥2,026,000 A 現状維持
老人クラブの社会貢献、生きがい活動、健康増進の活
動助成は、事業の有効性が高いため現状維持。

６４ 1341Da2 介護福祉課
老人福祉費（老人クラブ連
合会補助金）

単位クラブの連絡調整、
育成指導、指導者の育成
を目的とし補助金交付

自前の事務局で、活動しており、活動状況に問題
はない

¥934,000 A 現状維持 自主運営しており、事業効果は十分である

６５ 1341Da3 介護福祉課
老人福祉費（高齢者生き
がいづくり推進事業費補助
金）

高齢者が事件事故に遭
わないよう研修会を実施

芸能発表会・交通安全・防犯大会の開催 ¥654,000 A 現状維持
高齢者の安心・安全な生活を守るという観点から、事業
継続とする

６６ 1341Da4 介護福祉課
老人福祉費（高齢者いこい
の家運営費補助金）

商店街の空き店舗を利用
し高齢者が気軽に利用で
きる場所を提供する

いこいの家運営費補助金を交付したが、市立三沢
病院移転とコミュニティバスの運行による影響で利
用者が減少しており、福祉施設としては存続する必
要性が薄れた

¥1,210,000 D
見直し（予算を

伴わない）

福祉施設としては、初期の目的を終えたと判断して事業
廃止とするが、商店会の利便施設や中心商店街活性化
施設として移管（転用）を検討する。

要性が薄れた

６７ 1342Cb9 介護福祉課 デイセンター運営費
自立している高齢者に対
しセンター内において各
種サービスを提供

行政経営会議の拡充の意見により、利用定員を４
名増として実施し、利用者も増加している（震災の
影響で１６日間休業した影響を考慮すると３００名
は加算できた）

¥23,483,000 A 現状維持
Ｈ２２年度より利用定員を拡大した。高齢者の介護予
防、生きがい対策等の事業として高い評価があり、今後
も充実したサービスを継続する。

６８ 1343Cb4 介護福祉課 敬老会関係経費
70歳以上の高齢者を公
会堂に招待し会を開催す
る

継続して実施 ¥10,921,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））
高齢化により、年々対象者が増加していることから、事
業内容の見直しを検討する必要がある。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

６９ 1345Cb10 観光物産課 老人福祉センター管理費
老人の福祉サービスと健
康相談

指定管理者において、営業時間の拡大など各種自
主事業の実施により、利用者増に努めた。
利用者数は218,659人。うち65歳以上の無料利用
者100,958人。
全利用者に占める無料利用者の割合は約４６％
で、人数は前年度比7％減。

¥35,461,000 B 現状維持

これまで同様、指定管理者である自治振興公社と連携
を図りながら、利便性の向上、利用者増等に努める。
なお、指定期間の更新時期に併せ、受益者負担の適正
化について継続して検討していく。

７０ 1350Ab1 家庭福祉課
児童福祉総務費（ひとり親
家庭等医療費）

ひとり親家庭等に対し医
療費の一部負担金相当
額を助成

ひとり親家庭等の父又は母及び児童の医療の負担
軽減のため、県ひとり親家庭等医療費助成事業に
基づき実施した。

¥32,238,000 A 現状維持 ひとり親家庭に対する経済的支援（県補助）。

家庭児童相談室設置費
母子家庭等の子に対す

近年の厳しい経済状況の中、母子家庭の母や寡婦
は、生計を支えるための十分な収入を得ることが、

７１ 1350Aｃ1 家庭福祉課
家庭児童相談室設置費
（母子自立支援員報酬）

母子家庭等の子に対す
る、就学支度資金及び修
学資金等の貸付事務

は、生計を支えるための十分な収入を得ることが、
困難な状況にある場合が多いことから県が貸付事
業を実施している。三沢市はその受付事務を行っ
た。

¥1,682,000 A 現状維持 母子家庭に対する経済的支援。

７２ 1350Ad1 家庭福祉課
三沢市母子寡婦福祉連合
会補助金

母子寡婦等の生活の安
定に向けた取り組みを行
う活動を支援

学習・交流会を開催することにより、母子家庭及び
寡婦の福祉向上と生活の安定並びに会の活性化
を図った。

¥189,000 B 現状維持

母子家庭の母及び寡婦に対する就業の支援、生活の
安定を図るため､研修会や交流会を開催し、日頃から情
報の交換を行い、母子寡婦福祉連合会の活性化を図
る。

７３ 1350Ba1 家庭福祉課
家庭児童相談室設置費
（母子自立支援員報酬）
（再掲）

母子家庭等に対して、職
業能力の向上や求職活
動の情報提供等の相談・
支援

子育てや母子関係に関する問題、児童扶養手当の
受給やひとり親医療費などの経済上の問題などに
関する相談に応じた。

¥1,682,000 A 現状維持

母子自立支援員は、子育て、生活支援策、就業支援
策、養育費の確保策、経済的な支援策などを総合し、
個々の母子家庭の状況に応じ、地域における支援策を
効果的に組み合わせ、母子家庭の母の自立に向けた
支援を行う。

７４ 1350Bb1 家庭福祉課 保育所入所決定事務

ひとり親家庭の父や母が
就職や求職活動を十分に
行うことができるようにす

保育所入所優先配点表において、ひとり親家庭の
特別加算を設けて優先し、ひとり親家庭の福祉の ¥154,000 A 現状維持

ひとり親家庭の父や母が就職や求職活動を十分に行う
ことができるようにするため、ひとり親家庭の就労状況

７４ 1350Bb1 家庭福祉課 保育所入所決定事務 行うことができるようにす
るため、保育に入所する
際の選考を優先

特別加算を設けて優先し、ひとり親家庭の福祉の
増進を図った。

¥154,000 A 現状維持
ことができるようにするため、ひとり親家庭の就労状況
の把握に努め、保育所に入所する際の選考の優先を図
る。

７５ 1351Aa1 家庭福祉課 児童扶養手当費（再掲）

父または母と生計を同じく
していない18歳までの児
童の父または母、あるい
は養育者に支給

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図るた
めに、国の制度に基づき児童扶養手当を支給し
た。法改正により、今年度8月より、父子家庭に対し
ても児童扶養手当を支給した。

¥274,764,000 A 現状維持 ひとり親家庭に対する経済的支援（国制度）。

７６ 1410Aa1 国保年金課 特定健康診査事業費 パンフレット配布

これまで健診の実施日等の案内、制度周知のため
のパンフレット送付だけであったが、市内２医療機
関での個別健診を開始する上で必要な受診券を案
内とあわせて行ったことにより、健診の周知が図ら
れるとともに、関心が高まった。

¥1,012,000 A 現状維持

生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために健診
を実施することは、将来的には医療費の抑制につなが
り、健全な国保事業運営が図られるため、制度の周知
を行うことは必要である。

平成２３年２月～３月に三沢中央病院・三沢市立三 生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために人間
７７ 1410Ab1 国保年金課

保健事業費(人間ドック事
業、脳ドック事業)

人間ドック１００名、脳ドッ
ク１５０名の実施を行う

平成２３年２月～３月に三沢中央病院・三沢市立三
沢病院に委託し実施した。
人間ドック　３８名　　脳ドック　　６１名

¥1,344,000 A 現状維持
生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために人間
ドックを実施することは、将来的には医療費の抑制につ
ながり、健全な国保事業運営が図られる。

７８ 1410Ac1 国保年金課
特定健康診査等事業費
(特定健康診査・特定保健
事業)(再掲)

特定健診、特定保健指導
を行う

特定健康診査受診者　１，３３４名 ¥14,088,000 C 現状維持
生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために健診
を実施することは、将来的には医療費の抑制につなが
り、健全な国保事業運営が図られる。

７９ 1410Ba1 国保年金課 納税相談推進事業
徴収率向上のための計
画策定

収納窓口の時間延長、口座振替の促進、夜間徴
収、差押物件のインターネット公売、電話催告、クレ
ジット収納

¥0 A 現状維持
税収を確保するため、納税相談の徹底や口座振替及び
夜間徴収の推進を図る。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

８０ 1420Aa1 介護福祉課
老人福祉費（高齢者保健
福祉計画・介護保険事業
計画策定業務委託料）

保健・医療・福祉全般に
わたる高齢者施策の総合
的な計画の策定

第４期高齢者福祉計画・介護保険事業計画に沿っ
て事業を実施した。

¥932,000 A 現状維持
引き続き第5期介護保険事業計画に沿って事業を推進
する。

８１ 1420Ba1 介護福祉課
介護給付等費用適正化事
業

介護保険事業計画によ
り、適正な介護保険の運
営を図る

県内１０市中４市が実施した結果
　　　①費用対効果が疑問視される、市民が混乱
　　　②抑制効果がなく労力の無駄
　　　③給付費の抑制に効果なし
　以上のことから、体制確立については継続して検
討する。【県内保険者実施率：約40%】

¥62,000 C 現状維持
実施している他市町村と情報交換しながら引き続き検
討する。

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を送れるよ

８２ 1420Bb1 介護福祉課
介護給付等費用適正化事
業（再掲）

ケアマネジメント会議を随
時開催する

月1回ケアマネジメント会議を開催し事例検討や介
護保険に係る学習を実施

¥3,750,000 B 現状維持

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を送れるよ
う保健・医療・福祉・介護の関係職種が連携し、包括的・
継続的に支援するために必要な事業である。さらに関
係会議を通じて情報共有、意見交換等を行いマネジメ
ント力を高める場を増やしていきたい。

８３ 1420Bc1 介護福祉課
介護給付等費用適正化事
業（再掲）

市職員による認定調査の
拡大、研修会・情報交換
会を随時開催する

新規申請、区分変更申請の介護認定調査について
は市直営で実施した。
調査員研修等にも積極的に参加している。

¥3,729,000 A 現状維持
平成２３年度から介護認定調査員が２名増員となったこ
とから新規申請・区分変更に加え更新申請の調査数も
増やし認定調査の公平性に努める。

８４ 1420Bd1 介護福祉課
介護給付等費用適正化事
業（再掲）

介護サービス事業者への
指導・監査を実施する

地域密着型サービス事業所に対して指導を実施し
ました。

¥124,000 A 現状維持

適正な運営と円滑な事業経営が確保されることによ
り、、施設の利用者への質の高い安定した福祉サービ
スを確保することができることから、指導・監査を継続し
て実施する。

８５ 1420Be1 介護福祉課
介護給付等費用適正化事
業（再掲）

介護サービス利用者苦
情・相談等の窓口の強化
を図る

・介護保険制度の説明パンフレット作成『介護保険
の手引き』
・三沢市ホームページの随時更新
・介護サービス相談窓口の充実

¥62,000 B 現状維持
今後も利用者の相談・苦情等に迅速に対応し、早期解
決を図るとともに、寄せられた情報をサービス事業者連
絡会義等で共有し介護保険事業の適正運営を図る。

８６ 2110Ab1 環境衛生課
「仏沼保全活用協議会補
助金」活用事業

仏沼保全活用協議会で｢
仏沼保全活用基本構想」
を策定、水管理、火入れ
方法の検討

三沢市仏沼保全活用協議会への補助金
（三沢市仏沼保全活用協議会において、仏沼の水
管理、火入れ方法の検討などを行う。）

¥3,355,000 A 現状維持

三沢市仏沼保全活用協議会は、仏沼の保全活用につ
いて国や県及び関係団体等から幅広く意見を徴し、仏
沼の保全や活用を協議する機関として必要なことから、
事業を継続する。

８７ 2110Ba1 環境衛生課
仏沼保全活用協議会補助
金等

自然環境及び景観の保
全並びに安全・安心な快
適利用を図るため清掃活

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合、米軍等による漁港及び海岸清掃
・ＮＰＯ法人おおせっからんど、国土交通省、三沢

¥3,000 A 現状維持
各種団体等による清掃活動により、環境美化や景観の
保全に寄与しているため、事業を継続する。金等 適利用を図るため清掃活

動
・ＮＰＯ法人おおせっからんど、国土交通省、三沢
市が共催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

保全に寄与しているため、事業を継続する。

８８ 2110Bb1 環境衛生課 環境美化活動事業
海岸、小川原湖畔，仏沼
周辺等の景観保全活動

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合、米軍等による漁港及び海岸清掃
・ＮＰＯ法人おおせっからんど、国土交通省、三沢
市が共催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

¥3,000 A 現状維持
各種団体等による清掃活動により、環境美化や景観の
保全に寄与しているため、事業を継続する。

８９ 2110Bc1 環境衛生課
仏沼保全活用協議会補助
金等

潤いのある水循環を保全
し、快適な環境の形成

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合、米軍等による漁港及び海岸清掃
・ＮＰＯ法人おおせっからんど、国土交通省、三沢
市が共催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

¥3,000 A 現状維持
各種ｔ団体等による清掃活動により、環境美化や景観の
保全に寄与しているため、事業を継続する。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

９０ 2121Aa1 環境衛生課 仏沼の保護及び監視事業
仏沼の巡回監視、来訪者
への案内、環境パトロー
ルカーの購入

仏沼の巡回監視及び来訪者への案内 ¥1,920,000 A 現状維持
自然保護監視員（非常勤職員）は、仏沼の管理や来訪
者に対する対応及び不法投棄の監視などを行うため、
継続して配置する。

９１ 2210Aa1 環境衛生課
家庭系ごみ有料化検討事
務

家庭系ごみ有料化の検
討

現在、三沢市のごみは全体的に減少傾向にあるた
め、有料化導入は現在の経済状況低迷による家計
の圧迫も考えられることから、これらのことも含め検
討してきた。

¥746,000 A 現状維持 今後も、引続き慎重に検討していく。

９２ 2210Ab1 環境衛生課
塵芥処理費（事業系ごみ
有料化）

引き続き事業系ごみ有料
化を実施

事業系ごみの有料化の継続により処理原価にあっ
た適正な処理手数料の負担を求め、ごみ排出量の
抑制、及びリサイクルの取組みを促した。

¥9,036,000 A 現状維持
今後とも、事業系ごみの有料実施の動向を見守ってい
く。

抑制、及びリサイクルの取組みを促した。

９３ 2210Ac1 環境衛生課
市民・事業者への広報活
動事務

広報みさわ・マックテレビ
などを通じて、ごみの減
量化の啓発をする

平成２２年度においても、カセットボンベ缶やスプ
レー缶によるものと思われる火災が発生したため、
マックテレビや広報紙による分別収集の徹底や使
い切ってから出すよう啓発した。

¥31,000 A
見直し（予算を

伴わない）
引続き、広報紙などを活用し啓発を促すことを増やして
いく。

９４ 2210Ad1 環境衛生課 環境教育への支援
市内小中学校と連携を図
り、児童・生徒への環境
学習を支援する

小学校社会科学習の一環とし施設見学会（３１９
人）を実施した。

¥155,000 A 現状維持
リサイクルへの取り組みなど児童、生徒のうちから環境
問題について理解を深められるよう出来る限り支援して
いく。

９５ 2210Ba1 環境衛生課 家庭系ごみ発生抑制事務

広報みさわ・マックテレビ
を通じて、家庭から排出さ
れるごみの発生抑制を促
す

家庭系ごみの多くは生鮮食品などのトレイであり、
売り手側の減包装についての意識も促しつつ、広
報みさわ等で啓発を図る。

¥248,000 A 現状維持
引続き、広報紙などを活用し家庭ごみ排出の抑制を促
していく。

９６ 2210Bb1 環境衛生課 事業系ごみ発生抑制事務
事業系ごみ有料化を継続
し、ごみの排出抑制を促
す

広報みさわによる、ごみの減量化及び天然資源の
節約について周知した。

¥77,000 A 現状維持
引続き、広報紙などを活用し事業ごみ排出の抑制を促
していく。

９７ 2210Bc1 環境衛生課 自己処理責任の推進事務
事業者に対し、チラシなど
で適正排出を促す

平成１８年度からの事業系ごみの有料化が始まり、
事業者への周知は浸透してきたため排出量を記録
し、その推移を見守った。

¥78,000 A
見直し（予算を

伴わない）

「ごみは自己処理責任で」という周知は、ごみの減量
化、家庭系ごみへの混入防止にもつながることからチラ
シ等を配付し啓発することを増やしていく。

９８ 2210Ca1 環境衛生課
市民へのリサイクル推進
事務

各種団体の会合等に出
向き、分別排出の徹底や
リサイクルの推進を図る

地域活動を通し、資源物を回収しごみの分別、リサ
イクル資源物（紙類）の回収を行う団体に対し助成
金を支出し、リサイクルに対する意識の醸成を図っ
た。また、施設見学会等を通し、リサイクルの重要
性等について周知した。

¥240,000 A
見直し（予算を

伴わない）
講座や広報紙等による周知を増やしていく。

性等について周知した。

９９ 2210Cb1 環境衛生課
事業者へのリサイクル推
進事務

事業系ごみ有料化を継続
し、リサイクルへの転換を
促す。また、事業所等へ
出向き、分別排出の徹底
やリサイクル推進を図る

平成１８年度からの事業系ごみの有料化が始まり、
事業者への周知はだいぶ浸透してきた。事業系資
源ごみの受入れは無料であるが、運搬費がかかる
ことからリサイクル業者へ直接引渡しているものと
思われ、資源ごみとしての排出量を記録しその推
移を見守ってきた。しかしながら、資源ごみは直接
リサイクル業者へ出されているものもあり、目標値
設定は困難である。

¥481,000 A 現状維持
リサイクルの推進は分別の徹底にもつながり、また処理
費用の軽減にもつながることから現状を見守っていく。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１００ 2210Da1 環境衛生課 環境美化の推進事務
各種団体が行う清掃活動
への協力

連合町内会が中心に年２回クリーン大作戦や、東
部地区町内会などによる海岸線清掃活動などによ
り不法投棄の撤去や清掃活動により市内の環境美
化に貢献された。また、奉仕活動に対しては、ごみ
の処分を無料で受入れる体制をとっている。

¥1,349,000 A 現状維持
清掃活動は直接的に有効であることと、その活動が報
道されることにより、活動へ参加しない人たちへのア
ピールが出来るので有効であり動向を見守る。

１０１ 2210db1 環境衛生課 ごみ問題への啓発事務

市民一人ひとりが、ごみ
問題への意識向上を図る
ため、チラシなどで啓発
する

広報みさわに、ごみ減量の啓発記事の掲載をし
た。また、連合町内会によるクリーン大作戦の支援
を行い市民が環境美化への意識向上やごみ減量
化への啓発に努めた。

¥264,000 A
見直し（予算を

伴わない）
広報みさわ・マックテレビでの啓発活動を増やしていく。

環境美化支援事業（三沢 し尿・浄化槽汚泥による
１０２ 2220Ab1 環境衛生課

環境美化支援事業（三沢
地区衛生センターからの
汚泥を活用）

し尿・浄化槽汚泥による
堆肥化（家庭菜園用肥料
として配布）

・堆肥化用脱水汚泥処理排出量　128,640㎏
・堆肥　1,800㎏を配布。

¥62,000 A 現状維持
衛生に関する市民への啓発のため、継続して実施す
る。

１０３ 2220Ac2 都市整備課 公園環境整備業務委託
三沢公園緑化公社と地域
住民が一体で、公園維持
管理活動を推進する。

公園６３ヶ所の環境整備を実施。３７団体が公園維
持管理活動に参加。
公園遊具の日常点検及び桜等の剪定を実施。
道路花壇の花植えの実施、伐採した枝木のリサイ
クルを実施した。

¥47,144,000 A 現状維持

市民の憩いの場である公園、街路の維持管理であるた
め、必要不可欠である。
今後も、市民ニーズを踏まえた維持管理を推進してい
かなければならない。

１０４ 2220Ba1 環境衛生課
「三沢市地球温暖化防止
実行計画」の策定事業

地球温暖化の防止につ
いての三沢市の取り組み
を定めた実施計画の策定

「三沢市地球温暖化防止実行計画」（エコオフィスプ
ラン）により、クールビズ、自家用車通勤の自粛及
びノー残業デーの実施。

¥0 B 現状維持
地球温暖化防止のため、今後もエコオフィスプランを継
続して実施する。

太陽光発電・自然再生エ
家畜糞尿並びに生ごみ等のリサイクルを通じて循

１０５ 2220Bb1 環境衛生課
省エネルギー普及啓発事
業

太陽光発電・自然再生エ
ネルギーの情報収集及
び検討

家畜糞尿並びに生ごみ等のリサイクルを通じて循
環型社会の取り組みを進めている岩手県雫石町の
バイオマス施設「雫石アグリリサイクルセンター」を
視察研修した。

¥157,000 B 現状維持
市民に対し省エネルギーの普及啓発のため、事業を継
続する。

１０６ 2223Ad1 環境衛生課
犬等の適正管理及び愛護
啓発事業

狂犬病予防注射の推進・
しつけ教室の開催等

・春（5月）と秋（10月）の年2回、狂犬病予防接種を
実施。（接種頭数：　1,796匹、　接種率：　71.20％）
・犬のしつけ教室をふるさとはまなす公園にて開
催。（参加頭数：　12匹）

¥1,764,000 A 現状維持

狂犬病予防法により狂犬病予防接種を毎年受けなけれ
ばならないこととなっていることから、接種率向上のため
集団接種を継続して行う。
また、犬のフンや鳴き声などの苦情があることから、マ
ナー向上に対する事業を継続する。

１０７ 2230Ag1 基地渉外課
基地対策費（航空機騒音
測定調査）

航空機騒音測定器により
騒音測定及び分析を行う

市内５ヶ所（淋代平、根井、花園町、浜三沢、駒沢）
に設置した常時騒音測定器にて、航空機騒音の測
定を実施した

¥1,553,000 A 現状維持
騒音実態の把握のために、客観的なデータを収集する
必要があり、今後とも継続的かつ効率的に事業を実施
していく必要があるため。

１０８ 2231Aa1 環境衛生課
公害等環境対策事業（悪
臭監視調査委託料）

公害防止協定事業所から
の排水調査・悪臭調査
年2回　7事業所

公害防止協定事業所　５社７事業所（大規模畜産
事業所）を対象に、年２回悪臭監視調査を実施。

¥3,053,000 A 現状維持
公害防止協定に基づく監視調査であることから継続して
行っていく。

１０９ 2231Ab1 環境衛生課
公害等環境対策事業(公
共用水域汚濁調査委託
料)

河川の水質分析年2回
古間木川・三沢川ほか

・公共用水域等汚濁調査。（古間木川、三沢川、淋
代川、細谷川、六川目川、織笠川、農業用かんが
い排水、基地排水）
・低湿調査。（古間木川、三沢川、淋代川）

¥1,781,000 A 現状維持
市内の主な河川の水質汚濁状況を把握するため必要
であることから、引き続き調査を行っていく。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１１０ 2231Ac1 環境衛生課
公害等環境対策事業(地
下水水質調査)

地下水を利用している施
設の水質調査　市内5ヶ
所　市役所ほか

地下水を利用している施設（市役所、古間木小、上
久保小、堀口中）の井戸水を調査。

¥182,000 A 現状維持
地下水の汚染状況を把握するために必要な業務である
ことから継続して調査を行っていく。

１１１ 2231Af1 環境衛生課
公害等環境対策事業(水
生生物調査：小田内川）

水生生物の種類・生息状
況・河川の水質調査

小田内沼から小川原湖へ注いでいる小田内川の
水生生物生息調査の実施。
（生息水生生物　：　イサザアミ、イソコツブムシ、ド
ブガイ）

¥66,000 A 現状維持
自然環境の変化を確認するために必要なことから、調
査を継続して行う。

「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛省等
へ要望
青森県基地関係県市町村連絡協議会が実施する
「基地周辺対策に関する要望」を通じ東北防衛局へ

１１２ 2310Aa1 基地渉外課 防音工事助成事業
対象施設の拡大、施工基
準の改善を国に要望

「基地周辺対策に関する要望」を通じ東北防衛局へ
要望
防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防衛施
設周辺整備対策に関する個別要望」の中で防衛省
へ要望

¥0 A 現状維持
工事の実施主体は国であり、要望を通じて工事内容等
の改善を求めることは重要であるため。

１１３ 2310Ac1 基地渉外課 移転跡地の有効利用
移転跡地の整備と無償使
用許可に係る規制緩和の
国への要望・提案

「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛省等
へ要望
防衛施設周辺整備整備全国協議会が実施する「防
衛施設周辺整備対策に関する個別要望」の中で防
衛省へ要望

¥311,000 A 現状維持
許可対象が地方自治体に限定されているため、市が規
制緩和を求めなければならないため。

１１４ 2411Ba1 生活安全課
交通防犯対策費（安協補
助金・母の会活動費補助

安全協会、交通安全母の
会による街頭指導・交通

　市民・運転者への交通安全の呼びかけ、また交
通安全教室等の開催により、子ども・高齢者が安全
に行動できる習慣や交通規制についての指導を行
ない交通安全対策に努めている。平成２２年度から

¥2,407,000 A 現状維持
今後も市民の交通安全意識の向上を図り、交通事故防
止に向けた適切な交通安全対策を推進する。また、「交

金） 安全教室等開催
ない交通安全対策に努めている。平成２２年度から
三沢交通安全協会青年部補助金（50,000円）を廃
止した。

A
通死亡事故皆無607日」の記録更新を目指す。

１１５ 2411Bb1 生活安全課
交通防犯対策費（交通整
理員設置費補助金）

通学児童の交通安全指
導　交通安全指導員(PTA
等)の養成講習会開催

　交通整理員による通学児童・生徒の交通安全指
導及び交通安全指導員（ＰＴＡ等）への交通安全指
導員講習会の開催した。また、交通整理員の配置
場所（さつきヶ丘団地）に信号機が設置されたため
交通整理員を廃止した。

¥4,618,000 B 現状維持

交通安全整理員が通学児童・生徒に対し、交通安全指
導を行い交通事故防止に努めている。平成21年度に交
通整理員配置の見直し4人から3人体制で行っている
が、今後、交通量・歩行者数等を考慮して、効率的な交
通安全整理員の配置を行い交通安全対策を推進する。

１１６ 2412Aa1 生活安全課 交通安全施設整備事業
カーブミラー・区画線・標
識等の整備

区画線（中央線・外側線）及び道路反射鏡を設置す
ることで車両の円滑な通行、交通事故防止を図っ
ている

¥6,093,000 A 現状維持
交通事故防止のため、見通しの悪い交差点等に道路反
射鏡や道路区画線等の整備を今後とも行うことで、交
通安全対策を推進する。

巡回活動・各種行事等の 地域一体ととなって関係団体と連携を図り、青少年
B

今後も、この事業を継続することにより、市民に「自分た
ちの地域は自分たちが守る」という意識の高揚を図ると

１１７ 2424Ba1 生活安全課 青少年対策費 特別巡回・有害図書の排
除活動

の非行防止・有害環境の浄化活動の推進や防犯
体制の強化充実を図る

¥7,931,000 B 現状維持
ちの地域は自分たちが守る」という意識の高揚を図ると
ともに、青少年の健全育成や防犯パトロール車を活用
した防犯体制の充実を図る。

１１８ 2430Ac1 生活安全課 消費生活窓口事業
苦情相談・担当職員によ
る適切なアドバイス。関係
機関との連携

消費者問題研修会等に参加し、相談業務担当職員
実務対応能力向上を図った。

¥1,980,000 A 現状維持

市民の消費トラブルを未然に防ぐため、消費者トラブル
に関する情報を発信していくとともに、相談者に対し適
切なアドバイスができるよう体制を整えることで市民
サービスの向上を図る。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１１９ 2431Aa1 生活安全課
消費生活対策費（東北都
市消費者行政協議会負担
金）

消費者の苦情等の円滑
な解決法の情報提供

東北都市消費者行政協議会主催の消費者トラブル
に関する研修会及び各市における消費者行政の問
題について情報交換を行った。

¥94,000 A 現状維持
複雑・多様化する現代社会での相談対応するため、各
都市と事例情報の意見交換をすることにより、相談対応
は市民サービスの向上につながる。

１２０ 2510ab1 総務課 危機管理能力の強化

総合的な災害対応力を向
上するために、危機管理
計画の策定と職員の危機
管理意識向上に必要な
訓練・検証の実施。

平成２２年７月６日、以下を目的とする職員参集訓
練を実施。
①課長補佐級以上の職員の徒歩による参集状況
及び所要時間の把握。
②被災状況・危険箇所情報等の収集及び情報集
約方法の検証。

¥316,000 A 現状維持
日ごろからの訓練を通じ、職員の危機管理意識及び危
機管理対応力の向上につながるため

訓練・検証の実施。
約方法の検証。
③職員参集メールの配信及び全職員による受信
（安否）確認状況の検証。

１２１ 2510ac1 総務課 国民保護計画の推進

三沢市国民保護計画に
基づく関係機関との連携
強化を目的とした合同訓
練の実施。

青森県・岩手県国民保護共同図上訓練における訓
練評価者として参加。

¥155,000 A 現状維持
日ごろからの訓練を通じ、職員の危機管理意識及び危
機管理対応力の向上につながるため

１２２ 2510Ba1 総務課 防災訓練の充実

自然災害に対する訓練及
び市民の防災力を高める

全市民参加型訓練は、町内会の自主的なコーディ
ネートによる訓練を実施した。ただし今年度は、市
総合防災を見学したい町内会が多かったことから、

¥326,000 A 現状維持

市全体の防災力の向上は、地域の防災力向上が不可
欠であることから、これまでと同様地域自主防災訓練を

１２２ 2510Ba1 総務課 防災訓練の充実
び市民の防災力を高める
ための町内会単位による
実践的な訓練の実施

総合防災を見学したい町内会が多かったことから、
同日ではなく、１０月～１１月に町内会で自由に設
定できるようにした結果、８９町内会、3,432名が参
加した。

¥326,000 A 現状維持
欠であることから、これまでと同様地域自主防災訓練を
実施し、さらに市防災訓練についても自主防災かかる
部分にウェートを置いた訓練を実施していく。

１２３ 2510Bb1 総務課 防災知識の普及

マックテレビ、広報みさわ
及び三沢市ＨＰ等の活用
による防災知識や情報の
提供。

気象情報、防災情報等を市民向けに防災行政無
線、防災メール、マックテレビ、HPで提供を行い、平
成２２年度は、外国人向けの配信、より防災メール
に登録しやすいよう、おサイフ携帯機能を使った機
能を付加した。
また、つがる市で行なわれた県主催の防災シンポ
ジウムに職員及び町内会長１９名が参加した。

¥47,000 A 現状維持

市全体の防災意識の向上を図るため、市民及び職員向
けの研修会等を実施し、市民及び職員一人一人が自ら
災害に対する行動ができる体制により、市全体の防災
力向上につながるため。

地域防災力の強化に必

広報広聴課主催の町内会長会議での結成促進の
呼びかけや各町内会長宛に自主防災組織の結成
依頼書の送付などを行い結成促進に取り組んだ。

東日本大震災以後、全国で防災に対する意識が以前
に増して高まっている。災害時における被害の軽減に
は、地域住民の組織的な初動活動にあり、地域の実情
をよく理解している自主防災組織が重要であることか

１２４ 2510Ca1 予防課 自主防災組織の結成促進
地域防災力の強化に必
要な自主防災組織結成
の促進。

依頼書の送付などを行い結成促進に取り組んだ。
平成２３年３月に富崎町内会、八幡町内会、越下町
内会の３町内会連合による北三沢自主防災会が結
成され、１団体増えて現在１３団体となっている。

¥1,554,000 A 現状維持
をよく理解している自主防災組織が重要であることか
ら、広報誌や町内会会長会議等で自主防災組織の必
要性及び重要性を訴え、各町内会への一層の防災意
識の高揚を図るとともに、結成への依頼文書等を発送
し町内会単位の説明会を増やし、積極的に自主防災組
織の結成を促進する。

１２５ 2510Cb1 予防課
自主防災体制の強化（自
主防災組織補助金）

火災予防週間、防災週
間、クリーン作戦等に併
せて行う市民、事業所、
地域等による自主的な訓
練の実施。

春・秋の火災予防運動期間中の防火広報活動、三
沢市総合防災訓練、各シンポジュウム等への参加
及び自主防災訓練など自主的に活動し、防災意識
の向上を図り、知識及び技術の習得に努めた。ま
た、震災時には、一人暮らし高齢者の安否確認を
重点に町内巡回の実施や炊き出し、発電機による
電源の確保等防災資機材が有効に活用された。

¥1,943,000 A 現状維持

地域住民の防災意識の高揚を図り、災害に強い街づく
りのため、三沢市総合防災訓練への参加、自主防災訓
練の実施及び研修会、講演会等への参加を通じて組織
の充実と推進を図る。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１２６ 2510Cb2 予防課
自主防災組織資機材整備
事業外

災害用資機材の整備
備蓄倉庫、消火器、スコッ
プ等防災活動用品

　平成２１年度内に自主防災会１２団体に防災資機
材の整備が完了しており、これに伴う資機材の取
扱い訓練及び自衛防災訓練を実施し、地域住民の
防災意識の高揚につながった。防災資機材の整備
については、平成２３年３月１日に自主防災会が１
団体結成されたが、自主防災組織育成事業等への
申請が平成２３年２月中に終了していたことから、
平成２２年度の防災資機材整備事業は実施してい
ない。

¥233,000 B 現状維持

防災力の強化のため、自主防災組織の結成促進を図っ
ているところであり、新たに自主防災組織が結成された
場合、防災資器材の配備が必要となることから、自主防
災組織育成事業等を活用した整備事業に取り組んでい
く。

１２７ 2510Cc1 総務課
災害時要援護者援護体制
整備事業

災害時要援護者援護体
制の整備に向けた関係
課等との協議を実施

災害時要援護者支援全体計画が完成し、個別プラ
ン作成にむけた検討を始めた。

¥777,000 A 現状維持

災害時要援護者は、災害発生時、避難、避難所対応等
で援助を必要とすることから、その援助をだれがどのよ
うにするのかをあらかじめ定めておくことで災害時の対
応の迅速化が図られるため応の迅速化が図られるため

１２８ 2520Bb1 予防課
住宅用火災警報器の普
及・設置促進事務

市民への設置促進広報、
説明会を開催し、住宅用
火災警報器の普及を図
る。

町内会長会議及び町内会総会等において住宅用
火災警報器の説明を行い、また各事業所や団体の
消防訓練及び救命講習会等で設置の呼びかけをし
た。年２回行われる火災予防運動では、住宅防火
対策を重点目標として幼少年婦人防火クラブ及び
自主防災会へ依頼し、防火広報とともに住宅用火
災警報器の設置促進の広報活動を行った。また、
三沢市防災協会、幼少年婦人防火委員会の協力
のもと、一人暮らし高齢者に対し住宅用警報器(８５
個）を無料配布した。その他、広報みさわ、ＣＡＴＶ、
設置促進旗の掲示等により、普及啓発に努めた。

¥1,554,000 A 現状維持

平成23年度は、業者に委託し住宅用火災警報器の設
置状況等の調査を行い、その結果をもとに今後未設置
の住宅に対し消防職員による設置指導を行うとともに、
関係団体と連携し広報誌掲載やリーフレットの配布を行
うなど住宅用火災警報器の早期設置の普及啓発に努
める。

１２９ 25213Ax1 管理課
（事業名変更） （事業内容変更） 　消火栓新設設置　６基

¥4,938,000 A 現状維持

　消防水利の設置については、防火水槽から消火栓
へ、その設置主体を変更し、上下水道部と連携した事

１２９ 25213Ax1 管理課
（事業名変更）
消防水利整備事業

（事業内容変更）
防火水槽・消火栓の整備

　消火栓新設設置　６基
　消火栓更新設置　１基

¥4,938,000 A 現状維持
へ、その設置主体を変更し、上下水道部と連携した事
業展開は、コストの節減等の効率性が高いことから、今
後も継続していく。

１３０ 2521Ba1 予防課
常備消防費（火災予防広
報）

火災予防看板、ポスター
等を作成、掲示し、市民
に対する防火思想の普及
啓発を図る。

各署所の防火看板の掲示、広報みさわ及びＣＡＴV
等の広報媒体を活用した防火広報を実施した。春
の火災予防運動では、防火ポスターを作成し、公共
施設及び店舗等に掲示。秋の火災予防では、幼児
の消防車写生会、消防フェスタを開催し広く市民に
防火を呼びかけた。また、幼少年婦人防火クラブ及
び自主防災会に依頼し、火災予防期間中の防火広
報を実施した。
当市の火災件数は、平成２２年１５件で平成２１年２
３件に比べ８件減少した。

¥2,633,000 A 現状維持

火災を無くするには、地道な防火意識の普及啓発活動
が必要で、市民への防火意識の普及啓発を図るため、
火災予防運動、危険物安全週間など防火運動を中心
に消防フェスタ、消防車両の写生会などのイベントの実
施、広報媒体を活用した広報活動、防火チラシや啓発
物品の配布などによる意識啓発を行う。また、消防団や
幼少年婦人防火クラブ等関係団体と連携し防火広報を
行うなど、広く市民へ訴え火災予防及び被害の軽減を
図る。

１３１ 2521Ca1 予防課
常備消防費（幼少年防火
クラブ補助金）

幼少年消防クラブにおけ
る各種防火、防災活動へ
の支援

平成２２年１１月に幼年消防クラブが１団体結成さ
れ、現在幼少年消防クラブは６団体となっている。
春秋の火災予防運動での防火活動を通して、子供
たち自ら防火に対する意識を高め、火遊びによる
火災予防につながるとともに、家族や地域住民の
防火意識の高揚が図られた。また、クラブ指導者は
各種研修会等へ参加し、防災意識を高め、防災へ
の知識と技術を習得しクラブの指導に生かした。

¥1,716,000 A 現状維持

防火には、幼少年期に防火広報の活動や高齢者施設
等への訪問などを通して防火意識の高揚を図ることが
重要であり、火遊び等の防止につながり火災の低減を
図ることができる。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１３２ 2521Cb1 予防課
常備消防費（婦人防火クラ
ブ補助金）

婦人防火クラブにおける
各種防火、防災活動への
支援

春・秋の火災予防運動期間に防火及び住宅用火災
警報器の設置を呼びかけ、防火の啓発に努めた。
また、各研修会、講習への参加、三沢市防災訓練
等の市の行事に自主的に参加し、防火防災意識を
高め、知識技術の習得に努め、地域の防火防災活
動に役立てた。

¥1,720,000 A 現状維持

火災予防運動はもとより、市防災訓練、消防出初式等
の行事に参加し、火災予防及び住宅用火災警報器の
設置促進など住宅防火の推進に努めており、また各研
修会やシンジウムに参加し、防災の知識技術を深め、
地域住民への防災意識の向上に役立てている。

救急救命士の養成及び

１３３ 2521Da1 管理課
常備消防費（救急救命士
養成）

救急救命士の養成及び
薬剤投与等の追加講習
を受講し、救急活動体制
の整備を図る。

救急救命士　　　　　　１名　　新規養成
薬剤投与追加講習　　１名　　修了
気管挿管実習　         １名　  修了

¥3,151,000 A 現状維持
　今後も、23年度から行っている薬剤投与追加講習に
複数名派遣することにより、救急救命士の資格取得の
充実強化を図る。

１３４ 2521Db1 管理課
常備消防費（普通救命講
習会）

市民に対する普通救命講
習会を開催し、救急法取
得者の拡大を図り、市民
協同の救命体制を目指
す。

　普通救命講習（3時間）　１，１２２名
　上級救命講習（8時間）　　　　２８名
　救急講習（3時間未満）　　　　９３名
　　　　　　　　   　　　　計　１，２４３名

¥2,171,000 A 現状維持
　今後も広報みさわ等を活用した広報活動を実施し、救
急講習会を通じた救急法取得の普及に努める。

１３５ 2523Ab2 管理課 消防設備整備事業
(事業内容変更）
消防隊員装備の整備

　防火衣等　３５着　更新整備 ¥9,078,000 A 現状維持
　効果的な災害活動及び隊員の安全確保を図るため、
継続的に資機材等の整備を図って行く必要がある。

１３６ 2523Ab7 管理課 消防団施設整備事業
消防団第14分団屯所移
転事業

　消防団第１４分団屯所建設用地購入
　消防団第１４分団屯所建設工事（建築・電気設
備・機械設備・ホース乾燥棟）
　旧消防団第１４分団屯所解体工事

¥26,006,000 A 事業完了 　平成22年度をもって事業完了とすろ。

１３７ 2530Aa1 総務課 防災拠点の耐震化の促進

昭和５６年に改正された
現行の耐震基準以前の
基準により建設された防
災拠点の耐震改修に必
要な耐震診断の実施の
促進

避難所について、避難所として不適切な箇所の検
証を行い、市地域防災計画に反映させた。

¥827,000 A 現状維持

各避難所は、災害発生時における災害対応の拠点とな
ることから、地震に対する建物の安全性等を確保する
必要があり、引き続き避難所を所管している担当課と協
議を進め、耐震化を進めていく必要があるため。

2530Ab1 総務課 災害対策拠点整備事業

市役所の耐震化及び自
家発電装置の整備手法

市防災拠点である市役所の耐震化及び自家発電
装置の更新等災害に強い拠点づくりについて、優

¥78,000 A 現状維持

市役所は市全体の災害活動拠点となることから、建物
の安全性の確保し、ライフラインの途絶、大規模停電が
発生した場合等であってもその機能を維持することが必１３８ 2530Ab1 総務課 災害対策拠点整備事業

家発電装置の整備手法
についての関係課による
検討

装置の更新等災害に強い拠点づくりについて、優
先順位を含めた関係課及び財政当局との協議を
行った

¥78,000 A 現状維持 発生した場合等であってもその機能を維持することが必
要であるため、庁舎管理担当課と協議を進めていく必
要があるため。

１３９ 2530Ac1 総務課 災害対策拠点整備事業
市内避難場所等における
看板設置

新地域防災計画における避難所について、検証の
結果、新たに指定がなかったことから今年度の取り
組みはなし。また、現在避難所として指定されてい
る場所にはすでに避難所表示板が設置ずみである
ことから事業完了。

¥0 A 事業完了
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１４０ 2530Ba1 総務課
全国瞬時警報システム整
備事業

防災行政無線の自動起
動化するためのシステム
の整備

全国瞬時警報システムの整備が終了した。 ¥10,118,000 A 現状維持
全国瞬時警報システムが整備されたが、今後はシステ
ムの運用、市民への周知等を行う必要があるため。

１４１ 2530Ca1 総務課 関係企業との協定締結

関係企業と、災害時にお
ける応急生活物資の安定
供給、物資の配分及び食
料の配送等に関する協定
の締結の促進

東北電力㈱、東北地方整備局と災害時における協
定を締結した。

¥311,000 A 現状維持

災害発生時に備え、各防災関係機関、ライフライン関係
機関、物資関係機関との間で協定を締結し、災害活動
及び救助活動、避難活動等に支障がでないよう体制を
強化する必要があるため。

１４２ 2530Cb1 総務課 防災施設の整備

車載型防災行政無線の
適正な配置及び非常電
源確保のための発動発

停電時に備えた発動発電機の設置等について、
リース会社との協定中で対応することとしていた
が、東北地方太平洋沖地震を教訓にリース対応の

¥746,000 A 現状維持
東日本大震災の経験から、大規模停電発生時における
災害対策本部機能、避難所対応等で支障が出ないよう2530Cb1 総務課 防災施設の整備 源確保のための発動発

電機の適正な配置の検
討

が、東北地方太平洋沖地震を教訓にリース対応の
見直しを検討した。

¥746,000 A 現状維持 災害対策本部機能、避難所対応等で支障が出ないよう
発電機の確保にむけた対応が必要であるため

１４３ 2530Xx1 土木課 河川総務費

河川及び海岸に関する各
協議会等の参加。
河川の維持管理。（高瀬
川流域改修促進期成同
盟会負担金など）

河川及び海岸に関する各協議会等への参加によ
り、関係機関との情報交換、事業促進活動等が図
られた。
当市の管理する河川の維持管理及び国、県等の
管理する河川海岸の維持管理が図られた。

¥341,000 A 現状維持

　内部評価において事業の必要性、有効性について
は、一定の評価を頂いているところであり、引き続き協
議会などに参画することにより必要な情報収集や要望
活動を進めることとする。また、会費の適正化等につい
ては繰越金などの状況を継続して注視してゆくこととす
る。

１４４ 2530Xx2 土木課 三沢川整備事業 実施設計、改修工事

支障移転補償1事業者
用地測量調査一式
全体計画及び実施設計修正設計一式
改修工事　護岸工,右岸L=500.4m,左岸L=499.6m

¥144,527,000 A 現状維持
市民の民生安定上重要度の高い事業であり、必要性・
有効性・効率性について高い評価を得ている。

急傾斜崩壊危険区域に
本町地区急傾斜地の修繕に係る工事（負担金：事

１４５ 2530Xx3 都市整備課 急傾斜地崩壊対策事業
おいて、防止施設を整備
し土砂災害等から人命、
財産を守る。

本町地区急傾斜地の修繕に係る工事（負担金：事
業費の20％）
事業費20,000千円×0.2＝4,000千円

¥4,311,000 A 現状維持
急傾斜地の崩壊による市民の人命・財産を守るため、
今後も崩壊危険箇所を整備していく必要がある。

１４６ 3110Ac1 国際交流課
ウェナッチバレー大学留学
支援事業

ウェナッチバレー大学に
関する情報提供

ウェナッチバレー大学に関する情報収集を行い、国
際交流教育センター内に資料の設置及び広報みさ
わやケーブルテレビを利用した情報提供を実施し
た。

¥39,000 B 現状維持
留学を目指す人にとっては必要な情報源の一つである
ことから、今後においてもウェナッチバレー大学に関す
る情報を収集し、継続して情報を発信して行きたい。

１４７ 3110Bb1 国際交流課 国際交流団体の支援事業
みさわ国際交流協会等の
実施事業支援

国際交流教育センターで開催される語学講座やイ
ベント等に多くの市民が参加した。市としては、会場
の提供、並びに職員による協力支援を行った。

¥526,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

現在、みさわ国際交流協会は英会話講座を３講座実施
しており、市民から大変好評を得ている状況である。今
後は、市で主催している中国語講座、韓国語講座、及
び外国人への日本語講座を国際交流協会に移行し、協
会が実施する外国語講座の領域を拡大させたい。ま
た、語学講座の外、当市特有のバーベキュー国際交流
イベントにも60人以上の参加者が見受けられ、特に子イベントにも60人以上の参加者が見受けられ、特に子
連れによる親子の参加意欲が高いことから、今後にお
いても拡大方向で見直しを図っていきたい。

１４８ 3110Bc1 国際交流課 国際交流の情報発信事業

国際交流教育センター及
びホームページを活用し
た国際交流事業に関する
情報発信

国際交流イベントに関するポスター、パンフレットの
設置、ホームページや広報誌への情報提供を行っ
た。

¥1,456,000 B 現状維持

語学講座を始め、イベントやサークルを紹介・情報発信
することにより、センター利用者の集客の活性化につな
がっている。このことから、今後においても継続して国際
交流の情報を発信していきたい。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１４９ 3110Bd1 国際交流課 基地内大学就学支援事業
基地内大学就学に関する
情報提供

基地内大学説明会とＴＯＥＦＬ・ＩＴＰ試験に関する情
報提供を、広報誌やケーブルテレビで行った。

¥155,000 A 現状維持

三沢市内に居ながらにして、米国大学の授業を間近で
受けることができ、より高度で実践的な英語習得可能な
場を、広く知らせるためにも、就学に関する情報提供は
必要と考える。また、将来的に当市に高等教育機関を
設置する上でも継続的に基地内大学との意見交換や就
学支援は必要と考える。

高等教育機関設置検討業
当市の特色を活かした高

　平成21年度に行ったニーズ調査及び想定モデル
を主として、課長級職員により設置された設置検討
チームの下部組織として、課長補佐級職員により
構成される三沢市立外国語専門学校設置検討
ワーキンググループを設置し、再検討した。

¥7,769,000 A

　平成24年度重点事業要望において、高等教育機関及
び英語研修を当市で行う為の体制作り等について、要

１５０ 3110Xa1 政策調整課
高等教育機関設置検討業
務

等教育機関の設置に係る
調査・検討

　ワーキンググループからの報告書においては、現
在の三沢市において専門学校の設置はニーズ等
を勘案すると難しいのではないかというものであり、
他方、市の地域特性を活かした教育の在り方とし
て、国際交流文化都市についての提案を行ったも
のである。

¥7,769,000 A 現状維持 望活動を行っており、当市が掲げる”国際文化”につい
ての施策を担うものであるとも考えられるため、引き続
き具体的な検討を行うものである。

１５１ 3111Aa1 国際交流課
国際交流推進事業費（姉
妹都市委員会補助金外）

姉妹都市友好親善使節
団の相互派遣

5月及び10月の訪問派遣として１７名をウェナッチ及
び東ウェナッチ市に派遣し、８月には24名のウェ
ナッチバレー来訪者をホームステイにて受入れし
た。相互派遣のもと親交を深め、異文化体験を行っ
た。

¥16,797,000 A 現状維持

相互派遣のもと人的交流を行い、他国の人と友情を深
めると共に、直接的に異国文化体験を経験し理解する
ことは、国際社会に対応していくためにも重要と考えて
いることから、今後においても姉妹都市への相互派遣
は継続していくべきと考える。

１５２ 3111Ab1 国際交流課
国際交流推進事業費（姉
妹都市委員会補助金）（再

使節団受入に係るボラン
使節団受入に係るボランティアの募集を行った結
果、1名の応募があり、8月に来訪したウェナッチバ ¥39,000 B 現状維持

ウェナッチバレーからの使節団受入れ時に、ホストファミ
リーのみならず日帰りボランティアとして使節団に関わ
り接していくことも、交流における一つの手立てであり、１５２ 3111Ab1 国際交流課 妹都市委員会補助金）（再

掲）

使節団受入に係るボラン
ティア登録

果、1名の応募があり、8月に来訪したウェナッチバ
レー使節団への日本文化紹介の際に協力を得た。

¥39,000 B 現状維持 り接していくことも、交流における一つの手立てであり、
国際交流の裾野を市民間に広める意味でも必要と考え
る。

１５３ 3111Ba1 国際交流課
国際交流推進事業費（ジャ
パンデー・アメリカンデー事
業費補助金外）

ジャパンデー、アメリカン
デー等の国際交流事業
の実施

ジャパンデー・アメリカンデー事業費補助金を交付
するとともに、ジャパンデーでは、県内市町村のＰＲ
ブースの設置及び運営、アメリカンデーでは、ポス
ター配布及びテントの設営及び撤去等で職員によ
る協力支援を行った。

¥1,473,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

基地内との国際交流をきっかけに、23年の歳月をか
け、三沢市の名物イベントとして名実共に成長を遂げて
きたが、近年は巨大化したイベントの統括や今日まで主
導してきた民間団体（三沢国際クラブ）の世代交代問題
等も含め、官民共に組織強化が必要と思われる。他市
他県からも相当数の入込客数を見込める当イベントは
三沢市独特のイベントであり、まだまだ拡大できる余地
も残していることから、経済的観点や商店街の活性化
のためにも、当イベントを国際交流から発展した経済部
門と位置づけ、組織強化も含めて、人的・予算的に拡大
方向で見直すべきと考える。

日本語習得に関する問い合わせや英語、スペイン
在住外国人の絶対数が少ないことから、相談件数も当
然少ないものとなっているが、言葉の壁に端を発した根

１５４ 3120Ac1 国際交流課 外国人居住者支援事業
在住外国人からの各種相
談の受け付けと対応

日本語習得に関する問い合わせや英語、スペイン
語を教えたい等、語学に関する相談を受け、適宜
対応した。

¥16,000 A 現状維持
然少ないものとなっているが、言葉の壁に端を発した根
深い相談や外国人ならではの問題をはらんでいることも
あり、外国人と共に暮らしている限り、互いの文化を尊
重しあった外国人支援は必要と考える。

１５５ 3120Ba1 国際交流課 語学ボランティア登録事業
通訳ボランティアの募集・
登録

国際交流教育センターへの来訪者や国際交流関
連イベント時に募集を試みているが、登録にまでは
至っていない。また、民間団体のみさわ国際交流協
会においても募集し、事業がかち合っていること
や、市でも常時必要としていないこと、さらには、個
人の都合との兼ね合いがうまく噛み合わないことも
あり、今後、必要性についても、再度考慮しなけれ
ばならない状況にある。

¥47,000 B 現状維持

ウェナッチバレーへの派遣時や派遣前の語学学習時に
通訳を必要とする場面もあることから、引続き通訳ボラ
ンティアの募集を行う。
一方、通訳ボランティアの登録実績数があまりにも低調
な場合には、将来的に予算を伴った形での募集措置も
必要と思われる。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１５６ 3120Bc1 国際交流課
国際交流推進事業費（各
種語学講座）

一般語学講座、日本語講
座、日本文化理解講座の
実施

第１期から第３期まで各９講座、合計１３７回を実
施。「日本文化理解講座（茶道）」については、民間
団体への移行を実施した。引き続き、「初級英語講
座」、「英会話講座」、及び「ステップアップ英語講
座」についても、平成２３年度から民間団体へ移行
するよう協議を行った。

¥1,686,000 A 事業完了

継続を希望する受講生（リピーター）の増加と新規応募
の受講生がいることから、今後は能力別講座に発展さ
せるなど、改良度や自由度を高めたきめ細かな対応を
図れるよう、語学講座の運営全般を民間団体に移行
し、更なる発展を目指す。

１５７ 3121Aa2 国際交流課
外国人支援事業費（英語
版情報誌等作成）

月刊英語版情報誌と生活
情報マップ、防災ガイドの
発行

三沢シティニュースを毎月発行。生活情報マップ
は、みさわ国際交流協会が(財)自治体国際化協会
の助成金を受けて作成し、市内の商店等に配布し
た。

¥746,000 A 現状維持
市内在住外国人が知りたい情報を盛り込んでいる情報
誌なので、多くの外国人が活用している。よって今後に
おいても継続して情報発信に努めたい。

三沢基地に赴任する米国軍人、軍属、及びその家族を

１５８ 3121Bb1 国際交流課
外国人支援事業費（異文
化理解講座）

新赴任軍人・軍属やその
家族に対する日本での生
活に関する講座の実施

毎週木曜日（お盆、祝日を除く）の８：００から１２：３
０まで、異文化理解講座を実施。実施回数：３９回
参加人数：１５５９人

¥561,000 A 現状維持

三沢基地に赴任する米国軍人、軍属、及びその家族を
対象に、日本の文化や習慣等を理解してもらい、三沢
市滞在中の生活を快適に過ごしてもらうために必要で
ある。
現時点では、米空軍赴任者のみの対応となっているこ
とから、今後は数的には少ないとされる空軍以外の赴
任者やその家族も含めて、参加を呼びかけたい。

１５９ 3210Ab1 生涯学習課
地域における家庭教育支
援基盤形成事業

多くの親が集まる機会を
活用して家庭教育関連の
学習機会を提供する

家庭教育支援のための学習機会として「子育て・親
育ち講座」を開催した。
幼稚園での講座２回、小学校での講座１回、中学
校での講座２回、父親の家庭教育参加促進子育て
講座３回を開催した。

¥1,988,000 A 現状維持

家庭教育支援基盤形成事業は、H22年度で国・県の補
助事業が終了となったが、平成23年度から新たに、国・
県が２/3の補助を行う事業が始まった。
家庭教育においては、成果として目に見えがたい部分
もあるし、長期的な成長を見守るという観点からも継続
していく必要がある。

１６０ 3210Ax1 生涯学習課 学校支援地域本部事業 学校支援地域本部事業

古間木学校支援地域本部、三沢市学校支援協議
会が学校のニーズと地域のニーズを見合わせ、学
校支援の有り方を企画・立案・事業評価を行った。
また、学校支援コーディネーターを４名設置し、学校
の求める人材の斡旋やボランティア活動の場の調
整やボランティア名簿の作成、ボランティア活動の
PRを行った。この取組により、学校・地域・家庭のさ
らなる連携強化を図れた。
三沢市学校支援協議会３回開催。ボランティア募集
のチラシの作成・配布。事業報告書の作成・配布。
学校支援ボランティア養成研修会３回開催。学校支
援ボランティア活動報告会開催した。

¥2,201,000 A 事業完了
学校支援地域本部事業は、H22年度で国・県の補助事
業が終了となる。

１６１ 3210Ba1 生涯学習課
ジュニア・リーダー宿泊研
修

年２回(夏季・冬期)小学４
年～６年生を対象に小川
原湖青年の家で２泊３日
の宿泊研修を行う

市内小学３年生～６年生を対象に公立小川原湖青
少年の家で２泊３日の日程で夏季・冬季の計２回実
施。夏季は７月３１日～８月1日の３日間、６３名が
参加し、キャンプの野外活動による様々な体験によ
りリーダーシップ能力の向上を図った。冬季は１月
７日～９日の３日間、６６名が参加し、講義やレクリ
エーション、ゲーム等の活動を通してジュニアリー
ダーに求められる基礎的知識の習得を図った。

¥193,000 A 現状維持
子どもの潜在能力を引き出し、子ども会の活動を周知
できる事業として経費、内容とも有効性が高いので、引
き続き継続する予定である。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１６２ 3210Bb1 生涯学習課 三沢市子どもの祭典
小学生、未就学児を対象
にレクリエーション・創作
活動等を行う

３月に発生した東日本大震災の影響で、会場が開
館を見合わせ、申込者数も例年よりはるかに下
回ったため、中止。

¥0 A 現状維持
年一度の開催にもかかわらず、市民の関心は高く多数
の参加者が集まる。数少ない異年齢間の交流事業なの
で、今後も継続する方向である。

１６３ 3212Aa1 生涯学習課 家庭教育学級運営事業費
古小・五中で保護者を対
象とした家庭教育に関す
る講座を開設する

上久保小学校において、4講座程度、堀口中学校
において、2講座を開催した。 ¥1,607,000 A 現状維持

　平成23年度は、市内全小中学校を対象に、各校1回
の講座を開催できるよう予算措置をしたところである。
　各校が積極的に親子のつながり等の活動を出来るよ
う引き続き応援していく必要がある。

少子化による複式学級解
消のため、統廃合に向け

22年度は、２，３年生１学級が複式の小学校が１校
あり、今後、少子化による複式学級が増えた場合、

  現在、複式の小学校が１校あることから、少子化によ
１６４ 3220Aa1 教育総務課 学校統廃合検討事務

消のため、統廃合に向け
た統合検討委員会の会
議の開催

あり、今後、少子化による複式学級が増えた場合、
統廃合も含めた検討が必要となることが考えられ
る。

¥0 A 現状維持
  現在、複式の小学校が１校あることから、少子化によ
る児童生徒の推移を見ながら、学区の見直しや統廃合
も含めた検討が必要となることが考えられる。

１６５ 3220Ba1 教育総務課
小中学校営繕事業（学校
施設の耐震化）

学校施設の耐震化の実
施

耐震診断は、H20・21年度で完了し、H22年度は、1
校(第一中学校）の耐震補強工事、及び、4校（岡三
沢小学校、木崎野小学校、三川目小学校、第五中
学校）の耐震補強設計を完了。

¥187,338,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

   H21年度において、5校の耐震診断を完了し、H22年
度は、1校の耐震補強工事、4校の耐震補強設計を行
う。今後は、H23・24年度において補強工事を行うことと
している。
   残り1校の耐震診断未了の学校(機械室）について
は、現在防衛省と協議を進めているところである。

１６６ 3220Ca1 教育総務課 学校周辺の安全確保対策

学校周辺の児童安全確
保対策と通学路の連合Ｐ
ＴＡ要望に対する関係機
関との協議

22年度は、各学校で組織する安全ボランティアが
連携し、児童生徒の通学路の安全確保を行ってい
くとともに、各学校の通学路の安全確保に対する連
合PTA等からの要望について関係機関との協議を
行い改善を図った。

¥62,000 A 現状維持

   今後も、各学校で組織する安全ボランティアと連携
し、児童生徒の通学路の安全確保行っていくとともに、
各学校の通学路の安全確保に対する連合PTA等から
の要望について関係機関との協議を行い、学校周辺の
安全確保に努める。

関との協議
行い改善を図った。 安全確保に努める。

１６７ 32216Ba2 教育総務課 第三中学校新築事業
耐力度調査の結果、改築
が必要と判定された第三
中学校の新築

第三中学校新築事業に係る実施設計業務委託の
実施

¥31,525,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

第三中学校は、平成15年度に耐力度調査を実施した結
果、改築を要する建物と判定されたことから、H23・24年
度に継続事業として新築を行うものである。

１６８ 3227Da1 教育総務課 教育用パソコン購入事業
小・中学校教育用パソコ
ンの購入

H22年度　上久保小学校（４２）・木崎野小学校（４
２）

¥20,438,000 A 現状維持

   学校教育の充実を図るため、いままでリース契約して
いた教育パソコンを、平成19年度から新たに購入整備
し、平成23年度までに市内全小中学校すべての教育パ
ソコンを計画的に買い換えすることにより、学校教育の
高度化が図られ、児童生徒が、より効率的、効果的に
パソコンを活用することができる。

市内全小・中学校へ5月から10月までかけて実施。

１６９ 3230Aa1 学校教育課 学校訪問事業
計画訪問、要請訪問で
「学校教育指導の方針と
重点」の周知徹底を図る

市内全小・中学校へ5月から10月までかけて実施。
経営方針、教育目標具現化に向けた全体構想・学
力向上に向けた取り組み・生徒指導の取り組み・教
員の資質向上策について確認。これにより、各校の
課題と具体的な方策が明確にされた。

¥2,331,000 A 現状維持

児童生徒の学力向上に向け、教員の資質・指導能力の
向上は極めて重要であり、市教育委員会が掲げる「学
校教育の方針と重点」の周知徹底は、今後も重要な取
組みであるため、現状維持とする。

１７０ 3230Ab1 学校教育課 小・中学校学力・知能検査
学力検査（小４、小６、中
１、中２）知能検査の実施

知能検査は、小2・小5・中1・中3で実施。学力検査
は、全小・中1・中2でCRT(目標基準準拠検査）を実
施。基礎基本の確実な定着がなされているかを評
価。各校では、結果を分析し課題を明確にすること
によって、以降の指導法の改善を図っている。

¥4,993,000 A 現状維持

児童生徒の学力の実態に応じた適切な対応を高じるこ
とによって確かな学力と学習力を身に付けさせるための
有効的な方法であり、指導法の改善にも成果があるた
め現状維持とする。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１７１ 3230Ba1 学校教育課
東部上北小・中学校教科
研修会事業

教科研修会を実施し、教
職員の資質の向上を図る

東部上北小・中学校教科研修会では、小学校３校、
中学校２校が授業公開をした。研究協議での検証
などにより、教員の資質に向上がみられる。英語ス
ピーチコンテストでは、各中学校が集まり、暗誦・創
作の部で練習の成果を発表。それぞれの部の代表
が県大会出場で好成績をおさめている。

¥1,562,000 A 現状維持

児童生徒の学力向上のための授業改善や指導内容の
充実、教育水準を高めるため、教科研修は極めて重要
である。また、スピーチコンテストでは、高度な英語能力
を発表できるよい機会であり、県大会に出場するなど好
成績を収め、英語教育の充実にも効果的であるため現
状維持とする。

１７２ 3230Bb1 学校教育課 幼小連携教育研究会
幼児教育と小学校教育の
関係者が教育上の諸問
題について理解し合う

岡三沢小学校を会場に、幼児教育と小学校教育の
関係者が一堂に集まり、お互いの指導内容や教育
上の諸問題について理解しあうことにより、双方の
教育活動の一層の充実を図った。

¥78,000 A 現状維持

近年の小１プログレム問題解消のため、幼児保育との
連携が極めて重要であり、情報交換や諸問題の話合い
は、指導の一貫性が図られ効果的であるため、現状維
持とする。

１７３ 3230Bc1 学校教育課 校内研修講師派遣事業
教育課題解決に向けた
専門的研修のための講
師派遣

専門的知識と有する教育等から指導・助言を受け、
教師力の向上を図るとともに学校の教育水準を高
めることができた。

¥129,000 A 現状維持
学校課題解決と教育の指導力向上のため、効果的であ
り現状維持とする。

１７４ 3230Ca1 学校教育課
豊かな心を育てる生徒指
導研究推進事業

豊かな心を育てる教育環
境をつくるための研究と
実践活動

中央・東部・北部地区における活動
・長期休業中、お祭り等の巡回指導
・講師を招き生徒指導に関わる研修会の実施

¥1,898,000 A 現状維持

近年、小中学校の問題行動等が他校にまたがっている
ケースが多くなっている。また、不登校生徒が増加傾向
にある。学校・家庭・地域社会が連携を密にし、豊かな
心を育てる教育環境をつくるための研究や細やかな実
践活動を行うことにより、問題の未然防止に役立ててい
ることから、現状維持とする。

１７５ 3230Cc1 学校教育課 心の教室相談員設置事業
全中学校に１名配置。教
室復帰を目指して指導に
あたる

全中学校に専門員1名配置し、教育相談室や各学
校と連携しながら、一人一人状況が異なる様々な
不安や問題の解消を求める生徒への相談・助言を
図っている。不登校やひきこもり等の未然防止につ
ながるケースもあることから、勤務時間数の増加も

¥9,576,000 A 現状維持

思春期をむかえる中学生は、様々な不安や悩みを抱え
ている。明るい学校生活を送り、将来を見据えた前向き
な考えを育てることは、最重要課題である。また、事業
目的である生徒の生きる力を高め、育てるためにも今
後も重要で必要不可欠な取組みであるため現状維持と

あたる
ながるケースもあることから、勤務時間数の増加も
望まれるところである。

後も重要で必要不可欠な取組みであるため現状維持と
する。

１７６ 3231Ac1 学校教育課
指導費（研究指定校研究
委託事業）

教科研究指定、健康教育
発表指定をし、教職員の
指導力の向上を図る

知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成に向
け、教育の資質向上と指導力の向上に資するもの
となった。

¥1,022,000 A 現状維持
多くの教員が集まり、指導法や実践について討議し、指
導力の向上に最適であり、若手教員の資質向上を得る
ことができる重要な機会であるため現状維持とする。

１７７ 3232Cb1 学校教育課 教育相談室設置費
様々な相談活動と不登校
児童生徒の学校復帰を
目指した指導にあたる

国際交流ｾﾝﾀｰ内に教育相談員2名・適応相談員2
名を設置し多様化している様々な悩みや心配事、
不登校生徒の学習指導等に関して電話相談・来室
相談に応じた。不登校児童生徒の学校復帰を目指
し在籍している学校や保護者との連携を図ってい
る。

¥16,331,000 A 現状維持

いじめや不登校生徒、また多様化する様々な悩みを持
つ生徒・保護者において、効率的・意欲的な支援や活
動により問題解消の方向へ導くことで良い成果を挙げ
ている。しかし、今後もこのような相談件数は増加の傾
向にあるため、現状維持とする。

１７８ 3240Ab1 学校教育課
小学校教員英語研修講座
事業

小学校教員の基本的英
会話能力の育成及び指

英語指導法の紹介や基本的な日常会話，英語を用
いたゲーム等の紹介をし，小学校教員の基本的英
会話能力の育成及び指導力の向上を図っている。 ¥156,000 A 現状維持

小学校教員の多様な英語指導法や基本的英会話能力
は一層求められ、この充実した研修会は大変有意義で１７８ 3240Ab1 学校教育課

事業
会話能力の育成及び指
導力の向上を図る

会話能力の育成及び指導力の向上を図っている。
22年度は年間４回実施し，多くの教師が参加できる
機会を確保した。

¥156,000 A 現状維持 は一層求められ、この充実した研修会は大変有意義で
あるため、現状維持とする。

１７９ 3240Ac1 学校教育課
中学校教員英語研修講座
事業

三沢基地内高校で日本
文化を指導する等、英語
で指導する能力の向上を
図る

米軍基地内アメリカンスクールにおいて，中学生を
対象として日本文化の紹介をするために，アメリカ
ンスクールの教師を招いて事前研修を行い，それ
を基に授業を行うことにより，英語指導法や英語力
の向上を図ることができた。

¥113,000 A 現状維持
中学校教員の充実した英語指導力はより一層求められ
るため、貴重な研修会は重要であり現状維持とする。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価
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１８０ 3241Ax2 学校教育課 国際交流推進事業

三沢市小・中学校日米交
流学習推進事業として交
流学習の支援・援助・補
助、国際交流サロン（英
会話の場）を実施

小学校に対しては各校を巡回，中学校の場合は国
際交流教育センター利用して外国語助手とふれ合
いながら，英語を使ってコミュニケーション活動をも
つことができた。

¥1,631,000 A 現状維持

普段の授業とは異なり、リラックスした雰囲気で間違い
を気にせず英語を用いて、コミュニケーションをとる経験
は、その後の学習にも望ましい影響を与える機会となっ
ているため今後も継続とする。

１８１ 3242Ba1 学校教育課 総合的学習推進事業費
ゲストティーチャー等を活
用し、多様な学習機会の
創出を推進する

内容としては，ふるさと講話，紙飛行機等の製作，
日本の伝統文化体験などが実施されている。また，
国際理解教育として，中国，アイスランド，イタリア
の方々を講師に，それぞれの国の風俗・風習等に
触れる学習も実施している。本物に触れる機会を
保障することによって，学習内容の幅を広げる良い
機会となっている。

¥3,803,000 A 現状維持

総合的な学習の時間において国際理解教育のために
外部より講師を招くことによって、机上だけでは得ること
のできない大変貴重で幅広い学習内容を得ることがで
きることから、現状維持とする。

１８２ 3243Ad1 学校教育課
外国人青年招致事業（ＡＬ
Ｔ）

外国語指導助手の中学
校への英語学習参加によ
り、英語でのコミュニケー
ション能力の向上を図る

２人のALTがほぼ毎日中学校を中心に授業の補助
に入っている。ネイティブな発音に触れる機会が増
え，言語運用の能力が向上している。

¥13,001,000 A 現状維持

小学校のAETと同様に中学校へALTを派遣することに
より生きた英語を学ぶことが可能となり、国際的な英語
能力を得られ大変貴重で充実した授業となっている。今
後も継続的に必要であることから現状維持とする。

１８３ 3244Aa1 学校教育課
英語活動科推進事業（英
語教育特区）

小学校全学級にAETを派
遣し、英語でのコミュニ
ケーション能力の向上を
図る

小学校英語活動科の全ての授業にAETを派遣し，
英語でのコミュニケーション能力の向上を図ってい
る。児童の英語の聞き取りや発音の能力が向上し
ている。

¥11,087,000 A 現状維持

小学校英語活動科全てにAETを派遣することにより、生
きた英語を学ぶことが可能となり、豊かな国際感覚・豊
かなコミュニケーション能力の向上を図っている。９０％
以上の生徒から「楽しい」という感想を得られ、より充実
した英語活動が期待できる。更には、中学校へ進学し
た後の学習にもよい点が発揮できるため、現状維持と
する。

１８４ 3251Aa1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推進
事業費（「指導者登録名

各分野で優れた知識、技
能を持つ指導者の登録

２２年度は、指導者登録名簿への新規登録者の受
付と、登録削除者の受付を継続した。各分野の指

¥31,000 A
見直し（予算を

主に高齢者が対象となる事業であるが、インターネット
を利用できる人口も増えており、経費削減と時代に合っ

１８４ 3251Aa1 生涯学習課 事業費（「指導者登録名
簿」整備事務）

名簿を整備し、広く市民
に紹介する

導者を探しているという問合せに対し、名簿に掲載
されている指導者の紹介を数件行った。

¥31,000 A 伴わない） た情報提供を実施するため、名簿や事業PR媒体を、イ
ンターネットを主体とする方向で進める。

１８５ 3251Ab1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推進
事業費（指導者派遣事業）

「指導者登録名簿」に登
録された指導者を町内
会、サークル等の依頼の
あった団体に派遣する

市民の学習機会を拡充し、生涯学習社会の形成を
図るため、各領域で活躍している指導者を活用し、
学習活動の推進を図っている。平成２２年度はグラ
ウンドゴルフ教室、和紙人形作り教室、カラオケ教
室に派遣回数６回、参加総数９３名であった。

¥61,000 A 現状維持

高齢化社会の現代、高齢者の余暇の有効活用が課題
となっているが、この事業の活用が大いに役立つものと
考えられる。従って情報提供の場を増やしながら、事業
を継続するものとする。

１８６ 3251Ba1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推進
事業費（弘前大学公開講

生涯学習の推進を図るた
め高度で体系的な大学講
座を開催する：テーマは

テーマ「子どもの育ちに大人はどう向き合うのか」
受講生14名・延べ参加者総数48名・受講料4,000円
（テキスト代を含む）
①11月5日「子どもの地域と暮らしを考える」講師：
生涯学習教育研究センター　深作拓郎
②11月12日「父母子関係を支える地域子育て支

¥169,000 B 現状維持

弘前大学の公開講座として、弘前大学主導で行われて
きた経緯がある。
弘前大学の活動に左右される部分は多いが、毎年、特１８６ 3251Ba1 生涯学習課 事業費（弘前大学公開講

座）
座を開催する：テーマは
「身近な問題を考える」（４
回）

②11月12日「父母子関係を支える地域子育て支
援」講師：教育学部准教授　増田貴人
③11月19日「子どもと少年法を考える」講師：人文
学部准教授　平野潔
④11月26日「子どもたちをネット・ケータイの被害・
加害者からどう守るのか」講師：教育学部教授　大
谷良光

¥169,000 B 現状維持 弘前大学の活動に左右される部分は多いが、毎年、特
定の市民ではあるが受講している状況にもあり、現状
維持とした。

１８７ 3252Ax1 観光物産課 趣味の家運営費
市民の生きがいを持てる
趣味活動の支援

指定管理者に維持運営させた。 ¥18,008,000 B 現状維持
これまで同様、指定管理者であるマンパワーと連携を図
りながら、利便性の向上、利用者増等に努める。
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１８８ 3310Aa1 生涯学習課 公民館費（市民文化祭）

市民の文化芸術活動の
振興と普及、並びに成果
発表の機会を提供するた
め、舞台部門と展示部門
を実施する。

専門的知識及び活用できる趣味講座、多様化する
社会情勢に対応する教養講座を開講し市民の学習
意欲に応えるとともにその成果を発表する機会を
提供する。舞台公演：１０日間の予定。

¥0 A 現状維持

当市の芸術文化が一同に会し発表できる唯一の機会で
ある。
引き続き開催し市民が生きがいを持てる芸術文化の展
示の場を提供していく必要がある。

１８９ 3310Ba1 生涯学習課
社会教育総務費（表彰事
業）

三沢市における学術・文
化の向上発展に貢献した
者及び文化意識の高揚と
その普及に尽力した者を
表彰、また、市内の児童
生徒を対象に各種文化活
動・技能大会・展覧会等

三沢市における学術・文化の向上発展に貢献した
者及び文化意識の高揚とその普及に尽力した者を
表彰した。また、市内の児童生徒を対象に各種文
化活動・技能大会・展覧会等において優秀な成績
を修めた者を表彰した。
①１０月２９日（金）公会堂小ホールにて　文化賞１
団体・文化功労賞２名・文化奨励賞２名を表彰。

¥332,000 A 現状維持

文化賞等受賞に関しては、昭和４８年度より実施されて
おり、今年で39回目を数える歴史ある表彰事業である。
文化的功績のある個人、団体を公の場で表彰すること
は、市の更なる文化振興を図る観点からも意義深く、長
く継続していくべき事業である。同様、少年少女文化奨
励賞も、昭和５８年度より開始されているが、児童生徒
の文化意識の高揚と活動の推進を促進、奨励する為是

動・技能大会・展覧会等
において優秀な成績を収
めた者を表彰する。

団体・文化功労賞２名・文化奨励賞２名を表彰。
②２月４日（金）同ホールにて、少年少女文化奨励
賞６５名を表彰。（表彰式後に３名追加）

の文化意識の高揚と活動の推進を促進、奨励する為是
非継続していくべき事業である。

１９０ 3311Ab2 生涯学習課
公会堂運営管理費外（企
画展）

様々な分野で企画し、優
れた芸術文化を鑑賞させ
る機会を確保するととも
に、芸術文化に対する意
欲の高揚を図る。

小学校低学年　９月１５日　劇団自由人会「にっくい
さるめとかにどんたち」　　参加人数1,827人
小学校高学年　９月２日　劇団仲間「ドラゴンハン
ター」　　参加人数1,391人
中学校全学年　９月８日　劇団わらび座ミュージカ
ル「アトム」　参加人数1,430人

¥0 A 現状維持

市内の幼・小・中学生が生の芸術に触れることが出来る
ものであり、こうした機会を与えることにより、感情豊か
な心のや気持ちの成長を図る上でも、今後も継続して
行うべきであると考える。

未公開作品の展示を定
期的に交換し来館者に公

①「寺山修司記念館フェスティバル/春」…４月２４
日（土）～５月５日（水・祝）　於：寺山修司記念館、
屋外多目的スペース、顕彰文学碑
内容；「寺山修司遊びの劇場」・「片桐功敦/華劇
場」・「修司忌」ほか（４月２４日・２５日無料開放、こ

寺山修司が没してから既に28年経過しているが、テラヤ
マ芸術は今なお評価が高く出版・演劇・イベント等で取
り上げられ賑わいをみせており、若い世代のフアンも数
多い。このような芸術家の記念館が三沢市に存在する

１９１ 3313Ab1 生涯学習課
寺山修司記念館管理費
（テラヤマ・ワールド）

期的に交換し来館者に公
開する。また、寺山修司
にゆかりの人物を招いて
トークショーや短歌・俳句
の朗読を実施する。

場」・「修司忌」ほか（４月２４日・２５日無料開放、こ
の２日と５月４日は屋台飲食コーナー設置）
②「寺山修司記念館フェスティバル/夏」…８月７日
（土）～８日（日）　内容；第１部トークショー出演：三
上博史、九條今日子　第２部「舞踏と神楽と朗読の
コラボレーション」　第３部三上博史ライブ朗読、そ
の他屋外コンサート、琵琶演奏会など。　　※入館
者数　３，３３６名　　イベントのみ２，２６９名

¥23,050,000 A 現状維持

多い。このような芸術家の記念館が三沢市に存在する
ことは郷土の誇りであり、その文化的功績は非常に大
きい。平成２１年度より指定管理者が企画運営を行って
いるが、寺山ファンのみならずファミリー向けのイベント
も企画し、ますます内容が充実している。イベント期間
の入館者数も増加していることから、フェスティバルは
継続して実施していく。

１９２ 3320Ba1 生涯学習課
社会教育総務費（社会教
育活動推進補助金）

民俗芸能保存会連絡協
議会への後継者育成費
及び道具等購入費の補
助を行い指定文化財の保
存・整備を図る。

・７年以上民俗芸能保存会で活動してきた少年少
女を表彰し、後継者の育成を図った。
・民俗芸能保存会連絡協議会へ道具等購入費及
び後継者育成費の補助を行った。
・各種イベントへの参加を促した（東北新幹線前線
開業関係）

¥1,114,000 A 現状維持

平成20年度まで民俗芸能の継承に努力している子ども
達を表彰する制度がなかったことから、さらに保存・継
承に努力することを促すことを目的に表彰制度を設け
た。1つの励みになると思われるため今後も継続する。
道具の購入・修理等には多額の費用を要するため、そ
の一部を補助することで各保存会の負担軽減および活
動の活性化につながると考えられる。

１９３ 3321Aa1 生涯学習課 遺跡発掘調査事業費

個人農地造成に伴う発掘
調査及び出土品の整理
作業（猫又（2）遺跡）を実
施する。また、根井沼（3）
遺跡の調査報告書を刊
行する。

①駒沢(5)、(6)遺跡発掘調査及び発掘調査報告書
刊行　　　調査面積；4,600㎡　　青森県委託事業
②猫又(2)遺跡発掘調査出土品整理作業及び発掘
調査報告書(遺構編１)刊行

¥40,172,000 A 現状維持

各種開発事業の前に発掘調査をすることは文化財保護
法により規定されている。発掘調査面積によって調査期
間、調査費用が決定する。調査担当者が一人の為従来
通り広い面積の調査などの際は複数年調査するなど、
当該年度の業務量や調査費用を抑えている。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

１９４ 3330Aa1 生涯学習課
社会教育総務費（社会教
育活動推進補助金）

　貴重な文化遺産として
継承されてきた民俗芸能
を市民に紹介するため、
市民俗芸能保存会連絡
協議会と共催で公演会を
開催する。また、後継者
育成費及び公演会で使
用する道具等の購入費を
助成する。

平成23年1月10日成人の日に公会堂小ホールにて
三沢市民俗芸能保存会連絡協議会と共催で公演
会を開催、９団体約１５０名が１５演目を演じた。入
場者は約２００名。今年度、道具購入のため助成し
た団体は、岡三沢神楽保存会と塩釜神楽保存会で
ある。

¥244,000 A
見直し（予算を

伴わない）

公演会入場者が減少傾向にあることから、三沢市民俗
芸能連絡協議会と公演会の開催時期や開催の周知方
法などについて見直しを検討する。

１９５ 3410Ab1 市民スポーツ課 各種競技普及支援事業
アイスホッケー教室、フィ
ギュアスケート教室、水泳
教室の開催

アイスホッケー教室、フィギュアスケート教室、水泳
教室の開催

¥0 A 現状維持
　各教室とも、競技人口の増加と技術向上に必要な事
業であり、市民のニーズ
にも合致している。教室の開催 にも合致している。

１９６ 3410Ca1 市民スポーツ課
ウォーキングサークル支援
事業

中高年層の運動の習慣
化を図るウォーキング
サークルを実施する

５月から９月までの間、毎週月水金の早朝６時か
ら、公会堂をスタート地点として市内遊歩道を約４
キロ程度歩くウォーキング教室を実施した。

¥400,000 A 現状維持

　生活習慣の中に運動を取り入れる機会の提供を図る
うえで、極めて有効な
施策であることから、今後も引き続き実施するものであ
る。

１９７ 3411Aa1 市民スポーツ課
保健体育総務費（スポーツ
大会運営費補助金）

体育協会加盟団体が競
技普及と技術力向上を目
的に開催する各種スポー
ツ大会運営費への助成

北東北親善ゲートボール大会三沢大会運営費補
助金　　200,000円（参加人員　35チーム245人）
県民駅伝競走大会三沢市実行委員会補助金
400,000円（市の部７位　総合15位）

¥216,000 B 現状維持
　それぞれの競技において、目標とする大きな大会があ
ることは、充実した
練習につながり、競技力の向上にもつながる。

１９８ 3411Ac1 市民スポーツ課
保健体育総務費（市体育
協会補助金）

プロOBや認定指導者に
よる高度な技術指導を行
うための助成

市体育協会補助金として交付 ¥1,950,000 A 現状維持 　当市の競技力向上のため、必要な事業である。

3411Ad1
保健体育総務費（体育指

チャンピオンスポーツにこ
だわらない楽しむことを目

市民ウォークの集いや市民ドッジボール大会、国際
こどもアイスフェスティバル等の活動の中で、軽ス ¥644,000 A 現状維持

　体育指導委員の配置は、法律に定められているもの
であるが、当市の１９９ 3411Ad1 市民スポーツ課

保健体育総務費（体育指
導委員報酬）

だわらない楽しむことを目
的とするスポーツを普及
するための体育指導

こどもアイスフェスティバル等の活動の中で、軽ス
ポーツを気軽に楽しめる機会の提供

¥644,000 A 現状維持 であるが、当市の
スポーツ振興を図るうえで、大きな役割を担っている。

２００ 3411Ax1 観光物産課
勤労青少年体育施設運営
費

レクリエーション大会等の
推進

指定管理者が管理運営を行っている。 ¥5,917,000 B 現状維持
これまで同様、指定管理者であるマンパワーと連携を図
りながら、利便性の向上、利用者増等に努める。

２０１ 3411Ba1 市民スポーツ課
保健体育総務費（体育指
導委員報酬）（再掲）

種目にこだわらず色んな
スポーツを楽しむ地域ク
ラブ活動の育成・支援

月２回程度土曜日に開催 ¥0 A 現状維持
　子供達をはじめ、市民の皆様にスポーツを楽しんでい
ただくために、
最適な事業である。

２０２ 3417Ad2 観光物産課
屋内ゲートボール場管理
費

ゲートボール競技の推進 指定管理者に管理運営させた。 ¥8,315,000 B 現状維持
これまで同様、指定管理者であるマンパワーと連携を図
りながら、利便性の向上、利用者増等に努める。

保健体育総務費（市体育
資格取得者を活用した各

体育協会加盟団体それぞれが、競技の普及拡大と 　当市の競技スポーツのレベル向上に必要な事業であ
２０３ 3420Ba1 市民スポーツ課

保健体育総務費（市体育
協会補助金）（再掲）

資格取得者を活用した各
競技ごとの教室開催に対
する助成

体育協会加盟団体それぞれが、競技の普及拡大と
競技人口の増加を図るため、独自の教室を開催

¥1,950,000 B 現状維持
　当市の競技スポーツのレベル向上に必要な事業であ
る。

２０４ 4110Aa1 産業政策課
新産業創造トライアル支援
事業

企業の新分野進出への
支援により経営安定、雇
用維持を図る

支援事業の実現に向け、商工会と協議を行った。 ¥155,000 B 現状維持
震災後における低迷した経済状況の中で、新たなビジ
ネスチャンスの発掘は企業存続に向けた突破口として
期待されるため、大いに検討していく必要がある。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費
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２０５ 4110Ba1 産業政策課
商工振興費（創造的中小
企業支援資金貸付金）

市内の商工業者で、新規
創業者又は新たな事業
分野を開拓するために創
造的活動を行っている中
小企業者に対して融資す
る。

貸付制度説明会において市内中小企業者に対し
創造的中小企業支援資金貸付金制度の説明を実
施した。また、金融機関と協議し中小企業者に融資
体制について確認した。

¥10,093,000 C 現状維持
市内の中小企業者などの創造的企業の立ち上がりや
新事業を展開するための支援体制は、充実をさせるこ
とが必要である。

２０６ 4111Ab1 観光物産課
新商品開発費（ほっき丼普
及宣伝事業）

地域資源である北寄貝を
活用した商品を開発する
三沢市内企業への支援
の在り方について検討す
る。

市内の飲食店が実施する「三沢ほっき丼」の提供
を、新幹線全線開業の時期が「三沢ほっき丼」提供
期間と重なったこともあり、県観光連盟やＪＲなどの
関係機関とともにＰＲした（雑誌広告掲載・テレビ出
演等）。また、震災の影響から、震災後はほっき丼
の提供は出来なかった。

¥4,680,000 B 現状維持

これまでの３年間の事業実施により、市内外に当該グ
ルメの認知度が上がってきており、費用対効果の面や
市内の活性化につながっている。今後さらに定着化を
図る必要があり、当面、あと２年程度当該キャンペーン
を市において継続実施する必要があると考えている。る。

の提供は出来なかった。
を市において継続実施する必要があると考えている。

２０７ 4120Aa1 企業誘致推進室 三沢市誘致企業懇談会
三沢市誘致企業懇談会
を開催し、市内誘致企業
間の相互交流を図る。

平成22年7月7日　平成22年度第1回三沢市誘致企
業懇談会開催、平成22年12月10日　平成22年度第
2回三沢市誘致企業懇談会開催

¥0 A 現状維持
誘致企業各社が一堂に会し、情報交換を図ることは、
新たなビジネスネットワークや事業展開への拡大を図る
ことが期待できる。

２０８ 4120Ba1 産業政策課
商工振興費（中小企業活
性化資金貸付金）

中小企業が運転及び設
備資金の融資を受ける
際、青森県信用保証協会
が保証人となることで融
資を円滑にする制度。

貸付制度説明会において市内の中小企業者に対
し中小企業活性化資金貸付金制度の説明を実施し
た。また、金融機関と協議し中小企業者に対する融
資体制を確認した。
融資件数：９件、融資総額：１億３,７００万円、保証
料補給：２５０万３，４９４円

¥10,093,000 A 現状維持
市内中小企業者の経営の安定と事業の活性化を図り、
地元産業の振興を図る必要がある。

２０９ 4130Ac1 産業政策課
賃金や労働条件など労使
間における相談

国、県の関係機関との連
携により労使間における
トラブル相談に対応。

解雇、賃金等のトラブルの労働相談を広報みさわ
に掲載実地した。

¥509,000 C 廃止
住民からのニーズもなく、また専門知識と正確な情報を
把握していない市での相談窓口の必要性は感じられな
い。トラブル相談に対応。 い。

２１０ 4132Aa1 産業政策課
職業補導費（雇用対策協
議会補助金外）

商工会が行う、労働環境
の改善に関する講習会・
セミナー開催への支援活
動、ポスター掲示、チラシ
配付等を行う。

セミナー等の開催（参加人数）
・若手レベルアップセミナー（１４社、参加人数３６
名）
・コミュニケーションマネジメントセミナー（２５社、３９
人）
・新人従業員教育講座（８社、参加人数２２名）

¥411,000 A 現状維持
新卒就労者や若年労働者に対し、各種講演・研修を実
施することにより、経済情勢と労働力事情の変化に即
応した対策をとることは必要である。

２１１ 4132Ab1 産業政策課
職業補導費（優良事業主・
従業員表彰式）

地域産業の発展に寄与さ
れた事業者、従業員の表
彰。

地域産業の発展に寄与された事業者、従業員並び
に卓越した技能者の表彰実施し講師による講演、
記念品を授与を行った。
優良事業主：１社
優良従業員：１９０名

¥511,000 C
平成２３年度に、今後の在り方について再検討を行うた
め、現時点で２４年度の方向性は見出すことは不可能
である。

4140Ab1
ホームページリニューアル

ホームページをリニュー
アルし、企業誘致等に係

三沢市ホームページ内の企業誘致関係コンテンツ
¥0 A 現状維持

三沢市の優位性や魅力の情報発信は企業誘致にとっ
て大変重要であり、日々変る情報の提供は不可欠であ２１２ 4140Ab1 企業誘致推進室

ホームページリニューアル
事業

アルし、企業誘致等に係
る情報の発信に努める。

三沢市ホームページ内の企業誘致関係コンテンツ
をリニューアルした。

¥0 A 現状維持 て大変重要であり、日々変る情報の提供は不可欠であ
る。

２１３ 4140Ac1 企業誘致推進室
ホームページリニューアル
事業（再掲）

ホームページ内に、三沢
市内の空き物件に関する
情報を掲載する。

各種関係機関と協議し、空き物件の調査を実施し
た。

¥0 A 現状維持
三沢市の情報として一元的に情報提供することで、新
規立地を考える企業にとって、効率的かつ有効な情報
収集手段である。

２１４ 4140Bb1 企業誘致推進室 新工業団地整備事業
市街地に近い工業団地
設定のため、集団移転後
地の有効活用を図る。

候補地の検討及び課題等の調査。県重点要望とし
て企業誘致の促進と誘致支援を要望。

¥0 C 現状維持

企業誘致を進める上で、立地環境の整備は必要な事業
ではあるが、企業の立地意向調査等を行い、早急に新
工業団地を整備する必要性があるかを検討する余地が
ある。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２１５ 4140Bc1 企業誘致推進室
三沢市企業立地促進条例
活用事業

平成20年2月に改正した
三沢市企業立地促進条
例の活用。

・多摩川精機株式会社  奨励金交付額　　59,102千
円
・公盛工業株式会社　奨励金交付額　　　　 6,804千
円          計  65,906千円

¥65,906,000 A 現状維持
誘致企業等への立上げ支援と誘致交渉中の企業への
呼び水効果が得られており、雇用の場の確保策として、
将来にわたり運用するべきである。

２１６ 4141Aa1 企業誘致推進室 企業誘致費

パンフレット等を作成し企
業等へ積極的にアプロー
チしながら、企業誘致活
動を行う。

企業誘致用パンフレット「企業立地ガイド」の配布 ¥0 A 現状維持

当市の企業誘致事業にかかる奨励金や立地環境など
を掲載したＰＲ用パンフレットは、ダイレクトメールや企
業訪問時に活躍しており、多くの企業に対してPRしてい
くために必要である。

２１７ 4142Ba1 企業誘致推進室 細谷工業団地整備事業
細谷工業団地のインフラ
整備。

測量設計業務委託料　　8,274千円
道路照明灯改修工事　　　431千円
用地購入費　　　　　　　　　692千円　　　　　　計
9,397千円

¥9,397,000 B 現状維持
新規企業誘致のための基盤整備のみならず、既存企
業の利便性向上のためにも工業団地内を整備する必
要がある。

9,397千円

２１８ 4210Ca1 農政水産課

農業振興費（農業経営基
盤強化資金利子助成事
業、三沢市特別融資制度
推進会議）

低利な農業関係制度資
金の貸付認定により、農
業経営の支援対策を実
施

三沢市特別融資制度推進会議において、融資希望
額個人１件6,800千円、法人１件250,000千円の貸
付認定をした。

¥3,130,000 A 現状維持

農家の設備投資を支援するにあたり、政策金融公庫資
金である農業経営基盤強化資金の貸付は、特に規模
拡大などの経営改善を目指す担い手農家にとっては非
常に有益であり、市農業への貢献も高いことから継続
の必要性がある。

２１９ 4210Cb1 農政水産課
農業振興費（農業経営基
盤強化資金利子助成事
業）（再掲）

農業関係制度資金の融
資を受けた農業者に対す
る利子助成により、農業
経営の支援対策を実施

法人４件及び個人１５件の制度資金残高890,963千
円に対し、県1,565千円、市1,565千円、計3,130千円
の利子助成を実施した。

¥3,130,000 A 現状維持

農家の設備投資を支援するにあたり、政策金融公庫資
金である農業経営基盤強化資金の貸付は、特に規模
拡大などの経営改善を目指す担い手農家にとっては非
常に有益であり、市農業への貢献も高いことから継続
の必要性がある。

２２０ 4211Aa1 農政水産課
農業次世代育成振興費
（三沢市担い手育成総合
支援協議会負担金）

認定農業者相談会、審査
会、スキルアップ研修に
より支援対策を実施

アクションサポートチーム（関係機関の実務担当で
構成）による認定農業者への申請及び更新手続き
に関する相談窓口を設け、経営改善へ向けた指導
等を行った。

¥198,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、農
業の担い手不足が深刻化している中、意欲と能力のあ
る農業者の指導・育成を行い、当市農業の振興を図る
うえで継続する必要がある。

支援協議会負担金） より支援対策を実施
等を行った。 うえで継続する必要がある。

２２１ 4211Aa2 農政水産課
あおもり園芸産地育成総
合整備事業（青森県野菜
等生産力強化対策事業）

県補助事業を活用し農家
の生産力向上と経営安定
を図るため、支援を行う。

認定農業者5名が、ロータリートレンチャー1台、ニン
ニク収穫機1台、フレールモア1台、肥料散布機1
台、ごぼう選別機1台、ブームスプレイヤー1台を導
入した。

¥7,837,000 A 現状維持

地域の牽引役である認定農業者が機械等を導入し、野
菜生産力が向上することで、地域の農業生産向上はも
とより、当市農業の振興が図られるため、継続が必要で
ある。

２２２ 4211Ba1 農政水産課

農業次世代育成振興費
（三沢市担い手育成総合
支援協議会負担金）（再
掲）

就農計画書の作成支援、
制度資金の相談等により
支援対策を実施

ＪＡおいらせ営農講座にて講師を招き、認定農業者
に対して作業の安全・人員確保等に関する研修会
を開催し、経営改善への向上支援を行った。

¥198,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、農
業の担い手不足が深刻化している中、担い手である農
業後継者の育成・支援の継続が市農業の振興を図るう
えで必要である。

２２３ 4211Bb1 農政水産課
農業次世代育成振興費
（三沢市農業青年会議育
成費補助金）

農業後継者が中心となっ
て組織する三沢市農業青
年会議に対する支援対策
を実施

農政水産課所管の圃場を提供し、試験栽培による
技術習得・向上や農業体験の場として利用させて
いるほか、圃場運営費等の費用として利用できるよ
う補助金を交付し支援した。

¥249,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、農
業の担い手不足が深刻化している中、担い手である農
業後継者の育成への支援継続が市農業の振興を図る
うえで必要である。を実施 う補助金を交付し支援した。 うえで必要である。

２２４ 4220Ab1 農政水産課
三沢市食肉処理センター
事業（特別会計）

安全で衛生的な食肉の流
通を確保し、畜産農家の
経営安定化を図るために
実施する食肉処理セン
ター運営に係る経費全
般。

　三沢市食肉処理センターにおける安定した処理を
目指し、常に良好な状況で施設運営が可能となる
ように施設の優良な維持管理に努めるとともに、処
理頭数の増頭が図られるよう、各関係機関との連
携を図った。

　参考：　H22処理頭数実績：２８５，６３３頭

¥0 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

食肉処理センターの処理頭数は年々増加しており、現
行のと畜枠1,300頭/日では搬入ピーク時における対応
が難しい状況となっている。また、当センターは平成８年
の竣功から約15年が経過しており、機械設備を中心に
老朽化が著しい状況となっているため、大規模改修に
よって処理頭数の増大並びに施設の改修を実施し、市
内雇用の拡大や、より低コストな施設運営により増築に
係る整備費も含めて黒字経営となるような管理運営を
目指す。
なお、予算拡大についても、一般会計からの繰入れ（税
金の投入）はせず、利用者からの使用料だけで対応で
きる範囲で実施する。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２２５ 4220Bb1 経済部
三沢市グリーンツーリズム
推進への支援

高校生の農業体験修学
旅行等の受入を実施し、
三沢市の農業の情報発
信をする。

大阪初芝富田林高校の修学旅行生73名受け入
れ。　特産物セットを73セット販売した。

¥622,000 B
見直し（予算を

伴わない）

現在の受入れ農家については、ほとんどがボランティア
的な考えで、年に１、２度であれば受け入れてもよいと
の考えを持っており、これを所得向上につなげたいとの
ニーズは少ない。
しかしながら、高校生を受け入れることで、農家の魅力
の再認識などにはつながっている。
今後は、長い目で所得向上等も検討していく必要はあ
る。

２２６ 4220Bc1 農政水産課 おいらせ農協市場調査

流通体系の視点から、消
費者ニーズの調査を行
い、野菜のブランド化の
方向性を探ることの支援
を行う。

【6月】沖縄
市場での流通実態調査やスーパーの視察を行い
遠地での消費者ニーズを把握し、対応を検討した。
平成２２年１１月、平成２３年３月に予定していた消
費宣伝会は、震災等その他の事情により実施する

¥0 A 現状維持

現地でのPR活動や消費者ニーズの調査により、当市産
野菜のブランド化戦略の方向性を定め、さらなる販売向
上を目指し、農業者の所得向上につなげるため継続が
必要である。

を行う。
ことができなかった。

２２７ 4220Bx1 観光物産課
畜産業費(市牛・じゃがま
つり実行委員会補助金)

畜産共進会、牛肉・牛乳
の消費拡大ＰＲ、じゃがい
も掘り、市民参加のゲー
ム、ふれあい小動物園の
開設により土に親しみ,農
業に対する理解を深め、
農畜産業の振興を図る。

牛の供覧とじゃがいも掘りの二つからなるが、口蹄
疫を懸念して牛の供覧は中止し、じゃがいも堀りは
実施した。

¥1,005,000 C 廃止
平成２３年度でファームフェスタと統合し、廃止としてい
る。

２２８ 4220Ca1 観光物産課
農産物加工ｸﾞﾙｰﾌﾟへの支
援

ビードルドーム定期市、
市民の森定期市の実施
により地場産品の消費拡

道の駅みさわでの通年販売、ビードルドームでの週
2回および九の市定期市、市民の森やすらぎ荘で
の毎週土日の産直販売を開催し、ニンニク味噌・焼
肉のたれ、ごぼうチップス等を販売した。
また、新たに開発したごぼう茶が新聞やテレビでも
紹介され、１１月から３月の震災直前までの間で、

¥622,000 A
見直し（予算を

伴わない）

現在農家婦人による加工グループは、みさわ味彩の会
のみとなっているが、農産物加工施設の建設後の体制
づくりも含め、他団体の掘り起こしも図っていく必要があ

大を進める。 １,１００袋販売した。
なお、平成２２年度は、夏場の異常高温により野菜
のできが悪く、８月の１ヶ月間、ビードルドームでの
市定期市を中止した。

る。

２２９ 4220cx2 観光物産課
地産地消フェア運営費補
助金

地元農産物に触れる機会
を通して販路拡大と消費
拡大につながる地域密着
型イベントを検討する。

みさわ地産地消フェアと題し、アメリカ広場を会場と
して１１月１４日（日）に実施した。野菜や魚介類は
販売するとともに、当市のパイカ鍋、エアフォース
バーガー、バラ焼きドック、ごぼうアイスをはじめ県
内のご当地グルメも出店した。全部で１５の出店
ブースがあったが、フェア終了の午後４時をまたず
に午後２時前に完売により閉店するブースが半数
以上あり、賑わった。

¥3,122,000 B
見直し（予算を

伴わない）

地産地消の取組みと併せ、中心市街地の活性化を図る
施策は今後も必要であることから、より効果が上がるよ
う見直しを図りながら継続していく実施していく必要があ
る。

「みさわ農産物を知って 大阪初芝富田林高校学園祭にて野菜販売等PR活 見直し（予算を

農産物の販路拡大については、農協でも実施している
が、同時にブランド化、見える化を進めていく必要もあ

２３０ 4221Bx2 観光物産課 農産物販路の開拓
「みさわ農産物を知って
買ってもらい隊」派遣事業

大阪初芝富田林高校学園祭にて野菜販売等PR活
動を実施。

¥1,702,000 C
見直し（予算を

伴わない）

が、同時にブランド化、見える化を進めていく必要もあ
る。
そのような観点で、より効果的な販路拡大策を模索して
いきたい。

２３１ 4222Cx1 学校給食センター
農産物加工施設設置事業
（学校給食センター）

学校給食等に地元農産
物を加工・供給し、食育の
必要性、安全安心の消費
拡大を図り、地産地消を
推進する

農産物加工施設設置事業（学校給食センター）に
係る事業認定の取得、用地買収を完了した。

¥62,674,000 A 現状維持 平成２４年度中の建物完成を目指しているため。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２３２ 4223Ba1 農政水産課
農産物販路促進費(市民
農園設置事業)

市民の農業に対する理解
を深めるため、農産物生
産の場を提供する。

開園期間は4/11～11/14。　所在は大字三沢字南
山8番1号。私有農地を有償で借り上げし、無料で
市民に貸与。1区画約30㎡（約9坪）で区画数85区
画のうち85区画を貸付。開園期間の前後に機械借
り上げにより作業を委託し圃場整備を実施した。

¥219,000 A 現状維持

民間の市民農園も開設していることから、将来的に継
続・廃止について検討する必要があると思われるが、現
状は、応募人数が区画数を超えるなど、市民の農業に
対する関心の高さが伺えることから、現状維持とした。

２３３ 4230Aa1 農政水産課 エコファーマー認定支援

安全・安心な農畜産物を
消費者に提供できるよう
エコファーマーの資格取
得を支援する。

20件のエコファーマー認定を支援した。 ¥0 A 現状維持

現在、環境問題への関心が高まる中、農業においても
化学肥料・農薬の多用により生じる環境汚染や農地の
生産力低下が問題となっており、環境に配慮し、かつ生
産力を維持・増進する農業が求められていることから、
継続が必要である。

２３４ 42410Ac6 農政水産課
県営仏沼地区湛水防除事
業

仏沼地区排水ポンプの施
設更新

県において、一部工事 ¥8,167,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。増大する堪水被害を防
止する事業であることから今後も事業を継続することに
意義があるため、現状維持とする。

２３５ 42411Ac8 農政水産課
県営北三沢地区経営体育
成基盤整備事業

北三沢土地改良区管内
イカト地区において基盤
整備を実施する。

県において、実施設計 ¥8,376,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。農地の集団化を総合的
に実施することで、農業生産の安定化を図れることか
ら、事業完了まで継続完了まで継続事業とする。

２３６ 4241Ax1 農政水産課
人参洗浄選別施設設置助
成事業（民生安定施設事
業）

おいらせ農協を事業主体
として、人参洗浄選別施
設を建設し、生産出荷体

施設建設のための「実施設計」作製に対する補助
金を助成。

¥12,915,000 A 現状維持
当事業は平成２２年度に実施設計、平成２３年度～２４
年度に建設工事の事業スケジュールとなっている。

業）
制の強化を図る。

２３７ 4242Aa1 農政水産課 農道整備事業
農道簡易舗装工事、農道
補修用砂利の供給

織笠地区Ｌ＝２６０．０ｍ、塩釜地区Ｌ＝１６０ｍ計２
路線の簡易舗装整備。農道保全用として各町内会
へ約８９３?の砕石を供給。

¥9,531,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。農道の安全性・利便性
を確保することで作業の円滑化、又、荷傷み防止等にも
多大な効果があるため現状維持とする。

２３８ 4243Ac1 農政水産課
県営仏沼地区溜池等整備
事業

北三沢改良区で行った用
水路改修工事の償還に
対する償還金の補助

県営仏沼地区溜池等整備事業費補助金 ¥3,565,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。償還金を補助すること
で農家の負担軽減を図ることができることから、今後も
事業展開していく必要があることから、現状維持とす
る。

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な

２３９ 4246Ab1 農政水産課
県営三沢地区農村振興総
合整備事業

農地の冠水被害防止の
ための排水路整備　農
道、集落道の整備のため
の負担金

主に六川目地区外地区における工事（農業用排水
路３路線、農道２路線、集道３路線）

¥87,266,000 A 事業完了

性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。しかし平成22年度で当
事業は完了となるものの、複数の地域に農業用排水
路、農道等多種多様な整備もでき効果も高いため、今
後、当事業を展開できるよう、地域の要望を取りまとめ
県に要望していくこととする。

２４０ 4249Ac5 農政水産課
県営谷地頭地区ふるさと
農道緊急整備事業

農道を整備し、農作業の
効率化を図るもの。

県による設計委託 ¥17,500,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であることを認識している。比較的、長い距離の農
道の安全性・利便性を確保することで作業の円滑化、
又、荷傷み防止等にも多大な効果があるため現状維持
とする。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費
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２４１ 4249Ba1 農政水産課
畜産環境費(家畜自衛防
疫事業委託料)

県及び市で家畜伝染病
の予防のため実施する予
防接種を獣医に委託す
る。

平成２２年度予防接種実績　：　４，５９５頭
青森県畜産協会から市への徴収事務委託料　：　１
頭につき１０円～２０円、H22歳入合計額：５８，６２０
円
市から各獣医への徴収事務委託料　　　　　　　：　１
頭につき　７円～１５円、H22歳出合計額：３７，２２９
円

¥37,229,000 A 現状維持

口蹄疫をはじめとする家畜伝染病は、畜産農家への被
害はもちろん、付近住民に至るまで影響を及ぼすことか
ら、常日頃からの防疫活動が大変重要となっている。こ
のため、当該家畜防疫事業については、現状維持によ
り予防措置を講じていくこととし、更に、各種家畜伝染病
が発生した際における防疫体制確立のため、家畜伝染
病防疫計画の策定を早期に実現していく。

２４２ 4250Aa1 農政水産課
農用地利用集積計画の策
定

利用権の設定などによ
り、農地の有効利用・集
積を推進する。

農地の利用集積を希望する農業者に対する農業
委員会のあっせん事務の円滑な進行に協力し、利
用権設定に係る公告などの事務手続きを行った。

¥0 A 現状維持

農地利用を集積し、団地化を進めることで農業生産の
効率性や生産性が向上するとともに、経費の削減も図
ることができることから、その促進事務は継続は必要で
ある。

２４３ 4250Bb1 農政水産課
三沢市肉用雌牛（黒毛和
種）貸付事業

肉用雌牛を貸付けること
により、農業経営の安定
及び肉用雌牛の資質向
上を図るものとする。

　優良肉用雌牛の導入については、H20・H21年度
において実施し、市内畜産農家からの要望をほぼ
満たしており、また、H２２年度においては、農協に
おいても貸付事業を実施（国庫補助事業）すること
から、本年度における導入はなし。H２２年度におい
ては、これまで貸付けした農家への家畜改良や飼
育管理について営農指導を実施した。

¥0 A 現状維持

当該事業は、青森県からの補助金を基金に積み立て、
当該基金の運用として、優良な肉用雌牛（計２７頭）を導
入し、市内畜産農家へ貸付けしているものである。
また、当該事業は貸付期間（５年間）が終了した際に、
導入した牛の価格を市に返納することとなっており、市
では、当該返納金を基にして、再度、優良肉用雌牛を導
入できる事業であるため、現状維持で継続しても新たな
予算化をせずに、事業の有効性が継続されるものであ
る。

２４４ 4250Bx2 農政水産課
畜産環境費(アカバネ病予
防対策事業費補助金)

牛の流産・死産等の異常
産を起す病気を予防する
ための経費の一部を助成
する。

予防接種頭数：３３３頭 ¥120,000 A 現状維持

当該助成によって、予防接種率の向上による家畜伝染
病予防だけでなく、市営牧場における放牧頭数の増加
にも寄与している。
また、昨今における緊迫した畜産経営を救済するため
にも、現状維持により当該事業を継続することとした。にも、現状維持により当該事業を継続することとした。

２４５ 4250Ca2 農政水産課
畜産環境費(仏沼排水機
場維持管理事業費補助
金)

仏沼干拓地の環境を維
持するため、排水機場運
転にかかる経費の一部を
助成する。

　排水機場の維持管理及び関連機器類の点検整
備を実施し、仏沼地区の保全（水没の防止）が図ら
れた。

¥2,232,000 A 現状維持

市の所有地となっている仏沼の水没を防ぐにあたって
必要不可欠な事業であり、また、維持管理経費のコスト
削減に努めているものの、原油価格の高騰をはじめとし
た必要資材や使用料金の値上げ等により、補助金額の
現状維持で精いっぱいの状況であることから、現状維
持とした。

２４６ 4250Ea1 農政水産課
水田農業再生プロジェクト
事業

遊休水田を活用し、飼料
米の試験的作付けを行
い、畜産振興と水田の景
観保全に努める。

当市北部の遊休水田に、品種「みなゆたか」に統一
し、70aの試験栽培を行った。また、施肥方法に違
いによる生育の比較も行った。

¥0 A 現状維持

当事業は、平成２０年度から平成２２年度までの３ヶ年
計画であるが、現在進行中の北三沢地区圃場整備を踏
まえ、２３年度も取り組んでいるが、今後の取り組みつ
いても検討する必要があると思われる。

飼料米作付けにより水田
12名の農業者が飼料用米13haを作付けし、その
内、助成の対象となる不耕作地であった水田を復

飼料米を栽培することにより、当市農業の懸案事項で
ある湿田による耕作放棄地の解消や近年の高騰する
家畜飼料の自給率向上が図れるため、国の助成を活

２４７ 4251Ex1 農政水産課 飼料米活用促進事業
飼料米作付けにより水田
を有効活用し、併せて飼
料の安定供給を図る。

内、助成の対象となる不耕作地であった水田を復
田し飼料米の作付をしたのは7ha。助成金額は、
737,470円の助成を行った。

¥737,000 A 現状維持
家畜飼料の自給率向上が図れるため、国の助成を活
用し、試験栽培の結果等を踏まえながら低コストによる
飼料米の作付拡大を図り、農家所得の安定に資するた
め、継続が必要である。

２４８ 4251Ex2 農政水産課
紫黒米・赤米等古代米試
験栽培事業

古代米栽培による米の高
付加価値化の可能性を
探り、水田の耕作放棄地
解消につなげる。

紫黒米（式部糯：3a、紫の君：3a）、低アミロース米
（ゆきのはな：10a、ふ系２２２：10a）の4品種の試験
栽培を行ったほか、試食会や検討会の実施、道の
駅のレストランへ提供し普及を図った。

¥660,000 A 現状維持

　湿田で野菜転作できない遊休水田の利活用すること
により、当市農業の課題である耕作放棄の解消や、新
たな特産物として定着・普及を図るため、事業継続は必
要である。
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２４９ 4251Ex3 農政水産課 湿田転作新作目開発事業

湿田の多い北部地域の
耕作放棄地解消のため、
適性のある新作目の栽培
を検討する。

当市北部の遊休水田に、イネ科多年性植物「まこも
たけ」を5a、オモダカ科水生多年草「クワイ」を1aの
試験栽培を行った。また、先進地視察研修や各飲
食店へ提供、保存方法の研究等を行った。

¥0 A 現状維持

　湿田で野菜転作できない遊休水田の利活用すること
により、当市農業の課題である耕作放棄の解消や、新
たな特産物として定着・普及を図るため、事業継続は必
要である。

２５０ 4254Ba1 農政水産課
畜産業費(酪農ヘルパー導
入助成事業費補助金)

酪農経営及び生活環境
の向上を図るための酪農
ヘルパーの活動運営に
要する経費を助成する。

ヘルパー利用日数：３０６．５日 ¥720,000 A 現状維持

酪農経営は、業務の性質上、毎日の給餌や搾乳が必
要不可欠であるため、従来では冠婚葬祭への出席も儘
ならない状況であったため、酪農家の労働条件の改善
並びに健康維持のため、必要不可欠な事業となってい
る。
新たな担い手の確保のためにも、現状維持により事業
を継続することとした。

２５１ 4254Bx1 農政水産課
畜産業費(酪肉種育成奨
励対策事業費補助金)

酪農、肉牛経営の体質強
化及び牛肉資源の拡大
を図る。

育成実績頭数：
　　乳用牛：　９２頭
　　肉用牛：１５０頭
　　 合計　：２４２頭

¥1,314,000 B 現状維持

当該事業により、畜産経営の向上はもちろん、消費者
が安全安心で低価格な牛肉を消費することが可能とな
り、食料自給率の向上にも繋がっている。
また、現在、畜産農家を取り巻く情勢は、原油の高騰
や、輸入飼料の高騰等によって、大変厳しい経営状況
にあることから、予算の削減をせずに、現状維持により
対応していくこととした。

２５２ 4311Aa1 農政水産課
水産振興費（三八漁業士
会負担金）

漁業士交流の場を設け、
漁業振興・漁業後継者の
育成指導等の実施

平成22年1月に漁業技術の検討会や漁業活動の
実績発表大会を実施し、漁業技術の向上を図っ
た。また、6月、9月には東北町及び十和田市の小
学校にて水産教室を開催し、後継者の育成を図っ
た。

¥321,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。又、事業実施にあたっては
漁協、市、県が連携し、更には漁業士自らが安定した漁
業経営の確立のため、今後も事業展開していく必要が
あることから２４年度以降の方向性としては現状維持と
する。

　水産業を取り巻く環境は魚価の低迷、燃油高騰、 　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要

２５３ 4311Ba1 農政水産課
水産振興費（県漁業信用
基金協会出資金）

漁業者の債務保証を行う
漁業保証機関に対する出
資

　水産業を取り巻く環境は魚価の低迷、燃油高騰、
大型クラゲの来襲等依然として厳しく、このため中
小漁業者の経営は非常に厳しいものです。このた
め、中小漁業者の信用力を補完し、金融機関の代
位返済を円滑化するとともに保証債務に積極的に
取り組み融資制度を円滑化するため、県漁業信用
基金協会に対し出資を行い、安定かつ充実した保
証対応を継続させることができた。

¥131,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。
　漁船等燃油価格高騰、大型クラゲ被害、更には東北
地方太平洋沖地震における漁業被害等、漁業者にとっ
ては非常に厳しい情勢であることから、今後も当該出資
事業を継続することにより漁業者の信用力を補完し円
滑な資金融通に寄与できるため現状維持とする。

２５４ 4320Ab1 農政水産課
水産振興費（東部海区沿
岸漁業振興協議会負担
金）

沿岸水産資源の増養殖
事業の推進及び魚礁の
効果調査

　県水産振興課へ講師を派遣してもらい、資源管理
についての学習会を開催した。毎年実施している魚
礁の効果調査については東北地方太平洋沖地震
及びそれに伴う津波により実施できなかった。

¥1,037,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。又、事業実施にあたっては
県で設置した人工魚礁を効果的・効率的に運営していく
ために、漁協、市、県が連携し今後も事業展開していく
必要があることから、２４年度以降の方向性として現状
維持とする。維持とする。

２５５ 4323Aa1 農政水産課
水産資源管理費（県水産
振興会負担金）

資源管理型漁業の推進
を図る

ヒラメやマコガレイ等の漁獲規制の適正な履行を推
し進める資源管理型漁業の推進、及び生産基盤整
備のため「青森県水産要覧」や「青森県漁業の働
き」等の作成や県水産賞の表彰等を行った。

¥977,000 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価における
有効性が若干低いが、つくり育てる漁業、資源管理型
漁業の推進のため、今後も必要な事業であると認識し
ており現状維持とする。

２５６ 4323Ba1 農政水産課
水産資源管理費（県さけ・
ます増殖流通振興会負担
金）

増殖事業として、さけ等の
種卵の確保及び稚魚の
放流

海産新魚及び卵の確保に関する事業や稚魚の放
流事業を実施した。また、「北国青森のさけ」を県内
外に宣伝するためのホームページの運営、及びテ
レビ、ラジオを使った普及・宣伝活動、更にはアス
パムや空港等の水産物展示コーナーを活用し消費
拡大にも努めた。

¥88,000 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価における
有効性が若干低いが、つくり育てる漁業、資源管理型
漁業の推進のため、今後も必要な事業であると認識し
ており現状維持とする。

31 / 49 ページ 事業費（フルコスト）＝人件費＋直接経費（国庫支出金、一般財源ほか）



平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２５７ 4330Aa1 農政水産課
海中蓄養施設パイロット事
業

三沢市漁業協同組合に
おいて漁港内に海中蓄養
施設を設置し、ひらめの
蓄養試験を実施する

平成20年度に試験畜養・販売した反省点を踏ま
え、ヒラメにストレスなく畜養できるよう生簀を改良
作製したが、設置・出荷まで至らなかった。しかし、
高価格販売の手法としてヒラメの神経抜き出荷を研
究し、試食会等を行い高値販売の出荷に努めた。

¥0 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価における
有効性、効率性が若干低いが、今後も三沢産ヒラメの
高価格出荷のため畜養試験、更には併行して神経抜き
ヒラメのPR等により継続して事業実施する必要性があ
ると思われるため現状維持とする。

２５８ 4330Ba1 農政水産課 海水取水設備改善事業
魚市場の海水取水施設
機能を強化し、衛生的で
安定した海水を供給する

平成２１年度で事業完了 ¥0 A 事業完了
　東北地方太平洋沖地震に伴う津波により被災した海
水取水施設の復旧工事は、平成２３年度で事業完了の
予定である。

　４月に三沢漁港及び三沢ビードルビーチにて、米
軍関係者と漁業関係者により開催された日米合同
清掃活動をはじめ、４月から１０月にかけてボラン

２５９ 4330Bb1 農政水産課 三沢漁港清掃活動
漁港内の清掃活動の実
施

清掃活動をはじめ、４月から１０月にかけてボラン
ティアによる環境整備を計７回実施した。（日米合
同清掃・約350名、三川目小学校・約30名、二中・約
70名、日本原燃・約20名、ワークランドつばさ・約20
名、シルバー人材センター・約40名、東部地区連合
町内会・約30名）
　更には、３月１１日の東北地方太平洋沖地震、及
びそれに伴う津波により甚大な被害を受けた三沢
漁港は市民、米軍関係者をはじめ多くの人たちに
よるボランティア活動より瓦礫撤去作業が行われ
た。（延べ375名参加）

¥62,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。又、事業実施にあたって
は、市民及び各種団体の自主性によるものであるた
め、環境整備ボランティアに関する気運を高めるべく、
今後も漁協、市が連携し現状どおり事業を継続して実
施していく方向である。

海水浴場周辺広場環境整 多目的運動広場や緊急

　海水浴場の後背地において、約３ｍに盛土した約
2.5haの土地を緑地広場とするため、平面種子植付
及び法面の張芝を実施した。また、入口階段やベ
ンチや椅子の製作を行った。

A
見直し（拡大（予

　東北地方太平洋沖地震に伴う津波により、平成２２年
度に製作したベンチや椅子、入口階段等が流出、更に
は緑地化のため芝を生育していたが塩害により生育が

２６０ 4330Cc1 農政水産課
海水浴場周辺広場環境整
備事業

多目的運動広場や緊急
避難場所の整備

ンチや椅子の製作を行った。
【緊急雇用創出事業】事業期間平成21年度～23年
度
雇用期間（人数）：4月～9月（延べ9名）
業務委託先：財団法人三沢市公園緑化公社

¥10,116,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））
は緑地化のため芝を生育していたが塩害により生育が
難しくなっている。緊急雇用創出事業は２３年度で終了
であるが、引き続き別事業にて復旧、整備を進めていき
たいと考えている。

２６１ 4331Cb1 農政水産課 広域漁港整備事業
外郭施設、浮体式桟橋な
どの漁港整備

三沢漁港外郭施設（沖防波堤）ケーソン、ブロック
製作・据付L=15ｍを実施した。
三沢地区広域漁港整備事業（事業主体：県、市は
総事業費に対する1/10を負担）

¥305,965,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。又、漁港を整備・拡張するこ
とによって市内漁業者の利便性が増すとともに、県内外
からの外来船が増加し、販売額の増により地域の漁業
振興に繋がるため、２４年度以降の方向性としては現状
維持とする。

２６２ 4332Ca1 農政水産課 製氷施設機能強化事業
製氷施設の機能を強化
し、安定した氷の提供

平成20年度で（平成21年3月完成）で事業完了。 ¥0 A 事業完了
　現在、製氷貯氷施設は東北地方太平洋沖地震に伴う
津波により被害を受け使用不能となっているが、２３年２６２ 4332Ca1 農政水産課 製氷施設機能強化事業

し、安定した氷の提供
平成20年度で（平成21年3月完成）で事業完了。 ¥0 A 事業完了 津波により被害を受け使用不能となっているが、２３年

度において復旧し再稼働の予定である。

２６３ 4340Ba1 農政水産課
水産振興費（みさわ港まつ
り協賛会補助金）

地場産品の販売

平成22年8月29日に開催されたみさわ港まつりにお
いて、県内漁協の特産物をはじめ三沢沖海産物の
PR・販売し好評を得た。また、各種イベント等により
水産業に対する理解を深めた。

¥5,190,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、必要
性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も必要な
事業であると認識している。
　今年度は東北地方太平洋沖地震、及びそれに伴う津
波により漁港及び施設被害のため開催中止を余儀なく
されたが、年に一度のみさわ港まつりを毎年楽しみにし
ている市民が大勢いることから、２４年度以降も現状維
持とする。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２６４ 4340Bb1 農政水産課 ホッキ貝宣伝販売事業
量販店においてホッキ貝
を販売し、販路拡大を図
る。

3月13日に開催予定であったが、3月11日に発生し
た東北地方太平洋沖地震とそれに伴う津波により
開催中止を余儀なくされた。

¥0 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価における
有効性、効率性が若干低いが、実施方法・開催時期な
ども含め、手段の最適化を検討しながらの現状維持と
する。

２６５ 4411Aa1 産業政策課
商工振興費（中心市街地
活性化誘客対策事業費補
助金）

１００円バスによる消費者
の更なる利便性向上を図
る。

市街地の利便性確保を図るため１００円バスを運
行し、バス運行会社の損失分を補てんした。

¥2,420,000 A 事業完了 コミュニティバスへ移行のため

２６６ 4411Ab1 産業政策課
商工振興費（経営改善普
及強化対策事業他）

商工会が行う、経営指導
職員による経営改善活動
や労務対策事業への支
援。

具体的実施事業内容
・講習会等の開催による指導
・各種金融機関に関する相談及び斡旋
・商工業者に対する巡回及び窓口相談指導の実施

¥5,178,000 A 現状維持

商業者への指導・支援を強化するには、経営指導をは
じめとする指導員の自己改革・自己啓発を促進するとと
もに、その中核である事務局機能及び指導体制の維持
が必要不可欠であり、本事業を通じて、小規模事業者
に対して徹底した経営改善・経営改革等の指導強化を援。

・記帳継続指導
に対して徹底した経営改善・経営改革等の指導強化を
更に進めます。

２６７ 4411Ac1 産業政策課
商工振興費（商工会商工
振興事業費補助金他）

商工会が行う調査や共同
事業支援等、各種取り組
みに対する支援。

商工会商工振興事業実施状況
・商工振興対策事業
・商業街区活性化推進事業
・誘客推進対策事業
・商店街共同事業支援事業

¥25,520,000 B 現状維持
市内商工業者の育成を図りつつ、地域経済の総合的発
展のため、活力があり魅力に溢れる商店街を目指す必
要がある。

２６８ 4510Bd1 観光物産課 「観光大使」事業
三沢市出身の有名人を
介した観光ＰＲ

観光大使を選考し、太田幸司氏と九條今日子氏に
承諾を得た。

¥126,000 B 現状維持
平成23年度は実際に活動する初年度となるので、その
実施状況を見ながら、今後は拡大も視野に入れ継続し
ていく。

２６９ 4510Da1 観光物産課 コンベンション誘致事業
コンベンションの誘致及び
開催の促進

胃癌学会、全国教育長会議、冬季国体開催時に地
元食材を使用した無料試食、市内観光パンフレット
の配布等を実施。

¥62,000 B 現状維持
県補助制度等の活用を図る中で、引き続き全国及び東
北規模の大会の誘致に努める。

の配布等を実施。

２７０ 4511Aa1 観光物産課
観光費（観光ＰＲ推進事
業）

ホームページ、パンフレッ
ト等の充実

観光パンフレットの印刷・配布、ホームページでの
情報発信。

¥1,405,000 B
見直し（予算を

伴わない）

より一層効率的で効果的なPR事業が図られるよう、観
光パンフレットについては、観光協会への委託等も検討
する。ホームページについてもリニューアルされた現行
のシステムに基づき、常に最新の情報発信に心がける
必要がある。

２７１ 4511Ba1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金）

構成市町村による広域的
な観光宣伝と誘客

ホームページやケータイQRコードの作成等により
小川原湖周辺の観光情報を発信したり、岩手県か
らのモニターツアーを実施するなどの事業を行う小
川原湖広域観光協議会に対し負担金を拠出した。

¥762,000 C 廃止

２７２ 4511Bb1 観光物産課
観光費（十和田エイトライ
ン観光協議会負担金）

構成市町村による広域的
な観光宣伝と誘客、観光
ルートの確立

十和田市他の構成団体とともに、広域観光マップ
作成等の事業を実施した。

¥946,000 C 現状維持
観光資源の掘り起こしや物産品の開発に努めながら、
それと並行して当該事業についても実施していく必要が
ある。

ン観光協議会負担金）
ルートの確立

作成等の事業を実施した。
ある。

２７３ 4511Bc1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金外）（再
掲）

加入団体主催の観光・物
産展への参加

青森ディスとネーションキャンペーン等の観光展、
物産展等に積極的に参加する。

¥1,621,000 B 現状維持
観光資源の掘り起こしや物産品の開発に努めながら、
それと並行して当該事業についても実施していく必要が
ある。

２７４ 4511Bc2 観光物産課
観光費（青森県物産協会
負担金外）

加入団体主催の観光・物
産展への参加

青森デスティネーションキャンペーン等の観光展、
物産展等に積極的に参加した。
【実績】ご当地グルメ屋台村（東京）、青森人の祭典
（東京）、ゆるきゃらサミット（埼玉）、富田林高校文
化祭（大阪）、青森自慢市（青森市）、青森デスティ
ネーションキュンペーン（青森市）、全国胃がん学会
（三沢市）

¥1,657,000 B 現状維持
観光資源の掘り起こしや物産品の開発に努めながら、
それと並行して当該事業についても実施していく必要が
ある。

33 / 49 ページ 事業費（フルコスト）＝人件費＋直接経費（国庫支出金、一般財源ほか）



平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２７５ 4511Ca1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金外）（再
掲）

広域観光資源をルートに
組み込んだ旅行商品の
開発

小川原湖広域観光協議会や十和田エイトライン広
域観光協議会において、旅行のモデルコースとして
のプランを作成し、パンフレットに印刷する等して宣
伝した。

¥821,000 B
見直し（予算を

伴わない）

観光資源の掘り起こしや物産品の開発に努めながら、
それと並行してより魅力的な観光商品の開発、推進に
努める必要がある。

２７６ 4520Aa1 観光物産課 おもてなし研修実施事業

観光関係者の協力によ
り、おもてなしマニュアル
を作成し、各種研修を実
施する。

官民観光施設職員等を対象に「おもてなし大学」を
開講した。

¥180,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））

事業の必要性は大いにあると思っているが、この効果
をさらに上げていくためには、参加者の増を図るととも
に、講師の質も吟味していく必要がある。

２７７ 4520Ac1 観光物産課 観光案内所の充実
既存施設への観光ガイド
等の設置

施設職員を「おもてなし大学」を受講させ、案内機
能の向上を図った。

¥438,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））

事業の必要性は大いにあると思っているが、この効果
をさらに上げていくためには、参加者の増を図るととも
に、講師の質も吟味していく必要がある。

２７８ 4530Aa1 観光物産課 観光資源の発見・発掘

冬期限定「三沢ほっき丼」
や既存施設のPRに加え
新たな三沢市を発見す
る。

これまでのほっき丼事業に加え、パイカ料理など、
観光地に必要な資源の開発について検討した。

¥6,855,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））
三沢市の観光客誘致のためには、その資源開発が不
可欠である。

２７９ 4530Ac3 観光物産課
先人記念館管理費（指定
管理料）

先人記念館の指定管理
費（斗南藩記念観光村と
一括計上）

指定管理者に管理運営させた。 ¥17,871,000 B
見直し（予算を

伴わない）
歴史民俗資料館との連動を図り、市内小中学校の授業
に活用するなど、新たな事業展開を図る必要がある。

２８０ 4530Ad1 観光物産課 モニターツアー等の実施

首都圏等から旅行関係者
を対象に実施し、本市に
対する意見などを今後の
事業に役立てる。

小川原湖広域観光協議会が、負担金の一部を活
用し、岩手県からのモニターツアーを実施した。

¥700,000 B
見直し（予算を

伴わない）

観光資源開発とともに、その有効性を図る視点で実施
するモニターツアーは有効な手段の一つであるため、何
らかの手段を活用し実施していきたい。

現在の受入れ農家については、ほとんどがボランティア
的な考えで、年に１、２度であれば受け入れてもよいと
の考えを持っており、これを所得向上につなげたいとの

２８１ 4530Ba1 観光物産課
グリーンツーリズム旅行商
品の企画

（検討中）
大阪富田林高校の修学旅行生及び六ヶ所村泊中
学校生徒を三沢グリーンツーリズム協議会におい
て受け入れ、農家に宿泊させた。

¥311,000 B 現状維持

の考えを持っており、これを所得向上につなげたいとの
ニーズは少ない。
しかしながら、高校生を受け入れることで、農家の魅力
の再認識などにはつながっている。
今後は、長い目で所得向上等も検討していく必要はあ
る。

２８２ 4530Ca1 観光物産課 物産販売促進事業
各種物産展への参加及
び開催

昨年１１月２３日に、東京青森県人会による「2010
青森人の祭典」が東京国際フォーラムで開催され、
三沢市観光協会と協働で参加。当市の物産品とし
て、ニンニク、こうじなんばん、箱菓子などを委託販
売した。
県内４０市町村が参加、来場者は１万人を越え盛
況であったが、当市の物産品はニンニク３個入りと
６個入れ各３０箱、こうじなんばん３０本は完売、箱
菓子などは持ち込んだうちの半数が売れたが、
キーホルダーやマグカップなどは数点のみの販売

¥886,000 B 現状維持
有効な特産品の開発、支援等を図る中で、並行して販
売促進事業を実施していく必要がある。

キーホルダーやマグカップなどは数点のみの販売
にとどまった。

２８３ 4530Cb1 観光物産課 特産品の開発
地域資源を活用した特産
品の開発・販売

「ごぼう茶」を「三沢味彩の会」に製造販売させた。
ごぼう茶は、新聞やテレビでも紹介され、１１月から
３月の震災直前までの間で、１,１００袋販売した。
一袋300円。

¥645,000 B
見直し（予算を

伴わない）

当面は、どのような特産品開発が有効か研究する中で
その事業化を図る必要が生じた場合は、予算の拡大等
も必要になってくる。

２８４ 4530Da1 観光物産課
観光費（観光客誘致対策
事業費補助金）

市内観光に不可欠な二
次交通の確保を図る(観
光バス)

5月ゴールデンウィーク、夏休み期間、8月末から10
月末（土、日、祝日）、古牧温泉青森屋から道の駅
みさわ斗南藩記念観光村間の観光施設を1日4便
（夏休み期間中は6便）の運行を行った。

¥2,244,000 C
見直し（予算を

伴わない）

観光客誘致のためには２次交通の確保は欠かせない
が、より効率的で効果的な運用が図られるよう観光バス
の運用の見直しを図るとともに、他の交通手段について
も検討していく。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

２８５ 4530Db1 観光物産課
三沢市の観光における二
次交通研究協議会

市内に点在する観光施設
等を結ぶ交通手段として
観光関連団体等にて
協議会設立

三沢市観光における２次交通研究協議会の提言を
取りまとめた（１９年度から２２年度の４カ年実施）

¥388,000 B 事業完了

２８６ 4532Ac1 観光物産課
斗南藩記念観光村管理費
（指定管理料）

道の駅みさわ斗南藩記念
観光村の指定管理費

指定管理者に管理運営させた。 ¥54,941,000 B
見直し（予算を

伴わない）

これまで同様、指定管理者であるツーリストグループと
連携を図りながら、利便性の向上、利用者増等に努め
る。
未整備部分の利活用について、地域協議会などと協議
していく。

２８７ 4533Ac2 観光物産課
小川原湖畔施設管理費
（指定管理料）

小川原湖畔の指定管理
費

指定管理者に管理運営させた。 ¥12,998,000 B
見直し（予算を

伴わない）

これまで同様、指定管理者である観光協会と連携を図
りながら、利便性の向上、利用者増等に努める。
小川原湖の観光資源としての優位性に着目し、必要な（指定管理料） 費 B 伴わない） 小川原湖の観光資源としての優位性に着目し、必要な
施策を講じていく必要がある。

２８８ 4534Ab1 観光物産課
観光振興費（三沢市観光
協会補助金）

観光協会が実施する事
業に対する補助

観光関係団体が実施するイベントの運営費を補
助。

¥19,060,000 B
見直し（予算を

伴わない）

観光施策として必要な事業に対しての補助金は確保し
ながら、有効性、効率性の観点から今後も見直しを図る
必要がある。

２８９ 5110Aa1 土木課
上北横断道路整備事業要
望

地方主要都市間を結ぶ
上北横断道路の整備促
進を国に要望する

青森県東北縦貫自動車道八戸線建設促進期成同
盟会等の会員となり、同同盟会の活動として要望を
行った。

¥93,000 A 現状維持

　三沢～天間林間L=26kmの整備については、一部区
間において進捗が見られるものの未着手区間もあるこ
とから、引き続き関係市町村が一丸となって整備を求め
ていくこととする。

２９０ 5110Ab1 土木課
一般国道３３８号整備事業
要望

車道及び歩道の拡幅整
備、並びに架橋整備を県
に対して要望する

沿線市町村で構成する「エネルギーの道国道338
号整備促進期成会」での活動として、幹事会、総
会、要望活動を行った。

¥622,000 A 現状維持

　内部評価の結果も高く、残事業もあることから現状維
持としたい。また、未着手の高瀬川架橋新設について
は、国の高瀬川拡幅計画の進捗状況を見ながら、要望
内容や要望先について検討したい。

に対して要望する 会、要望活動を行った。
内容や要望先について検討したい。

２９１ 5110Ac1 土木課
仮称千代田・松原線整備
事業要望

県道三沢七戸線と県道三
沢十和田線を接続する路
線を県に対して要望する

県に対して、三沢市の重点要望事項として要望を
行った。

¥311,000 A 現状維持

　県事業として、現在整備中の中央町金矢線に接続す
ることにより、当該路線の整備効果も向上すること及び
中央町金谷線開通後の車の流れを見ながら具体的な
要望内容を検討することとし、当面は現状維持とした
い。

２９２ 5110Ba3 政策調整課
青い森鉄道線利便性向上
要望事業

青い森鉄道線の利便性
向上を目的とした鉄道事
業者等の関係機関に対
する要望等

平成22年12月4日に全線開業した青い森鉄道線に
ついて、運行本数や新幹線との接続、駅における
乗車券の購入方法などについて開業前と比較した
場合、著しく利便性が低下しており、また、住民から
も改善の要望が多く寄せられたことから、利便性の
向上を図るため、関係機関における会議や青い森
鉄道株式会社の取締役会を通じて、同鉄道線の利
便性向上策について要望した。その結果、平成22
年度に要望した事項については、一定の改善が図

¥62,000 A 現状維持

鉄道の利便性向上について要望したところ、一定の改
善が図られたところであるが、依然として八戸駅におけ
る新幹線との接続が不便であることから、引き続き、機
会あるごとに要望をする。

年度に要望した事項については、一定の改善が図
られた。

２９３ 5110Bb3 政策調整課
青い森鉄道線利活用推進
協議会事業

青い森鉄道線利活用推
進協議会における利活用
推進に向けた各種活動
等

青い森鉄道沿線自治体等で組織する青い森鉄道
線利活用推進協議会を通じて、12月4日の全線開
業に向けた各種ＰＲ事業及び沿線住民と共同での
利用環境向上事業を実施し、また、開業日には、沿
線の住民団体との協働により開業記念イベントを
実施した。
・青い森鉄道PRグッズ製作・配布
・各種メディアを活用した青い森鉄道線及び沿線地
域のPR
・地域団体等との協働による駅舎等の環境整備
・青い森鉄道全線開業記念イベント

¥206,000 A 現状維持
人口減少等の影響により、鉄道線の利用者数は年々減
少していることから、今後も事業者や関係機関と協力し
て利用促進活動に取組む必要がある。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
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２９４ 5110Ca2 政策調整課
三沢飛行場第二滑走路建
設事業要望

民間航空機優先の三沢
飛行場第二滑走路建設
についての要望活動等

青森県及び防衛省に対し、三沢空港の安定運用を
図るため、民間機優先の第２滑走路の建設につい
て、要望活動を実施。

¥31,000 B 現状維持

第2滑走路の建設は民間航空利用者の利便性向上だ
けでなく、今後の企業誘致活動においても大きなメリット
が見込めるため、引き続き関係機関に対して強く要望し
ていく。

２９５ 5110Da1 政策調整課
三沢市地域公共交通会議
事業

地域の総合的な交通体
系について検討等

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携
計画及び地域公共交通活性化・再生総合事業計
画に基づき、バス路線網の再編と実証運行に取り
組むとともに、市民やバス利用者に対するアンケー
ト調査を実施した。

¥37,243,000 A 現状維持

鉄道や航空の利用者にとって二次交通の整備は非常
に重要であり、引き続き、接続性を考慮した公共交通の
整備を図る。今後も、観光客等を視野に入れた広域的
な二次交通の整備についても引き続き検討する必要が
ある。

人口減少等の影響により利用者が減少しており、今後

２９６ 5111Ba2 政策調整課
交通拠点整備費（十和田
観光鉄道活性化協議会負
担金）

十和田観光鉄道活性化
協議会を通じた鉄道近代
化に係る支援

十和田観光鉄道活性化協議会を通じ、事業者に対
する一部整備費支援を行った。（鉄道軌道輸送高
度化事業：①継電連動装置の改良（十和田市駅）、
②自動券売機更新（三沢駅、十和田市駅））

¥2,480,000 A
見直し（予算を

伴わない）

人口減少等の影響により利用者が減少しており、今後
もますます厳しい経営が見込まれる中、事業者による
大規模改修が難しい状況にあるため、公共交通機関の
一つである鉄道の安全運行が確保されるよう、今後も
計画的に支援する必要がある。
一方で、鉄道の維持、存続に当っては、今後も、相当程
度の費用負担が見込まれることから、十和田観光電鉄
線の意義等について、関係機関と協議、検討をする必
要がある。

２９７ 5111Bb1 政策調整課
交通拠点整備費(十和田
観光鉄道活性化協議会負
担金）（再掲）

十和田観光鉄道活性化
協議会を通じた各種利用
促進活動

十和田観光鉄道の利用者の増加を図るため、十和
田観光鉄道活性化協議会を通じ、各種利用促進活
動を実施。
○イベントの実施：かぶと虫電車、お花見電車、お
花見ツアー、七夕ビール電車、サンバde電車、十鉄
電車開通記念の日＆感謝祭

¥16,000 B 現状維持
人口減少等の影響で利用者数が減少する中、公共交
通機関の一つである鉄道線の維持、存続のため、利用
促進活動に取組む必要がある。

電車開通記念の日＆感謝祭

２９８ 5111Ca1 政策調整課
交通拠点整備費（三沢空
港振興会負担金外）

三沢空港振興会及び三
沢空港利用促進期成会
を通じた要望活動等

平成21年度に引き続き、青森県に対して東京便4便
体制の復活等について要望活動を実施するととも
に、平成22年4月に三沢・大阪便及び青森・名古屋
便の運休が決定したことを受けて、日本航空には
利便性の確保について協議する場が設置され、
県、青森市とともに日本航空と協議した。

¥2,155,000 B 現状維持

航空会社に対する要望活動により、一定の成果が見ら
れたものの、依然として復便の見込みが立っていないこ
とから、引き続き、関係機関に対して強く要望するととも
に、より具体的な資料を作成し提示するなど、要望活動
の手法についても再度検討する。

２９９ 5111Cb1 政策調整課
交通拠点整備費（三沢空
港振興会負担金外）（再
掲）

三沢空港振興会及び三
沢空港利用促進期成会
を通じた各種活動や地域
活性化を促す取組支援

三沢空港の維持・拡大を図るため、三沢空港振興
会及び三沢空港利用促進期成会を通じ、利用促進
等対策事業を展開。
・旅行商品造成支援事業（商品造成会社：5社　※
一部、平成23年度上期商品有）
・旅行商品新聞広告折込事業（三沢空港利用圏域
へ新聞広告として約13万部を配布）
・東京ディズニーリゾートギフトカード贈呈事業（利

¥3,865,000 B
見直し（予算を

伴わない）

利用促進事業による直接的な利用者数は確保できな
かったが、社会情勢の変化等に各種ＰＲ事業の効果も
相まって、東京線の利用者が対前年比で大幅に増加し
ている。今後も引き続き各種利用促進活動に取組むと
ともに、より効果的な取り組みについて関係機関と協活性化を促す取組支援

・東京ディズニーリゾートギフトカード贈呈事業（利
用者：37名）
・三沢空港利用旅行助成金事業（利用者：126名）
・就航先空港におけるプロモーション活動事業

ともに、より効果的な取り組みについて関係機関と協
議、研究する必要がある。

３００ 5120Aa1 政策調整課
三沢市地域公共交通会議
事業

地域の総合的な交通体
系についての検討等

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携
計画及び地域公共交通活性化・再生総合事業計
画に基づき、バス路線網の再編と実証運行に取り
組むとともに、市民やバス利用者に対するアンケー
ト調査を実施した。

¥37,243,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

自家用自動車の普及により年々バスの利用者が減少し
ているため、利用しやすい公共交通網の整備を進める
とともに、今後、地域住民への意識啓発等によるモビリ
ティマネジメントの推進について検討する。
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３０１ 5120Ab1 政策調整課
三沢市地域公共交通会議
事業（再掲）

地域の総合的な交通体
系について検討等

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携
計画及び地域公共交通活性化・再生総合事業計
画に基づき、バス路線網の再編と実証運行に取り
組むとともに、市民やバス利用者に対するアンケー
ト調査を実施した。
　また、停留所や病院待合室での利用者の負担軽
減を図るため、あしあとランプの設置・導入を行っ
た。

¥37,243,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

自家用自動車の普及により年々バスの利用者が減少し
ているため、より利便性の高い公共交通網の整備を進
めるとともに、今後、利用者にやさしい公共交通利用環
境の整備に取り組む。

３０２ 5120Bc1 政策調整課
三沢市地域公共交通会議
事業（再掲）

地域の総合的な交通体
系について検討等

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携
計画及び地域公共交通活性化・再生総合事業計
画に基づき、バス路線網の再編と実証運行に取り
組み、事後調査を実施し、次年度以降の運行に向
けた計画の見直し等を行い、より利便性の高い公

¥37,243,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

バス路線の再編等に係る事後調査により、住民ニーズ
を把握し、必要に応じてデマンド型サービス等の新たな
交通手段の導入について検討する。けた計画の見直し等を行い、より利便性の高い公

共交通網の整備においての取り組みを行った。
　また、デマンド型サービスの導入可能性について

交通手段の導入について検討する。

３０３ 5121Ba1 生活安全課
地域交通対策費（生活交
通路線維持費補助金外）

生活交通路線維持費補
助金3路線・域内生活交
通路線維持費補助金3路
線

広域的な幹線の運行経費（欠損額）に対し沿線市
町村が協調して支援する

¥9,994,000 B 現状維持
交通弱者と呼ばれる高齢者･高校生にとって通院・通学
等に必要不可欠な公共交通手段であるバス路線の運
行を確保することで市民サービスの向上を図る。

３０４ 5210Aa1 都市整備課
都市計画マスタープランの
改正

都市計画マスタープラン
は、長期を見据えたまち
づくり進めるため、社会経
済状況や都市を取り巻く
環境の変化に伴い総合
的見地から市町村マス
タープランの見直しを行
う。

都市計画マスタープランワークショップを開催。
都市計画マスタープラン報告書作成

¥8,484,000 A 事業完了 平成２２年度で見直しが完了

三沢都市マスタープラン

３０５ 5210Ac1 都市整備課
三沢都市計画マスタープラ
ン見直し業務

三沢都市マスタープラン
において、将来的な土地
利用について検討を行
う。

都市計画マスタープラン見直し業務において、土地
利用の方針について検討した。

¥777,000 A 事業完了
平成２２年度で土地利用の基本方針の検討を実施し
た。

３０６ 5210Ac2 都市整備課 土地対策費
5,000㎡以上の土地取引
の届出受付及び活用状
況の調査

土地取引の届出により、利用目的を審査し、適正
かつ合理的な土地利用が図った。
また、遊休土地についても利用実態調査を実施し
た。

¥123,000 A 現状維持
国土利用計画法に基づく、県からの委譲事務である。
今後も土地の違法売買並びに乱開発などの防止を含
め、事務や調査を継続する。

３０７ 5210Bx1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

市立三沢病院移転跡地利
用検討事業

市立三沢病院移転跡地
利用検討委員会開催によ
る跡地利用の検討

「有償貸付」を条件の事業提案方式で公募を実施し
たところ、４事業者からの応募があった。その後２回
にわたり病院跡地利用審査委員会を開催し、事業
者を医療法人青仁会に決定、１２月に仮契約を終
えた。

¥0 A 事業完了

　市立三沢病院移転跡地の利活用についての事業主
体及び事業内容が決定したため、今後は事業者と連絡
を取り合い、施設整備がスムーズに行われるよう努める
こととする。

堀口地区雨水排水施設整 雨水排水を処理する調整
A３０８ 5210Cx1 都市整備課

堀口地区雨水排水施設整
備事業

雨水排水を処理する調整
池の整備

調整池本体工事　A=0.53ha ¥40,849,000 A 事業完了

３０９ 5210Db1 都市整備課 屋外広告物等許可事務

屋外広告物法等に基づ
き、屋外広告物について
規制を行い、良好な景観
形成を図る。屋外広告物
の審査、許可事務。

屋外広告物法に基づき、屋外広告物に許可事務及
び現況調査を実施。 ¥2,346,000 A 現状維持

屋外広告物法に基づく、県からの委譲事務である。
基準に基づく屋外広告物の指導、許可を引続き実施す
る。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３１０ 5210Ea1 建築住宅課 古間木団地建替事業
耐用年数を経過し老朽化
が著しい古間木団地の建
替

当初、平成２２年度に古間木団地建替の基本計画
を策定する計画でしたが、建替等に要する費用の
補助を受けるためには、市営住宅の建替えを含め
た長寿命化計画を先に策定する必要があったた
め、平成２２年度は計画を変更して三沢市公営住
宅等長寿命化計画を策定した。

¥4,502,000 A 現状維持

　古間木団地は既に耐用年数を経過し老朽化が著しく、
健康で文化的な生活が困難な居住環境となっている
が、構造的・設備的にも改修が困難な状況である。
　そのため、古間木団地の建替えをすることにより、入
居者に対し良好な居住環境を提供していくことが必要で
あり、計画どおり事業を推進すべきである。

３１１ 5210Eb1 建築住宅課 南ニュータウン整備事業
全区画数１３８区画
総面積約７．２ヘクタール

１、３工区を造成整備して、９３区画の分譲販売を
実施した。

¥1,701,000 A 現状維持

　分譲初年度となった平成２１年度における売却区画数
が、目標値を大きく上回り、２２年度も目標を上回ったこ
とからも、市民ニーズの高さが伺え、人口の流出を防
ぎ、定住化の促進を図るうえでの効果も大きい。
　また、市税や地方交付税の増収、及び主に建設業等
への二次的な波及効果など、市経済の活性化に大きくへの二次的な波及効果など、市経済の活性化に大きく
寄与するものと期待できるので、このまま事業を継続す
るべきである。

３１２ 52112Ca10 都市整備課
くらしを守る森展望台改修
工事

くらしを守る森展望台の
改修を行う。

予算計上。（繰越） ¥777,000 A 事業完了 平成２３年度で事業完了

３１３ 52112Ca9 都市整備課
春日台せせらぎ公園浚渫
工事

春日台せせらぎ公園池の
泥の浚渫を行う。

土砂浚渫工事を実施。 ¥4,240,000 A 事業完了 平成２２年度で事業完了

３１４ 52114Ca8 都市整備課
都市公園安全・安心対策
緊急総合支援事業

公園施設の改築・更新を
行う。

市内５公園の施設の改築・更新
墓地公園、南公園、栄公園、上久保公園、滝ノ沢公
園

¥38,309,000 A 現状維持
公園利用者に安全で快適な公園として利用されるよう、
今後も継続していく必要がある。

景観に影響を及ぼさない
ようにするため、一定規

青森県景観条例における大規模行為基準に基づ
き、景観に影響を及ぼさないようにすえうために、

A
県景観条例に伴う委譲事務である。

３１５ 5211Da1 都市整備課 景観形成対策費 模を超える建築物等につ
いて、届出の受付及び検
討し、県に進達する。

一定の規模以上を超える建築物、工作物等の新築
等の行為について、市が県への申請窓口となり、
受付及び諸調査を行った。届出件数　９件

¥813,000 A 現状維持
県景観条例に伴う委譲事務である。
景観に配慮した指導などを引続き実施する。

３１６ 5212Ab1 都市整備課
都市計画総務費（都市計
画道路見直し業務委託）

道路見直し検討、路線評
価カルテ作成、道路調書
作成等

都市計画道路３・５・６堀口線の都市計画法に基づ
く、法手続きの実施。（住民説明会、都市計画審議
会の開催など）

¥777,000 A 事業完了

３１７ 5216Dc1 都市整備課 街路樹整備事業 植栽工事 市道４６、２６６号線に３６本植栽した。 ¥1,764,000 A
見直し（予算を

伴わない）

現在、街路樹植栽整備で工事発注しているが、今後、
街路管理業務（公園管理
業務）内で植栽する方向で見直しを進める。

３１８ 5219Ca3 都市整備課
三沢飛行場周辺整備統合
事業

公園及び道路整備

公園
造成工事
道路
松原深谷線 L=240m、深谷11号線 L=282m、中鶴
間木ノ下線 L=790m（歩道）、用地補償 １式、実施
設計 １式

¥265,654,000 A 現状維持

本事業は、航空機事故や地震等の災害時による緊急
避難施設を整備するため、平成20年度から事業開始し
早期に施設の有効利用が図られるよう、今後も継続し
ていく必要がある。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
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３１９ 5220Aa1 下水道課
三沢市農業集落排水事業
（建設事業費）

鹿中・三川目地区農業集
落排水の整備

　平成２２年度は処理場の建設工事（平成２３年度
までの継続工事）及び管路工事を実施した。

¥283,369,000 A 現状維持

三沢市総合振興計画策定時の市民アンケートでも下水
道事業の重要度が高く、事業の目的でもある水質保
全、農村生活環境の改善を図るため進めている事業で
あり、総合評価でも高い評価を得ていることから現状維
持とし震災による変更を含め平成24年度の完成を目指
すものである。

３２０ 5220Ab1 下水道課
三沢市農業集落排水事業
（汚水処理費）

農業集落排水を施工した
地区の利用促進活動

排水設備設置等に係る新規資金融資あっせん契
約件数１件、資金貸付金利子補給金５８件（２０２，
０６８円）、広報記事への掲載、三沢市管工事組合
への協力要請、未加入者への戸別訪問による加入
促進活動（排水設備工事期限の周知、融資あっせ
ん制度の説明、未加入要因の聞き取り等）１４４戸

¥3,108,000 A 現状維持

農業用用排水の水質保全、農村生活環境の改善を図
ることを目的に整備した施設であることから市民の方々
に有効利用していただくことが重要であり、その周知と
加入促進活動が利用率向上に繋がるため。

ん制度の説明、未加入要因の聞き取り等）１４４戸
を実施し、加入率の向上を図った。

加入促進活動が利用率向上に繋がるため。

３２１ 5230Ab1 土木課
仮称千代田・松原線整備
事業要望（再掲）

県道三沢七戸線と県道三
沢十和田線を接続する路
線を県に対して要望する

県に対して、三沢市の重点要望事項として要望を
行った。

¥311,000 A 現状維持

　県事業として、現在整備中の中央町金矢線に接続す
ることにより、当該路線の整備効果も向上すること及び
中央町金谷線開通後の車の流れを見ながら具体的な
要望内容を検討することとし、当面は現状維持とした
い。

３２２ 5230Ac1 都市整備課 駒沢バイパス整備（県営）
早期完成に向け、要望活
動を行う。

青森県営事業により現在整備中であることから、県
担当者と進捗状況等の確認を行い、早期に完了で
きよう要望活動を行った。
（平成22年度事業内容：工事及び用地買収）

¥31,000 A 現状維持
安全対策上の事業効果が早期に図れるよう、早期完成
に向け今後も青森県への要望活動を継続していく必要
がある。

早期に県道八戸野辺地
安全対策上事業効果が高い当路線を整備することによ

３２３ 5230Ac2 都市整備課
３．５．２駒沢中央町線整
備要望

早期に県道八戸野辺地
線（都市計画道路３．５．
２駒沢中央町線）の整備
がなされるよう、要望活動
を行う。

三沢市の重点事業として要望書を提出 ¥78,000 A 現状維持

安全対策上事業効果が高い当路線を整備することによ
り、交通渋滞及び交通事故の抑制が図られるため、早
期に事業着手が出来るよう今後も青森県への要望を継
続していく必要がある。

３２４ 5230Ad1 土木課
県道八戸・野辺地線整備
事業要望

県道八戸野辺地線の整
備について、要望活動を
行う。

県に対し、県単独事業等としての実施の要望を
行った。
県では、現在三沢市内に３件の大型道路事業を進
めており、市街地の歩道の新設などについては、
規模の大きな事業となることから、現在進められて
いる大型事業の進捗状況を見ながら事業化を模索
したいとしている。

¥311,000 A 現状維持

　路線全体では、駒沢バイパスの整備に進捗が見られ
るものの、未着手区間もあることから、市内全体の県事
業の進捗状況を見ながら、引き続き整備を求めていくこ
ととする。

３２５ 5230Af1 土木課
上北横断道路整備事業要
望

地方主要都市間を結ぶ
上北横断道路の整備促
進を国に要望する

青森県東北縦貫自動車道八戸線建設促進期成同
盟会等として、要望を国に対して提出した。

¥229,000 A 現状維持

　三沢～天間林間L=26kmの整備については、一部区
間において進捗が見られるものの未着手区間もあるこ
とから、引き続き関係市町村が一丸となって整備を求め望

進を国に要望する
盟会等として、要望を国に対して提出した。 とから、引き続き関係市町村が一丸となって整備を求め

ていくこととする。

３２６ 5230Ag1 土木課
一般国道３３８号整備事業
要望

車道及び歩道の拡幅整
備、並びに架橋整備を県
に対して要望する

沿線市町村で構成する「エネルギーの道国道338
号整備促進期成会」での活動として、幹事会、総
会、要望活動を行った。

¥622,000 A 現状維持

　内部評価の結果も高く、残事業もあることから現状維
持としたい。また、未着手の高瀬川架橋新設について
は、国の高瀬川拡幅計画の進捗状況を見ながら、要望
内容や要望先について検討したい。

３２７ 5230Ba1 土木課
市道側溝整備事業及び道
路維持（再掲）

松園町地区外の側溝整
備

松園町地区外側溝整備工事Ｌ＝1341.6ｍ ¥48,809,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　現況側溝の排水機能等の調査を行い、その他道路事
業とのバランスを考慮しながら年次計画をもって計画的
に進めて参りたい。
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３２８ 5230Bb1 土木課
道路新設改良、市道舗装
整備事業（再掲）

塩釜地区外の道路改良
舗装、市道園沢２号線外
の道路舗装等

市道百石２号線外２舗装工事外Ｌ＝748ｍ及び道路
新設改良工事（改良舗装工事）

¥90,466,000 A 現状維持

　新設改良を望んでいる路線（住民）は多いものの、近
年は、用地確保に難のある箇所も見られることから、当
面は現状維持としたい。
　また、市道舗装整備事業については、予定箇所の整
備は平成23年度でほぼ終了となることから、今後はそ
の他道路事業とのバランスを見ながら、補助金の活用
により、市費負担の軽減を図りたい。

３２９ 5230Bc1 土木課
（仮称）市道岡三沢・下田
線外交差点改良事業

市道岡三沢・下田線交差
点改良事業

交差点改良工事を実施し、事業完了 ¥14,584,000 A 事業完了 平成２２年度で完了

　除雪業務につきましては、大衆路線が年々増加してい
ることはもとより、除雪に対する市民からの要求レベル

３３０ 5230Bd1 土木課
道路維持（除雪業務委託）
（再掲）

道路除雪業務委託 道路除雪業務　一式 ¥89,588,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

ることはもとより、除雪に対する市民からの要求レベル
は年々高まっております。
　しかしながら、除雪業務に参入する業者及び、除雪機
械は年々減少しており、除雪業者及び職員の負担も増
しております。
　こうしたことから、今後は、委託態勢や単価の見直しな
どを含めた除雪業務の再構築を図る必要があると思わ
れます。

３３１ 52310Ax7 土木課 市道側溝整備事業
松園町地区外市道側溝
整備工事

松園町地区外側溝整備工事Ｌ＝1341.6ｍ ¥48,809,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　現況側溝の排水機能等の調査を行い、その他道路事
業とのバランスを考慮しながら年次計画をもって計画的
に進めて参りたい。

市道三沢・下田線外１改

市道三沢・下田線外１整備事業については、県道天ヶ
森三沢線と県道大町三沢線を結び、近くの三沢小学校

３３２ 52311Ax8 土木課
市道三沢・下田線外１整備
事業

市道三沢・下田線外１改
良舗装工事、公有財産購
入、障害物移転補償

障害物移設補償　３件
市道三沢・下田線外１改良舗装工事　Ｌ＝362.7ｍ

¥82,267,000 A 現状維持

森三沢線と県道大町三沢線を結び、近くの三沢小学校
及び三沢第二中学校の通学路にもなっている交通量が
多く狭隘な歩道しか整備されていない主要路線である。
必要性・有効性・効率性のいずれも高い評価を得てい
る。よって現計画通りに事業を推進するものである。

３３３ 52312Ax9 土木課 市道舗装整備事業
市道園沢２号線外舗装整
備工事

市道三沢・百石２号線外２舗装工事Ｌ＝748ｍ ¥37,421,000 A 事業完了
　予定箇所の整備は、平成23年度をもってほぼ終了す
るものの、今後も、補助金等の活用により市費負担の
軽減を図りたい。

３３４ 52313Bb3 土木課
（仮称）市道南山１９号線
改良舗装整備事業

（仮称）市道南山１９号線
改良舗装整備事業

市道南山１９号線実施設計 ¥11,952,000 A 現状維持
平成22年度　　　　実施設計
平成23年度　　　　用地買収
平成24年度以降　用地買収及び整備工事予定

３３５ 52314Ba2 土木課
古間木地区排水路整備事
業

古間木地区排水路整備
事業

古間木地区排水路実施設計 ¥10,062,000 A 事業完了 　平成23年度で完了予定

３３６ 52315Ae3 都市整備課
都市計画道路春日台十和
田線整備事業

都市計画道路3・4・4春日
台十和田線整備

実施設計：道路延長　L=770m　,　道路幅員
W=16m（歩道幅員W=3.5m両側）　,　期間　H22.11～
H23.3

¥10,221,000 A 現状維持

当路線の計画は、現在青森県で整備している都市計画
道路（3・4・3中央町金矢線）に接続する。そのことによ
り、十和田方面（春日台地区）から三沢市街地への連絡
道路が確保され三沢駅周辺の交通混雑の緩和が図ら
れるため、今後も継続して整備していく必要がある。

３３７ 52316Ae1 都市整備課 都市計画街路事業
都市計画道路3･4･3中央
町金矢線工事

トンネル及び橋梁部の施工、道路改良工事（負担
金：事業費の15％）
事業費834,480千円×15％

¥125,483,000 A 現状維持
三沢駅周辺の混雑解消など役割が大きい重要路線で
あるため、事業進捗及び効果が早期に繁栄されるよう、
今後も継続していく必要がある。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３３８ 52321Bb2 土木課 市道66号線舗装補修事業
市道66号線舗装補修事
業

実施設計
６６号線舗装補修工事Ｌ＝２５０ｍ（Ｈ２２国債）

¥16,960,000 A 事業完了 平成23年度完了予定

３３９ 5233Ax1 土木課 道路維持
道路清掃委託、道路除雪
委託、道路維持補修工事
等

道路清掃委託、道路除雪委託及び道路維持補修
工事等を実施し、道路の機能の回復を図り交通の
安全が確保された。

¥191,622,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　道路維持の全般において、市民要望・苦情は多く、ま
た、年々管理補修すべき路線が増えていることから、
徐々に予算、人材の見直し拡大を図りたい。

３４０ 5234Ax2 土木課 道路新設改良
市道塩釜・古間木線改良
舗装工事外

市道淋代町内線外改良舗装工事等を実施し、地域
の生活道路等の整備が進み市民の利便性の向上
が図られた。

¥53,046,000 A 現状維持
　新設改良を望んでいる路線（住民）は多いものの、近
年は、用地確保に難のある箇所も見られることから、当
面は現状維持としたい。

３４１ 5235Ax3 土木課
市道古間木２号線外１整

市道古間木２号線外１改
良舗装工事、障害物移転

市道古間木２号線外１改良舗装工事　Ｌ＝180ｍ
（H21国債） ¥31,375,000 A 事業完了

市道古間木２号線外１整備事業については、平成２２年
３４１ 5235Ax3 土木課

市道古間木２号線外１整
備事業

良舗装工事、障害物移転
補償

（H21国債）
市道古間木２号線付帯工事　　１式

¥31,375,000 A 事業完了
市道古間木２号線外１整備事業については、平成２２年
度で事業完了している。

３４２ 5236Aa1 土木課 市道４６号線整備事業
公有財産購入、障害物移
転補償

用地買収　４筆（Ｈ21年度.から繰越）　完了
障害物移設補償　３権利者（Ｈ21年度から繰越）完
了
障害物移設補償　１権利者（Ｈ23年度へ繰越）
市道46号線改良舗装工事　　Ｌ＝125ｍ（Ｈ21国債）
完成
市道46号線改良舗装工事　　Ｌ＝73.8ｍ（Ｈ22国債）
発注
市道46号線取付道路実施設計　　一式

¥89,456,000 A 現状維持

市道４６号線整備事業については、市中心部と市東西
地区を結ぶ基幹路線であり都市計画道路としても位置
づけられている。必要性・有効性・効率性のいずれも高
い評価を得ている。よって現計画通りに事業を推進する
ものである。

３４３ 5237Ae2 土木課
市道岡三沢・平畑線外１整
備事業

市道岡三沢・平畑線外１
改良舗装工事、障害物移
転補償、公有財産購入

公有財産購入　16筆
障害物移設補償　10件

¥121,293,000 A 現状維持

市道岡三沢・平畑線外１整備事業については、現道の
大部分が普通車両のすれ違いもできない狭隘な箇所で
あり、必要性・有効性・効率性のいずれも高い評価を得
ている。よって現計画通りに事業を推進するものであ転補償、公有財産購入 ている。よって現計画通りに事業を推進するものであ
る。

３４４ 5237Ax4 土木課
市道岡三沢・平畑線外１整
備事業（再掲）

市道岡三沢・平畑線外１
改良舗装工事、障害物移
転補償、公有財産購入

公有財産購入　16筆
障害物移設補償　10件

¥121,293,000 A 現状維持

市道岡三沢・平畑線外１整備事業については、現道の
大部分が普通車両のすれ違いもできない狭隘な箇所で
あり、必要性・有効性・効率性のいずれも高い評価を得
ている。よって現計画通りに事業を推進するものであ
る。

３４５ 5239Ax6 土木課
市道東岡三沢・松原線整
備事業

市道東岡三沢・松原線改
良舗装工事、公有財産購
入、障害物移転補償

障害物移転補償　５件
公有財産購入　８筆
設計業務委託　一式
市道東岡三沢・松原線改良舗装工事　　Ｌ＝527ｍ
（Ｈ22国債）発注

¥120,443,000 A 現状維持

市道東岡三沢・松原線整備事業については、三沢空港
近くから県道三沢十和田線バイパスまで整備するもの
でこれにより第２みちのく有料道路及び東北自動車道
八戸線に連絡される幹線道路である。必要性・有効性・
効率性のいずれも高い評価を得ている。よって現計画
通りに事業を推進するものである。

第一配水場築造工事に係る土木工事　一式
第一配水場築造工事に係る管理棟建築工事　一

３４６ 5240Aa1 水道施設課
施設整備事業（配水場建
替事業）

第一・三配水場建替工事

第一配水場築造工事に係る管理棟建築工事　一
式
第一配水場築造工事に係る管理棟電気設備工事
一式
第一配水場築造工事に係る管理棟給排水衛生換
気設備工事　一式

¥1,007,974,000 A 現状維持
水道水の安定供給ために、配水場更新事業は必要不
可欠である。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３４７ 5240Ba1 水道施設課
配水管施設改良事業（老
朽管布設替工事）

老朽化した配水管の布設
替工事

防衛9条交付金事業により石綿セメント管Φ150・
100　Ｌ＝386ｍを更新　　（ダクタイル鋳鉄管ＮＳ形
耐震継手　Φ150　Ｌ＝212ｍ）
単独事業により石綿セメント管Φ125　Ｌ＝97ｍを更
新（ダクタイル鋳鉄管ＮＳ形耐震継手　Φ75　Ｌ＝97
ｍ）
単独事業により石綿セメント管Φ150～Φ75　Ｌ＝
1,470ｍを更新（配水用ポリエチレン管耐震継手　Φ
150～Φ50　Ｌ＝1,717ｍ）

¥72,128,000 A 現状維持 耐震管の布設はライフラインを守る上で必要である。

３４８ 5250Aa1 下水道課
三沢市下水道事業（建設

汚水管渠整備
本町地区の汚水幹線管渠工事を実施した。また、
汚水枝線管渠工事として、堀口地区及び千代田町 ¥382,876,000 A 現状維持

三沢市総合振興計画策定時のアンケート調査結果分
析においても、下水道事業は重要度・満足度とも高い項
目となっており、町内会会長会議においても常に下水道

３４８ 5250Aa1 下水道課
事業費）

汚水管渠整備 汚水枝線管渠工事として、堀口地区及び千代田町
地区を実施した。

¥382,876,000 A 現状維持
の早期完成要望があることから市民ニーズにあった効
率的な公共サービスの提供と都市基盤整備を進めるた
め。

３４９ 5250Ab1 下水道課
三沢市下水道事業（汚水
処理費）

汚水管渠を整備した地区
の接続促進活動

排水設備設置等に係る新規資金融資あっせん契
約件数２５件、資金貸付金利子補給金８５件（３６
０，０８８円）、広報記事への掲載、三沢市管工事組
合への協力要請、新規供用開始区域の家屋所有
者等への水洗化促進文書発送（排水設備工事期
限の周知、融資あっせん制度の説明）２０３件を実
施し、水洗化率の向上を図った。

¥1,243,000 A 現状維持

快適な生活環境と安全な都市機能の形成を図り、公共
水域の水質保全を目的に下水道整備を計画的に推進
しており、水洗化率は約８０％であります。このようなこ
とから引き続き接続促進活動を実施し利用率向上を図
るため。

３５０ 5250Ba1 下水道課
三沢市下水道事業（建設
事業費）

雨水管渠整備
岡三沢地区、大町地区及び古間木地区の雨水排
水整備を行った。

¥146,106,000 A 現状維持

三沢市総合振興計画でも目指す姿で雨にも安全な都市
機能の基盤整備推進を掲げており、インフラ整備の遅
れている地域及び浸水被害の地域を平成26年度まで
の計画で補助事業採択されているため。の計画で補助事業採択されているため。

４５１ 5250Ca1 下水道課
三沢市下水道事業（汚水
処理費）

汚泥・沈砂を肥料化する
等、有効利用を産業界へ
働きかける

下水汚泥・沈砂の処理を産業廃棄物処分業者に委
託し、農業用肥料への製品化を行っている。また、
委託業者にて製品の販売を行い、農業関係者等に
より耕作に利用されている。

¥21,360,000 A 現状維持

業者に委託して肥料化しており、本来市が行うべき汚泥
処理を行う必要がなくコストの節減にもつながり環境問
題への対応や循環型社会への取組として有効であるた
め。

５３２ 5310Ab1 ＣＡＴＶ情報課
ケーブルテレビ施設の双
方向化（インターネット整
備）

伝送路によるインターネッ
ト利用環境の整備の検討

　総務省の交付金事業を活用して共同受信施設の
地上デジタル化を実施したことに伴い、三川目・鹿
中・淋代地区の８１４世帯が双方向化されたことか
ら、これらの地区に対し、ＣＡＴＶによる有線高速イ
ンターネット提供環境を整備した。

¥3,885,000 A 現状維持

　民間によるインターネット整備がされていない地域が
存在するため継続する必要があるが、民間サービスと
競合する地域もあることから、共同受信施設の整備状
況に併せて継続していくこととする。

　番組の充実を図るためには人的リソースの充実が必

３５３ 5310Ba1 ＣＡＴＶ情報課 放送番組の充実
従来の行政広報番組に
加え、市民の生涯学習に
活用できる番組の充実

　学校放送部との連携など、市民参加型番組を制
作した。

¥39,297,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　番組の充実を図るためには人的リソースの充実が必
要であるが、ある程度の技術的素養も必要である。した
がって、今後は番組制作等に関わる業務を積極的に外
部に委託することにより、スキルの向上を図り、併せて
職員を減員することにより、コスト削減を行う。

３５４ 5310Bc1 ＣＡＴＶ情報課 映像ライブラリの充実
ＣＡＴＶの映像資産をイン
ターネットで、視聴できる
環境の整備

　現在の設備ではインターネット加入者しか利用で
きない状況であるため、学校等の教材等としてイン
トラネット配信を検討した。

¥202,000 C 廃止
　設備が老朽化してきており改修が必要な時期になって
いるが、録画機器の普及などにより利用が激減してい
る状況であり、継続するメリットがないものと考える。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３５５ 5311Ac2 ＣＡＴＶ情報課
地域情報通信基盤整備推
進事業

共同受信施設の地上デ
ジタル対応改修を実施す
る

　総務省の交付金事業を活用し、地上デジタル放
送に対応できていない共同受信施設の機器交換を
実施し、三沢市全域の共同受信施設を地上デジタ
ル放送対応とした。

¥229,298,000 A 事業完了
　全域の共同受信施設について、地上デジタル対応が
終了したため。

３５６ 5314Ac1 ＣＡＴＶ情報課 有料放送再送信事業費
デジタル放送端末の安価
な提供による高度なテレ
ビサービスの普及促進

　ハイビジョン録画等に対応できる高機能型ＳＴＢを
導入することにより、多様化する加入者ニーズに対
応した。

¥59,585,000 B 現状維持

　民間と競合するサービスであることから将来的には民
間委譲などを検討する必要があると思われるが、既存
加入者やリース設備の償却などを考慮し、当面は現状
維持することとする。

内部統制システムの導入
今後も引き続き、内部統制システムの運用により、職員
への情報セキュリティ対策をより浸透させ、コンピュー

３５７ 5320Ax1 行政経営課 情報管理運用体制の構築

内部統制システムの導入
により、行政情報及び個
人情報の適切な運用を図
る。

システムからの通知や操作ログを解析し、適切なコ
ンピュータ使用がなされるように設定を見直し運用
をした。

¥1,911,000 A 現状維持

への情報セキュリティ対策をより浸透させ、コンピュー
ターの不正使用やデータの持ち出し、さらにコンピュータ
ウイルスの流入、データ流出等の防止を図るとともに、
万が一の事態が生じた場合の経路、原因等を探ること
で再発防止策を講じるものである。

３５８ 5320Ba1 行政経営課 総合窓口の検討
行政事務改善委員会で
検討

行政事務改善委員会窓口改善部会において、総合
窓口化に関すること及び現在できる範囲内でのワ
ンストップサービスの検討、実施のメリット、デメリッ
ト及び課題等の検討を行った。
また、行政サービス市民評価（アンケート）を２回実
施した。

¥78,000 B 現状維持

三沢市総合振興計画前期基本計画の最終年度が平成
２４年度であるため、計画期間内に窓口サービスに関す
る指針を策定するなど、総合窓口化のみによらない取
組みを検討・実施していく。

5320Bb1 総務課
（仮）文書管理システムの

（検討中）

行政事務改善委員会文書管理改善部会会議にお
いて、適正な文書管理についての改善策の検討を
行ったほか、メーカーによる文書管理システムのデ

¥117,000 A 現状維持

国の公文書等の管理に関する法律および省庁の行政
文書管理のガイドラインを参考に、文書保存方法の改

３５９ 5320Bb1 総務課
（仮）文書管理システムの
構築

（検討中）
行ったほか、メーカーによる文書管理システムのデ
モンストレーションを行ってもらい、導入した場合の
効果等について部会員及び関係各課の職員で学
んだ。

¥117,000 A 現状維持
文書管理のガイドラインを参考に、文書保存方法の改
善も含め当市に適した行政文書の管理方法を引き続き
検討を行い、その中で文書の電子化も検討する。

３６０ 5320Bb2 総務課
行政史文書データベース
化事業

当市に残されている明治
から昭和初期の行政史文
書をデジタルデータベー
ス化し、専用のパソコンで
公開する

三沢市行政史文書は、原本をさらに長期保存する
ためデジタル画像によるパソコンでの公開を目指
し、データベース化を進めている。平成20年9月から
一部公開しており、平成21年度からは、青森県緊
急雇用創出対策費補助金（補助率100%）を活用し、
民間業者へ一括業務委託を行い行政史文書の
データベース化を進めているところである。

¥5,189,000 B 事業完了 平成２３年度に事業完了の予定である。

プロポーザル方式によって新システム導入業者を
選定し、基本システムを再構築。
新システムの操作研修を実施した後、各担当課に
依頼して旧ホームページのデータをもとに新ホーム

３６１ 5320Bd1 広報広聴課 広報体制再構築検討事務
基幹ネットの継続利用に
ついて検討を行う

依頼して旧ホームページのデータをもとに新ホーム
ページ情報の作成及び更新を行った。
閲覧者の利便性向上と同時に、利用者である職員
にとっても各々のデスクから更新できるよう利便性
を高めたホームページが完成し、平成２２年４月２８
日にＷｅｂ上に公開した。

¥2,331,000 A 事業完了

３６２ 5320Be1 総務課 電子文書化の検討
行政事務改善委員会、コ
ンピュータシステム検討
委員会で検討

（仮）文書管理システムの構築と同様、行政事務改
善委員会文書管理改善部会会議において、適正な
文書管理についての改善策の検討を行ったほか、
メーカーによる文書管理システムのデモンストレー
ションを行ってもらい、導入した場合の効果等につ
いて部会員及び関係各課の職員で学んだ。

¥117,000 B 現状維持
（仮）文書管理システムの構築の事務事業と並行し、費
用対効果も含め導入の必要性を引き続き検討していく。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３６３ 5410Ab1 政策調整課
旧米軍専用線跡地活用方
策検討業務

米軍基地専用鉄路用途
廃止に伴う活用方策に係
る米軍等関係機関との協
議

　米軍引き込み線の一部345ｍについて平成２２年
９月で工事が終了し、遊歩道となる。

¥78,000 A 現状維持

　引き込み線については、全区間の有効活用につい
て、米軍側に対し今後とも要望を行っていく事とすると
共に、中心市街地活性化の観点からも、その利用法な
どについて検討を行いたい。

３６４ 5410Ba1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

（仮称）市立三沢病院跡地
利用計画事業

市立三沢病院の跡地利
用について有効利用を図
る。

「有償貸付」を条件の事業提案方式で公募を実施し
たところ、４事業者からの応募があった。その後２回
にわたり病院跡地利用審査委員会を開催し、事業
者を医療法人青仁会に決定、１２月に仮契約を終
えた。

¥0 A 現状維持

　市立三沢病院移転跡地の利活用についての事業主
体及び事業内容が決定したため、今後は事業者と連絡
を取り合い、施設整備がスムーズに行われるよう努める
こととする。

３６５ 5410Ca1

産業政策課
中心市街地
活性化推進

民間賃貸共同住宅などの
街なか誘導

中心市街地への民間賃
貸共同住宅整備誘発の
ための利子補給制度創

取り組みなし ¥0 C
見直し（予算を

伴わない）

　市内民間賃貸住宅の入居率や人口の動態等を検討
した結果、現状において利子補給制度の創設は困難で
あり、他手法の検討をする等事業の抜本的見直しをす活性化推進

室
街なか誘導 ための利子補給制度創

設検討
伴わない） あり、他手法の検討をする等事業の抜本的見直しをす

る必要がある。

３６６ 5410Cb1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

アーケード商店街景観向
上事業

商工会が実施するアー
ケード商店街景観向上の
ためのシャッター･アー
ケードの塗装ボランティア
募集の支援

平成２０年度においてシャッター・アーケードの塗装
は完了

¥5,764,000 B 事業完了

　シャッターアーケードの塗装については既に完了して
いるが、今後においては景観美化の新規事業について
検討するなど、アーケード商店街の魅力向上のための
取り組みについては検討の余地がある。

３６７ 5410Db2

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

戦略的中心市街地商業等
活性化支援事業

ＭＧplaza整備（ハード事
業）と並行して行うソフト
事業としてＭＧインターナ
ショナル㈱が実施する集
客イベント企画実施

アメリカ広場において、アメリカンデー、日米交流
アームレスリング大会、ハロウィンフェスタ、ヤード
セール等のイベントが、11回開催され、中心市街地
のにぎわい創出に大きく寄与した。

¥1,694,000 A 現状維持

　新規イベントの検討、既存イベントの見直し、イベント
の再編等、中心市街地の賑わい創出のための取り組
みを継続していくとともに、イベントの実施を普段の誘客
と結び付ける手法についての検討も必要である。

３６８ 5410Dc1

産業政策課
中心市街地 戦略的中心市街地商業等

ＭＧplaza整備（ハード事
業）と並行して行うソフト
事業としてＭＧインターナ ¥0 C

見直し（予算を
　平成２３年度においては、時間をかけてMGプラザのコ
ンセプトや今後の方針について慎重に検討していくこと３６８ 5410Dc1

中心市街地
活性化推進
室

戦略的中心市街地商業等
活性化支援事業（再掲）

事業としてＭＧインターナ
ショナル㈱が実施する集
客イベント企画実施

¥0 C
見直し（予算を

伴わない）
ンセプトや今後の方針について慎重に検討していくこと
としている。

３６９ 5410De1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

商工会実施一店一宝運動
情報発信事業

商工会が実施する中心
商店街における各個店自
慢の商品･サービス徹底
と、ＩＴを活用した情報発
信の支援

平成22年度より、三沢市商工会のホームページに
おいて一店一宝の掲載を行い、５０店の参加を得ら
れた。

¥0 B 現状維持

　一店一宝運動の取り組みを拡充させつつ、より有効な
PR方法についても模索していく必要がある。また、各店
舗が一宝をもてるよう支援するような施策の必要性も高
く、検討が必要である。

３７０ 5410Ea1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

中心市街地循環100円バ
スと空街カードポイント
サービスの提携実施

空街カード加盟店ポイント
サービスとして、100円バ
ス回数券交換サービス提
供の実施

ワンコインバスは平成22年度に終了し、コミュニティ
バスの運行が開始された。取り組みは特に為され
ていない。

¥0 B
見直し（予算を

伴わない）

　当初予定していたポイントサービスに限らず、バス利
用者に対する中心市街地への具体的な誘客対策を検
討する必要がある。

産業政策課
みさわ観光バス運行ルー

　平成２３年度において、観光バスのルートにMGプラザ

３７１ 5410Eb1

産業政策課
中心市街地
活性化推進
室

観光二次交通利便性向上
事業

みさわ観光バス運行ルー
トにアメリカ村を加えると
ともに、航空科学館無料
送迎車のルートにアメリカ
村を追加設定

観光物産課と関係機関により、ルート等の検討会
が行われた。中心市街地活性化推進係としての取
り組みは特になし。

¥0 B 現状維持

　平成２３年度において、観光バスのルートにMGプラザ
前が加わることが検討されている。今後においては、関
係機関との連携を図り、中心市街地の活性化に有効な
観光バスの利用方法を検討していく必要がある。
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３７２ 5410Eb2 政策調整課
三沢市地域公共交通会議
事業（再掲）

地域の総合的な交通体
系について検討等

　平成２１年度に策定した地域公共交通総合連携
計画及び地域公共交通活性化・再生総合事業計
画に基づき、バス路線網の再編と実証運行に取り
組み、事後調査を実施し、次年度以降の運行に向
けた計画の見直し等を行い、より利便性の高い公
共交通網の整備においての取り組みを行った。
　また、デマンド型サービスの導入可能性について
の検討は未実施であったが、各種調査の実施、
みーばすの運行、第２期に向けた見直しを行った。

¥37,243,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

バス路線の再編等に係る事後調査により、住民ニーズ
を把握し、必要に応じてデマンド型サービス等の新たな
交通手段の導入について検討する。

産業政策課
中心市街地 幸町市営駐車場利便性向

ＭＧplazaとアメリカ村広場
への集客に資する駐車場 駐車スペースの不足については、ＭＧプラザのオー

見直し（予算を
　喫緊の課題である駐車場問題については、幸町駐車
場の利用促進にとどまらず、新たな駐車スペースの確

３７３ 5410Ec1
中心市街地
活性化推進
室

幸町市営駐車場利便性向
上管理運営検討

への集客に資する駐車場
としての利便性向上を図
るべく管理運営形態の改
善策を検討

駐車スペースの不足については、ＭＧプラザのオー
プンにより問題の深刻さが顕在化したところである
ものの、具体的な取り組みは実施されていない。

¥0 B
見直し（予算を

伴わない）
場の利用促進にとどまらず、新たな駐車スペースの確
保に向けて取り組む必要性が高いことから、事業を見
直すこととする。

３７４ 6110Bb1 広報広聴課
市民活動促進拠点整備検
討事務

市民活動拠点の整備に
向けた検討を行う

　平成２１年度に設置した「三沢市協働のまちづくり
市民会議」において、拠点施設の整備の必要性に
ついて検討・協議した内容を平成２３年２月に三沢
市に対して提言した。

¥777,000 B
見直し（予算を

伴わない）

　拠点施設の必要性等についての市民会議からの提言
を受け、今後は設置に向けた具体的な運営方法等につ
いて、「協働のまちづくり推進懇話会」内で検討してい
く。

３７５ 6110Bd1 広報広聴課
人材・組織・ネットワーク整
備検討事務

まちづくり活動を促進する
ための人材・組織・ネット
ワーク整備のあり方につ
いて検討を行う

　「協働のまちづくり市民提案事業補助金」の予算
を計上し、各種団体が行う活動に対して補助金を
交付する。

¥2,966,000 A 現状維持
　市民自らが行う活動を支援することは、団体の自立の
ためには必要なことであるらめ、今後も引き続き事業を
実施する。

ＮＰＯ支援費（市民ＮＰＯ講 ＮＰＯ活動への理解を広 　10月16日に「市民活動推進フォーラム」を開催し、 　市民活動やNPOにについて市民に理解してただくた
３７６ 6116Bc1 広報広聴課

ＮＰＯ支援費（市民ＮＰＯ講
座）

ＮＰＯ活動への理解を広
める講座の開催

　10月16日に「市民活動推進フォーラム」を開催し、
参加者は４５名。
　五所川原市のNPO法人「かなぎ元気倶楽部」の

¥3,951,000 A 現状維持
　市民活動やNPOにについて市民に理解してただくた
め、今後もフォーラムや講座を実施していく。

３７７ 6120Aa1 広報広聴課 協働のルール策定事務
協働のルール策定の基
本方針や策定方法につ
いての検討を行う

　「協働のまちづくり市民会議」において、まちづくり
にルールとなる指針を策定し、平成２３年２月に三
沢市に対して提言した。
　それを受けて、市で指針を策定した。

¥2,331,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　協働のまちづくり市民会議は、平成２２年度で解散し
たため、今後は「協働のまちづくり推進懇話会」を設置
し、協働のまちづくり推進に向けた検討をしていく。

３７８ 6120Ab1 広報広聴課 市民活動啓発推進事務
協働のまちづくりを促す
市民意識の啓発のあり方
について検討を行う

　市職員（管理職）を対象とした、意識啓発のため
の研修会の開催と、市民を対象としたフォーラムを
開催した。

¥777,000 A 現状維持
　協働のまちづくりを推進するためには、市職員、市民
それぞれの意識改革が必要なため、今後も引き続き
フォーラムや研修会等を実施する。

３７９ 6120Ad1 広報広聴課
協働のまちづくりに係る調
査研究

協働のまちづくり施策の
先進事例等に係る情報収
集を行う

　八戸市の市民活動サポートセンターの視察、また
宮城県登米市を視察した。

¥1,763,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　協働のまちづくり推進に係る他市町村の先進事例等
の調査も必要であるが、今後は指針に沿って独自で推
進することが必要であるため、縮小する方向とする。

男女共同参画意識の醸
　平成１４年度に策定した「みさわハーモニープラ

３８０ 6131Aa1 広報広聴課 女性政策推進事業費
男女共同参画意識の醸
成や啓発を目的とした広
報活動

　平成１４年度に策定した「みさわハーモニープラ
ン」の基本施策の実施内容についての進捗管理と
新ハーモニープラン策定に向けた市職員と市民を
対象とした懇談会の開催

¥2,451,000 A 事業完了
　新ハーモニープランは、平成２３年度中に策定予定の
ため、完了する。

３８１ 6131Ab1 広報広聴課 女性政策推進事業費
女性の人材育成を目的と
した講座の実施

　市内に在住・勤務する女性を対象に講座を開催
し、まちの魅力発見のためのまち歩と、情報誌を作
成して市内の公共施設等の配布した。

¥4,661,000 A
見直し（縮小（予

算を伴う））

　男女共同参画を推進するためには、女性だけでなく男
女を問わず意識を改革しなければならないため、今後
は61.3.1.A.c.1に統合した形で事業内容を変更していき
たい。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３８２ 6210Aa1 総務課 組織・機構の適正化事務
時代に即した適正かつ効
率的な組織の見直しを進
める。

７部３０課１室へ（市長部局）
アメリカ村ハード事業の終了により、アメリカ村推進
課を廃止し、区画整理係を都市整備課に統合

¥971,000 A 現状維持

平成１７年度から平成２２年度まで実施してきた集中改
革プランによる職員数の削減や組織のスリム化を、平
成２２年２月に策定した定員管理計画で引続き継続す
ることで、さらなる定員適正化を進め、組織体制の見直
しや人材育成に努めることにより、効率的な行政運営の
確立を目指す。

３８３ 6210Ab1 総務課
集中改革プランに基づく人
員の適正な配置

集中改革プランに基づ
き、さらなる定員の適正
化を進め、限られた人員
で効率的な行政運営を図
る。

平成２２年２月に新たな定員管理計画を策定し、平
成２３年度から平成２７年度までの５年間で病院を
除く職員数を３パーセント削減することとした。

¥971,000 A 現状維持

平成１７年度から平成２２年度まで実施してきた集中改
革プランによる職員数の削減や組織のスリム化を、平
成２２年２月に策定した定員管理計画に基づき、引続き
定員適正化を進め、市民サービスに即した適正な人員
配置を行っていく。

自治大学校、市町村職員

３８４ 6210Ba1 総務課
一般管理費（職員研修旅
費外）

自治大学校、市町村職員
中央研修所等への研修
派遣及び職員相互研修
の充実を図る。また、自
己啓発のための研修案
内を周知するとともに、研
修を受講する際の職務専
念義務免除制度の普及
を図る。

外部研修
　自治大学校　２名、国際文化研修所　１名、市町
村職員中央研修所　１２名、その他青森県自治研
修所等　８１名
内部研修
　職員相互研修及びeラーニング等　１，０２３名

¥971,000 A 現状維持

行財政改革等により、今後も職員数の減少が進む中、
少数の職員によって維持していくために担当業務に係
る基礎知識はもちろんのこと、様々な研修受講機会を
設け、職員一人ひとりがより高度な知識・技術を身につ
けることにより、市民サービスの向上に繋げる。

３８５ 6210Bb1 総務課
一般管理費（職員派遣交
流旅費）

国、県等への派遣及び人
事交流を推進し、職員の
スキルアップを図る。

東北防衛局との人事交流　１名（～H23.3）
上北地域県民局地域整備部との人事交流　１名
（～H23.3）
青森県後期高齢者医療広域連合への派遣　１名
（～H23.3）
三沢市商工会への派遣　１名（～H23.3）

¥971,000 A 現状維持

職員の視野の拡大、先進的な行政手法や専門的知識
の修得を図るため、国・県等の機関で研修することによ
り、視野の拡大や先進的な行政手法を直接体験し、研
修職員のスキルを高め、また派遣及び人事交流をとお
し、関係行政機関との連携を一層緊密にする役割も
担っていることから、今後も継続実施していく。

３８６ 6220Aa1 財政課
国・県補助金等の効果的
活用

予算編成における国・県
の諸制度の効果的活用

予算編成における国・県の諸制度の効果的活用を
行った。

¥0 A 現状維持

財政基盤の確立を図るためには国・県の諸制度を積極
的に有効活用すべきであるため、引き続き、予算編成を
通じて効果的活用を図り、一般財源の負担軽減に努め
る。

３８７ 6220Bb1 税務課
コンビニ収納及びクレジッ
ト収納の検討事務

導入経費及び課題の検
討

コンビニ収納：2,773件、16,915,300円
クレジット収納：11件、2,759,800円

¥0 A 現状維持
利用者の約6割が、市役所閉庁時間、金融機関の営業
時間外に利用しており、納税機会が拡大され、市民
サービスの向上が図られている。

３８８ 6220Bc1 税務課 税務課窓口の時間延長
平日は毎日１８時３０分ま
で延長

利用者数：631人
納付額計：19,524,760円

¥0 A 現状維持
納税者の収納機会の拡大、市民サービスの向上が共
に図られている。

３８９ 6220Bd1 税務課 滞納処分の強化
早期納税相談、差押強化
及びインターネット公売の
実施

滞納処分の強化：377件
インターネット公売の実施：58,930円を滞納税に充
当

¥23,307,000 A 現状維持
安定した市税収入の確保、納税者間の税負担の公平
性を確保しなければならないことから必要不可欠。

３９０ 6220Ca1 財政課
施設使用料等の見直しに
係る検討事務

施設使用料の見直し及び
利用者の増加策の検討

予算編成過程のヒアリング等により、実態に沿った
施設使用料の見直し及び、利用者の増加対策策の
検討を促した。

¥0 B
見直し（予算を

伴わない）

　当市の抱える施設について、公会堂、図書館等その
ほとんどが指定管理者制度の下、利用料金制等により
自助努力に励んでいる。
また老朽化等による維持補修費についても防衛９条の
交付金の使途拡大に伴い一定の財源確保が認めれる
事などからも、施設使用料の見直しによる受益者負担
の適正化の必要性はあるものの予算を伴う措置につい
ては軟化が可能であると考える。
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平成２３年度　事務事業評価一覧表 資料１

No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２４年度の方向性 方向性理由

３９１ 6220Da1 管財課 市有財産（土地）の売却
市有財産（土地）の売却
促進、利用度の低い財産
の処分

行政目的として使用する予定のない土地を売却し
た。

¥466,000 B 現状維持

土地は個人や法人等の個々の事情で、地域や個別要
件で突発的に需要が発生することが見込まれることか
ら、常に売払いの準備が必要である。なお、公売を継続
することにより、売却による歳入確保及び財産管理経費
の削減を図れる。　また、市有財産として活用できない
ものを市場へ開放することにより地域経済の活性化を
図れる。

３９２ 6230Aa1 財政課
施設の統廃合・長寿命化
に係る検討事務

施設の統廃合及び計画
的な維持補修の検討

予算編成を通じて、施設の統廃合及び計画的な維
持補修の検討を促した。

¥0 A 現状維持

昨今の厳しい財政状況の中、施設の統廃合について検
討を行い、複合的な活用を図る。引き続き、予算編成を
通じて安定的な公共施設の運営体制及び維持管理を
促進し、老朽化した施設・設備の計画的な維持補修を
実施し、施設・設備の延命化を図る必要がある。

３９３ 6230Ab1 財政課 事業の選択と集中
新規事業に係る優先度を
踏まえた財政運営計画へ
の登載

年2回の財政運営計画の策定を通じ、新規事業に
係る優先度を踏まえた計画への登載を実施した。

¥1,865,000 A 現状維持

財政運営が厳しい中、新規事業の優先度を確認すると
ともに、事業の選択と集中を図る必要がある。したがっ
て、引き続き、年2回の財政運営計画の策定を通じ、優
先度を踏まえた計画への登載を実施する。

３９４ 6230Ac1 財政課 ソフト事業の充実
既存施設のソフト事業に
よる効果的活用

予算編成を通じて、既存施設のソフト事業による効
果的活用を促した。

¥0 A 現状維持

既存施設のソフト事業による効果的活用を促し、計画的
かつ効率的な財政運営の確保に努める必要がある。し
たがって、予算編成を通じて、既存施設のソフト事業に
よる効果的活用を促進する。

３９５ 6230Ba1 行政経営課
指定管理者制度の適正な
運用、制度の見直し

利用料金制度、新規導入
施設等の検討

モニタリング実施結果の公表
三沢市指定管理者制度運営方針見直し
指定管理者導入施設のH23更新手続き（公募によ
り２施設）
今後の制度新規導入等の検討

¥1,554,000 A 現状維持

モニタリング等を活用し、各施設の適正な管理運営を推
進するとともに、利用者サービスの向上や地域経済へ
の貢献等を含めた指定管理者制度のあり方について、
随時検証・見直しを行う。また、新規制度導入施設や更
新方法等についても検討を継続する。今後の制度新規導入等の検討 新方法等についても検討を継続する。

３９６ 6230Ca1 財政課 財務諸表の整備事務
国の新地方行革指針に
基づく財務諸表の整備

連結ベースでの財務諸表作成に取り組み、市民に
公表した。

¥1,865,000 A 現状維持
市の資産・債務及び年間コスト等を公表することによ
り、市民により詳しい情報提供ができるため。

３９７ 6230Da1 財政課
団体補助金の見直しに係
る検討事務

行政の責任領域や経費
負担のあり方を考慮した
見直しの検討

予算編成を通じて、行政の責任領域や経費負担の
あり方を考慮した見直しの検討を促した。

¥0 A 現状維持

補助金の必要性や妥当性を再検証し、経営資源の有
効な活用を図る必要がある。引き続き予算編成を通じ
て、補助金の目的及び効果の明確化を図ることによっ
て、コスト縮減に努める。

３９８ 6230Db1 財政課
扶助費の見直しに係る検
討事務

高齢・少子化に沿った適
正費用への見直しの検討

予算編成を通じて、高齢・少子化に沿った適正費用
への見直しの検討を行い、長寿祝金等の見直しを
実施した。

¥0 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

これまで長寿祝い金の支給について見直しが実施され
てきたものの、高齢化により段階的な減額措置だけで
は受給者の理解、満足を十分に得られず根本的な解決
とならないと考える。
地域振興券、商品券等で対応する事で、地域経済（へ
の還元）効果も見込め、尚且つ市側の姿勢を堅持、強
調する意味でより効果が得られると考えられる事から迅調する意味でより効果が得られると考えられる事から迅
速な対応が求められる。

３９９ 6240Aa1 行政経営課
行政評価システム推進事
業

三沢市総合振興計画前
期基本計画の進捗状況
を点検・測定し、基本計画
の施策が着実に推進する
ようにする。

平成２１年度に実施した事務事業について、事務事
業評価、施策評価を実施し、それらについて、行政
改革推進委員による外部評価を公開で行った。事
務事業評価件数４１７件のうち１６件、施策評価件
数７３件のうち８件について外部評価意見が付さ
れ、意見を付された施策および事務事業について
の対応を行政経営会議で決定した。

¥12,296,000 A
見直し（予算を

伴わない）

三沢市総合振興計画前期基本計画の最終年度が平成
２４年度であるため、評価方法などについては大幅に変
更せずに、これまでの評価結果を踏まえながらの総括
評価を行い、後期の計画につなげるための評価方法を
検討し設計する。

４００ 6240Ba1 財政課
財務諸表分析による予算
編成システム検討事務

財務諸表の分析結果を
予算編成に反映させるシ
ステムの検討

連結ベースでの財務諸表の分析結果を予算編成
に反映させるための検討をした。

¥0 A 現状維持
財務書類から市の資産・債務及び年間コスト等を把握
することにより、予算編成へも反映することができるた
め。
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No. 事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２２年度の取組状況
平成２２年度事業費

（フルコスト）
総合
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２４年度の方向性 方向性理由

４０１ 6240Bb1 財政課
民間との協働に係る検討
事務

事業コストの削減やサー
ビスの質の向上を図るた
めに、事業について検討
を推進していく。

予算編成を通じて、各業務のコスト削減やサービス
の質の向上についての民間委託について検討を促
した。

¥0 A 現状維持
予算編成を通じて、各業務の経費節減・サービスの質
の向上につながるような民間委託・指定管理の導入が
できないか、担当課に検討を促していく。

４０２ 6240Bx1 行政経営課
行政経営システム推進事
務

行政評価結果に基づいて
計画、予算、組織・人事
等を一体的にマネジメント
するための行政経営シス
テム構築の検討

平成２２年度に策定した三沢市行財政改革大綱の
改革の柱の一つに、行政経営システムの確立を目
指し策定した行政経営推進プランの推進事項を取
り込み推進を図った。また、三沢市行政改革推進
委員会から取組内容について審議していただき意
見をいただいた。

¥31,000 A 現状維持
三沢市総合振興計画の最終年度が平成２４年度である
ため、本プランの各取組みについてその実施状況を検
証し、後期基本計画に反映させる。

市ホームページにて情報公開制度の説明及び、各
種請求様式を掲載し市民等が様式を取得できるよ 広報みさわに概要を紹介するとともに、ホームページ及

４０３ 6250Aa1 総務課 情報公開制度の周知
ホームページへ掲載、積
極的な情報提供を図る

種請求様式を掲載し市民等が様式を取得できるよ
うにしている。
また、平成２１年度の情報公開制度の運用状況を、
広報みさわ及び市のホームページへ掲載し情報提
供した。

¥39,000 A 現状維持

広報みさわに概要を紹介するとともに、ホームページ及
び情報公開コーナーで詳細な内容を紹介している。今
後においても効率的な周知及び浸透が図られるように
努める。

４０４ 6250Ab1 総務課
情報公開制度に関する職
員研修会

職員の取扱と認識に差が
生じないよう研修会を開
催し、知識を向上させる

これまで、制度改正や条例改正に伴う、職員に対
する説明会（研修会）を実施してきており平成２２年
度においては、大きな制度改正等がなかったため
全職員に対する研修会は実施していない。しかし、
制度そのものは浸透してきておりシナジー掲示板
での周知等を行うとともに、開示請求を受け付ける
際に、担当者へ適切な説明を行っている。

¥39,000 A 現状維持

市が保有する行政文書の適正な取扱の確保や開示請
求等があった時の対応に差が生じないように、職員の
知識の一元化を図り共通認識を持たせるため、庁内
ネットワークの電子掲示板等を活用し周知を行う。
また、制度の改正があった場合には研修会等を開催す
る。

職員の取扱と認識に差が

これまで、制度改正や条例改正に伴う、職員に対
する説明会（研修会）を実施してきており、平成２２
年度においては、大きな制度改正等がなかったた

市が保有する個人情報の適正な取扱の確保や開示請
求等があった時の対応に差が生じないように、職員の

４０５ 6250Ac1 総務課
個人情報制度に関する職
員研修会

職員の取扱と認識に差が
生じないよう研修会を開
催し、知識を向上させる

年度においては、大きな制度改正等がなかったた
め全職員に対する研修会は実施していない。しかし
制度そのものは浸透してきておりシナジー掲示板
での周知等を行うとともに、開示請求を受け付ける
際に、担当者へ適切な説明を行っている。

¥39,000 A 現状維持

求等があった時の対応に差が生じないように、職員の
知識の一元化を図り共通認識を持たせるため、庁内
ネットワークの電子掲示板等を活用し周知を行う。
また、制度の改正があった場合には研修会等を開催す
る。

４０６ 6260Aa1 政策調整課
企画管理費（上十三地域
広域市町村圏協議会負担
金外）

近隣市町村と組織する各
種協議会に参加し、広域
的な課題等に対して連携
して対処するための活動

平成21年度に引き続き、北奥羽開発促進協議会を
通じて、三沢空港の発着便数の拡充など、北奥羽
圏域の産業及び生活基盤整備促進の要望、また、
上十三地域広域市町村圏協議会を通じて、上北横
断道路及び下北半島縦貫道路の整備促進等につ
いて国及び県に対して要望した。さらに、平成22年
度は12月4日に全線開業した東北新幹線の七戸十
和田駅への対応として、七戸町、下北地域及び上
十三地域の自治体等との共同でへの全便停車に
ついて鉄道事業者に対して要望し、また、上十三地

¥1,684,000 B 現状維持

新幹線七戸十和田駅の開業における誘客促進の取り
組みについては、広域で取組むことにより、効果的な事
業を実施することが出来た。広域で取組むべき地域の
課題については、引き続き、周辺市町村と連携を図りな
がら協議、検討していく。ついて鉄道事業者に対して要望し、また、上十三地

域広域圏市町村県協議会では同駅への誘客促進
事業を実施した。
（事業内容：七戸十和田駅等で放映する観光PR映
像ソフト制作、圏域観光パンフレット制作、二次交
通時刻表制作）

がら協議、検討していく。
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２４年度の方向性 方向性理由

４０７ 6260Ab1 政策調整課
企画管理費（上十三地域
広域市町村圏協議会負担
金外）（再掲）

近隣市町村と組織する各
種協議会に参加し、広域
的な課題等に対して連携
して対処するための活動

国で進める定住自立圏構想について、北奥羽開発
促進協議会においては研修会を開催し、事業に対
する理解を深めるとともに、上十三地域広域市町
村圏協議会において、各自治体の取り組みに関す
る意向調査等、協議を実施した。協議の結果、各自
治体から現段階では各自治体に対するメリットが明
確ではないとのことから、自治体間での情報共有を
図りつつ、引き続き、調査・研究することとした。

¥1,622,000 B 現状維持

国の方針がこれまでの広域圏での取組から定住自立
圏への取組みに移行している中、当市における定住自
立圏構想のメリットが明確でなかったところであり、引き
続き、定住自立圏構想に対する調査、検討が必要であ
る。
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